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労 務 理 論 学 会 の 創 設 に あ た っ て

　 こ こ に 労 務 理 論 学 会 が、 発 起 人 16 人 の 賛 同 を え て 木 元 進 一 郎 教

授 （明 治 大 ） 、 長 谷 川 廣 教 授 （中央 大 ｝
、 島 弘 教 授 （同 志 社 大 》 を

中心 と し て 創 設 さ れ、 120 名 を こ え る 会員 が 参 加 さ れ る こ と に な

っ た。 そ の 目 的 と す る と こ ろ は、 経 営 労 務 の 経 済 学 的 硯 究 で あ り、

そ の 単 な る 実務 的、　 oberflichlich な 研 究 で は な い 。

　経 営 労 務 の ア カ デ ミ ッ ク な 理 論 的 研 究、 狭 隘 な る 視 野 に 限 定 さ れ

る こ と な く、 international な 広 範 囲 に わ た る 経 営 労 務 の 研 究、 　し た

が っ て 資 本 主 義 と 社 会 主 義 と の 比 較 に お け る 研 究 も 重 要 祝 さ れ る。

　本 学 会 の 研 究 の 重 点 の
一

っ は 、 女 子 労 働 の 研 究 で あ る 。 過 去、 現

在 に お け る 数 的 比 重 の 重 要 性 、 質 的 差 別 の 存 在、 賃金 格 差 の 残 存、

資 格、 身 分 の 低 位 牲 な ど、 そ の 発 生 の 本 質 的 解 明 と そ の 性 的 差 別 の

絶 滅、 真 の 男 女 同 一 労 働 の 基 本 的 権 利 の 実 現 は、 こ の 学 会 に 課 さ れ

た 重 要 な 磆 究 課 題 で も あ る 。

　経 営 労 務 の 過 去 、 現在、 未 来 に わ た る 歴 史 的 研 究 も 重 要 な 課 題 と

し て 要 請 さ れ る。 単 な る 観 念 的 な 外 面 的 分 析 で は な く、 ま た 非 現実

的 な 抽 象 的 モ デ ル の 考 察 に と ど ま る こ と な く、 複 雑 多 様 な 現 象 形 態

の 中 を 貫 徹 し て い る 客 観 的 な 法 則 を 明 ら か に す る こ と こ そ、 理 論 的

研 究 に 与 え ら れ た 現 代 的 課 題 で も あ る 。 こ こ に、 理 論 の 基礎 と し て

の 法 則 に も と つ く 研 究 が 重 要 な 役 割 を 荷 な っ て い る こ と は 否 定 で き

な い 。

　 学 会 が 科 学 的 探 求 の 批 判 的 精 神 を 喪 失 し、 単 な る 現 象 の 叙 述 に の

み と ど ま る な ら ば 、 そ れ は 科 学 の 堕落 に な る で あ ろ う 。 ま た 現 象 の

発 生 の 客 観 的 必 然 性 の 本質 も 把 握 で き な い で は、 理 論 欠 如 の 批 判 を

免 れ え な い こ と に も な る。 婁 務 的 研 究 の 下 僕 に 堕 し た 理 論 を 欠 く労
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務 研 究 を た え ず 批 判 さ れ た の は、 わ が 国 で 最 初 に 経 営 労 務 論 を 体 系

化 さ れ た 古 林 喜 楽 教 授 で あ っ た 。 古 林 教 授 の 批 判 的 精 神 を 発 展 さ せ 、

理 論 的 成 果 を 問 う こ と こ そ、 こ の 学 会 に 課 さ れ た 基 本 的 な 任 務 で も

あ る 。

　学 問 発 展 の 原 動 力 で あ る Kritik の 精 神 は、 真 瑾探 求 の 不 可 欠 の 条

件 で あ る。 こ の 批 判 的 精 神 こ そ、 学 会 創設 の 魂 、 真 髄 を な し て い る。

1991 年 6 月 10 日

海 道 　 進
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日 本 的 雇 用 慣 行 の 日 本 的 「 ア メ リ カ 化 」

中央大学　　長谷川　廣

1 ．序

　こ こに い う日本的雇用慣行 とは ， 日本の大企業の 常用労働者の 問に主 として存在する特

殊な労務慣行 の
一 部であり ， 新規学卒定期

一
括採用 ，終身雇用制度 ，お よび年功序列制度

の こ とである 。

　これ らは ， 本来的には ， 労働者の 無権利状態の もとでの 企業へ の 従属 ・忠誠心 と引きか

えに施された T 大企業の 御都合主義的労務管理政策に根ざす もの とい っ て よい 。そ の 意昧

で は ， 日本的雇用慣行は ，

一 面で ，

「古い 」 非近代的な性格 をも っ て い る。だが ， その 体

系的 ・制度的確立は ，第二 次大戦後にお け る労働組合運動の 発展 と密接な関連 をも っ て い

る。その 点か らすれば ， 日本的雇用慣行は ，他面で ，

「新 しい 」 近代的な性格 を もっ て い

る もの と考えられ る 。

　その ため に ， 日本的雇用慣行は ， 企業経営にお い て 「プ ラス 面 」 と 「マ イナス 面 1 とを

もっ もの として 経営者の 意識 に反映す るこ とになる。 日本的雇用慣行 を 「変 えたい 」
「変

えたくない 」 とい う矛盾 した経営者的迷 い の 生 まれ る理 由が そこ にある 。 この こ とは ，高

度経済成長の 真 っ 只中で もそ うで あ っ た し ，

「減量経営」 や 「円高不況 」 をへ た今で も変

らない 。 た しか に ， 急速なME 技術革新や労働力の 中高年化の進展の 中で ，こ れ まで の よ

うな終身雇用慣行や年功序列型賃金体系が維持 しえな くな りつ つ あるこ とは事実で ある 。

しか しだか ちとい っ て ， 終身雇用や年功序列の慣行がすべ て崩 され て しまっ た とい うわ け

で は ない 。なぜか とい えば ， それ ちをすべ て切 り崩 して しま うこ とは ， 日本的雇用慣行 に

もとつ く忠誠心 ・企業意識に よっ て支 えられ て きた これ まで の 労使関係 ， 右翼的 ・協調的

な日本的労使関係の 基盤 を根底か ら切 り崩 して しま うこ とに もなるか ちで ある 。
俵 1．鰺 卿

　そうした なかで ， 日本的雇用慣行は ， 日本的な 「古い もの 」 をアメ リカ的な 「新 しい も

の 」 の 中に包み こ むよ うな形で 労務管理 方式 に具体化され ， 展開され ることになる 。 それ

は ， ア メ リカ的労務管理 の 「日本化 」 で あ り， 日本的なアメ リカ形態の 進行に ほかな らな

い
、 われわれ は それ を日本的 「アメ リカ化 1 と呼ぶ 。 それは い っ たい 何 を意味 し ， それ が

もた ちす社会的 ・経済的諸結果は い っ た い 何で あろ うか 。

　 こ こでは ， こ うした問題につ い て検討 してみ たい 。
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2 ． 日本的雇用慣行 の 意義 と現状

　 1） 新規学卒定期
一

括採用

　 まず新蜆学卒定期
一

括採用とは ， 主 と して新規学卒時に ， 職種や職務 を限定せず ， 「一一

般的能力 」 や 「人柄 」 な どを基準に して ，新規学卒者の 中か ら常用労働者 を定期的に一一
括

採用す る とい う雇用慣行 の こ とで ある 。 それは ， 「就職」 とい うよ りも 「入社 」 で あ り，

「企業採用 」 とい う特徴 を もつ
。 した が っ て ，雇用 された者は最初か ち特 定の 企業 との 個

人的結びつ きを強 く感 じる こ とに な り ，

「一社
一

心の 忠誠心 」 を生み だす土壌が育成 され

るこ とに もなる 。

　企業が こ うした 方式 をとれ るの は ，い わゆる 「柔軟な職務構造 」 に よる もの で あ り ， 労

働者は 採用後に企業 内で教育 され る こ とに よ っ て徐 々 に 「仕事 を覚えて い く」 こ とが 前提

とな っ て い る。そこ に 「子飼 い 」 とい う企業 との 癒着意識が生 まれ ，
一 体感が生まれて く

る。それ は また入社時の 低賃金 を 「暗黙の 前提 」 とす る こ とに もな る 。 こ うして ， 薪規学

卒定期
一
括採用は企業意識 と低賃金構造 の 温床 となり， 客観的基盤 と もなる 。 だか らこ そ

日本で は 新規学卒 「定期採用 j が大半 を占め て きたの で ある 。

　 とは い え， 「中途採用ブー ム の 到来 」 とい うこ とに もあ らわれて い る よ うに ，そ こに
一

定の 変化がみ られ は じめ て い る こ と もまた事実で ある 。 中途採用は ， 若年 労働力不足に よ

り 「低賃金 労働力利用の 誘因 」 が失われ た りして ，1960年 代に も盛ん であ っ た が ，最近 の

中途採用 は 「ME 化 と国際化 j を理 由と した ，い わば 「職務採用 」 に重点 をお く点で 特徴

的で ある 。 それ に くわ えて ，

「コ ー ス 別採用 」 も増加傾向にあ る 。 こ う して ，

「雇用形態

の 多様化 」 が進行す る 。

　2） 終身雇用制度

　第 2 に ， 終身雇用制度は，い うまで もな く新規学卒定期採用者や 中途採用者が ，原則 と

して定年退職す るまで 当該企業との 雇用関係を継続す る雇用慣行の こ とで ある 。

　 それは ， 労働力 を長期的に企業に定着させ る こ とに よっ て ， その 企業に必要な熟練労働

者 の企業 内養成 を可能 に させ る とと と もに ，企業へ の 忠誠心 ・一 体感 を育成す る手段 とも

な りえた し ， 何 よ りもそれ によっ て 「労使関係の 安定 」 に奉仕す る もの で あ っ た 。 また労

働者に と っ て も，そ の 制度化を戦後労働組合運動の 発展 との 関連 で理 解す るか ぎ りで は ，

「雇用の 安定 」 とい う 「近代性」
・ 「合理性 」 をもっ た もの と して それ をとらえる こ とが

可能で ある。だが この 点で は ， 終身雇用 と企業別組合組織 とが い わば 「一 体的な強い 相互

依存関係 」 にある 「日本的労使関係 」 の もとで は ， その 「安定雇用 」 が F その 企 業 を支 え

る 『企業人』 と して の 定着 」 を労働者に求め て い る もの で あるこ とが注意 されなければな

らない
。
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　 しか も終身雇用制度の 「恩恵 」 をうけるの は ， 労働者全体か らみ ればほんの 一
部の もの

にす ぎない
、 数多くの 中小 ・下請け企業労働者 ， 社外工 ・臨時工 や女子労働者はその 恩恵

にあずかれ ない 。 そればか りか ，む しろ それ らの 犠牲の うえにな りた っ て い るとい うの が

終身雇用制度なの で ある 、

　それに もかかわ らず ， 経営者は ， その 理 念が ， ア メ リカ的な 「職務主義」 で は なくて ，

「人間主義 」 に あるこ と を強調する 。 だがその こ との ゆ えに ， 経営者は ， 技術革新の 進行

ともあい ま っ て ，

「老朽 ・不要労働力の 温存 」 や 「年功序列型賃金制の 温存」 な どとい う

終身雇用制度の 「マ イナ ス 面 」 をい た く感ぜ ざるをえな くな る 、 こ うして ， 経 営者の い う

その理念とは裏腹に ，

「人 」 中心主義か ら 「職務 」 中心主義へ の 移行が必然化す る 。 それ

な しには 「構造調整 」 に と もな う労働 力の 流動化 もまた おぼつ か ない 。

　だが ， 経営者に と っ て ， 終身雇用制 度 自体 をすぺ て なくして しま うこ とは ，

「労使関係

の 安定」 とい う見地からみ て現実的とは思われない 。そこで 「全体として の 終身雇用制 」

は 維持 しながら，能力主義や流動化の 観点か らその見直 しを検討す るこ とになる。すなわ

ち ，核 となる労働者層にた い して は終身雇用 を限定的に強化 し ， その 周辺では終身雇用 を

稀薄化 させ る とい う ，
い b ば 日本的雇用慣行の 分断化を進行 させ る こ とになる 。 終身 雇用

労働者 と非終身雇用労働者か らな る 「複数の 雇用形態の 併存 」 とい う形態が生まれ ，定着

する 。 事態は ， 「雇用形態の 多様化」 などとい っ て すまされ るほ ど単純では ない 。

　3） 年功序列制度

　第 3 の 年功序列制度 とは ， 学歴 ， 年齢 ， および勤続年数 とい う属人的要素に よ っ て ， 賃

金や昇進をきめ る 日本的雇用慣行の こ とで ある 。 そ して それは ，企業 内に 「タテ の序列 」

に よ る 「安定した 人的 ・集団秩序 」 を形成 し ， 労働老の 他企業へ の 移動を防 ぎなが ち，封

鎖的労働市場 と終身雇用制度の 原因と もな っ て い た 。そればか りで はな い 。 機械化の 跛行

的発展 ， 作業の 標準化の 遅れな どか ら，当該企業で の 勤続年数が その ま ま熟練 の 増加につ

なが っ て い た時代には ，それは企業に とっ て も
一

定の 「合理性 」 をもっ て い た とい うこ と

がで きる ．

　そ して ，この 年功序列制度は ， 基本的には永年勤続 ＝ 熟練の増大とい うよ うに ， 「量 」

中心主義 を特徴 とす るもの だ とい っ て よい 。 そこ で ， 経営者は これ を 「平等主義 」 だ とい

う。 だが 「平等主義 」だか ちとい っ て ， 労働者 は何年たて ば係長 にな り ， 課長 になれ る と

い う契約な り ， 保証があるわけで はない 。それ は 「柔軟な シ ス テム 」 で あ り ， 経営者側の

「裁量の 余地」 もきわめ て大 きい
。

　 しか も技術革新の 進展に と もな う熟練 の変化か ら，勤続年数が熟練習得に必要 な年数 と

の 関連 を失 っ た とき，年功序列制度は職務遂行能力と賃金 ， 昇進との 不均衡 をもた らすだ
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け でな く，人件費の 相対的増大 による 「経営圧迫 」 と して経営者の 意識に反 映 し，その 変

更 を迫 るこ とに なる e

　 「量 か ら質へ の 転換 」 が それ で ある 。 それ は
一

つ の 「アメ リカ化 」 で あ り，新 しい 競争

原理 に も とつ い た能力主 義的 「個別 管理 」 を もち こむ こ とで もある 。 経営者が これ まで の

「平等主義」 か ら 「個性主義 」 へ の パ ラ ダイム 変換 を要請す る意味がそ こ に ある 。

　だが ， f余 りに も急速な能力主義へ の変革は 逆機能 （例えば強い 疎外感 と抵抗感 ）を生

み だ し ， 却 っ て有害で あ りさえする」 （松島静雄氏 〉， とい うこ とが注意 され なけれ ばな

らない 。 そこ で 経営老は ， これ まで の 全人格的な 「タテの 序列 」 としての 「日本的集団主

義 」 に能 力主義 とい う 「ヨ コ 線 」 を加えて強く織る とい う方法 を とる こ とにな る。 それは

日本的 「アメ リカ化 」 にほかな ちな い 。

3 ． 日本的雇用慣行の 「ア メ リカ化 」 の 意味

　これ までみ てきた こ とか らもわか る ように ， 日本的雇用慣行に は ， 明 らかに 経営理念上

の 変化がみ られて い る 、そ して ， 「これ までの 理念 」 を 「日本的 」 とよぶ なちば ，

「あた

ら しい理 念 」 は ， それ を 「ア メ リカ的1 とよぶ こ とが で きるで あろ う 。 そ こで ， これ を表

示すれ ば次の とお りで ある ．

日本的雇用慣行 にみ られ る理念の 変化

日本 的 アメ リカ的

「人 」 中心主義

「量 」 中心主 義

「集 団的 」
・ 「画一 的 」

「職務 」中心主義

「質 」 中心 主義

「個別的 」
・ 「複線的 」

　 これが意味す るもの は い っ た い 何か 、

　 まず第 1 に ，日本的雇用慣行の 特 徴 は ，何 よ りも人で あ り， 人格 、 も しくは 人間 と して

の 資質 に 基本 をお くもの で あっ た 。その 意味で これ を 「人」 中心主義 と して 特徴づ けた 。

これにた い して ，アメ リカ的 とい っ た 場合に は ，いか に 人間的で ， 人格的にす ぐれて い て

も ， 能力 ， 職務遂 行能力に欠けて い ては不適当 とされ る もの と解 され る 。 その 意味で こ れ

を 「職務 」 中心主 義 とい っ て よい
。 した が っ て ，

「ア メ リカ化 」 す るとい うこ との 第 1 の

意味は ， 「人 」 中心主義か ら 「職務 」 中心主義へ の 移行 とい うこ とに ほか な らな い
。
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　第2 に ， 日本的雇用慣行の 特徴は T
「量 」 中心主義で あ っ た ． これ にたい して ，ア メ リ

カ 的 とい っ た場合 には ， 能力主 義的志 向と もむすびあ っ て ， 量よ りむ しろ質 に重点が おか

れて い るもの と解 され る 。 したが っ て ，

「ア メ リカ化 コ す る とい うこ との 第 2の 意味は ，

「量か ち質へ の転換 」 とい うこ とにほか な らない e

　第 3 に ， B本 的雇用慣行の 特徴は ， 第 1お よび第 2 の 特徴 と も関連 して ，学卒で 何年た

て ば係長 ， 課長 とい っ た ように ， 昇進 ・昇格 も ， 賃金 も ， 基本的に はすべ て 「集団的 ・画

一 的」 に決め られ る とい う点に あ っ た 。 これ に たい して ， ア メ リカ的 とい っ た 場合に は ，

「個入の 責任 」 が強調 され るとともに，人び との あい だ に 「個別的 ・複線的 」 な管理 思考

をもちこ む もの だと解され る 。 したが っ て ，

「アメ リカ化」 する とい うこ との 第 3 の 意味

は ，

「集団的 1 ・ 「画
一 的 」 な慣行か ら， 「個別的 」

・ 「複線的 」 な管理へ の 移行 とい う

こ とで ある 。

　そ して ， これ らの 「アメ リカ化 」 がめ ざす基本的な方向は ， 労働力の 「少数イヒ」 ，

「精

鋭化 」 ，および 「流動化」 にほか な らない 。

　 「少数化 」 は ，

「雇用量の 適正化」 で あ り，企業における日本的雇用体質を人件費管理

の 視点か ち計画的に変革す る こ とで ある 。

　 「精鋭化 1 は ，雇用構造の 「量 か ち質へ の 転換」 で あ り，

「学歴 ・年功か ら実力 ・能力

主義化 」 へ の 転換 をはか りなが ら ， 集団画
一 的な単

一
管理型か ち多様か っ 柔軟な複線管理

型へ の 変革 をはか る こ とで ある 。

　 「流動化 」 は ， 大企業の ため の 「労働市場の 近代化」 で あり，
パ ー トタイム ，派遣労働

の ような雇用形態の 多様化 を促進 しながら， 「老朽 ・不要労働者 」 の 関連 ・下請企業へ の

流出を中心 と した 「新 しい 雇用形態 」 へ の 転換 をはか るこ とで ある 。

　しか し ， その た め の あま りに も急速な変革は ， 日本的雇用慣行に よる労働者 の 企業へ の

忠誠心 と と もに 「安定的労使関係 」 の 基盤 を切 りくず し， 「国際競争力の 強 さ 」 を削減さ

せ るこ とに もな りかねない
。 そこに ， 日本的雇 用慣行の 日本的 「アメ リカ化 」 の 進行 を見

る 。 そして こ うした傾向は ， 経済同友会提唱 （1985年 ）の 「新日本的経 営 」 の 特質か ちも

うかがい 知 る こ とがで き るの であ る。俵 3 参照 ）

4 ．日本的雇用慣行の 日本的 「アメ リカ化 」 の 具体的形態

　1） 雇用形態の 多様化 と終身雇用の 「分断化 」

　まず第 1に ， 中途採用 ，
コ ー ス 別採用 ，

パ ー トタ イム ，派遣労働の 増加な ど，雇用形態

の 多様化が すすん で い る 。日本人事行政研究所の 1987年調査 では ， 新規学卒定期採用以外

に 中途採用な ど をした企業 は79％にの ぼ る 。 しか も労働省 の調査では ， 中途採用の 場合 ，
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あ ちゆる規模お よび 職種 にお い て ， 「職務採用方式」 が 70％前後で主流 を占め て い るこ と

が注意 されな けれ ば な らな い 。

　また採用時に学歴 ，職種等に よ り将来の 処遇 ， キャ リア コ ース を明確に分けて 採用する

「 コ
ー ス 別採用制度 」 を有する企業 も，5000人以上規模の 大企業で は 32％ とな っ てい る ．

　第 2 に ， 常用労働者の 非常用労働者化で ある 。 この 点 につ い て ，経済同友会は のべ て い

る 。

「2000年に は 3人 に 1人が非正規従業員 （フ レ ッ クス タイマ ー ・パ ー トタイマ ー ・派

遣等 ）にな る とい う予 測が ある 。

… … …正規 と非正規の 境界線 もやがて不 鮮明にな っ て い

くこ とが想像され る 」 。 だ とすれば ，

「改正 労働基準法 」 （1988．4．1施行 ）に導入 され た

フ レ ッ クス タイム 制 もやがては非常用化の 手段 と もな りか ねない e

　第 3 に ， 終身雇用の 「核で の 強化と周辺での 拡散 ・稀薄化 」 であ る 。それ に よ っ て ， 労

働者は ， 量 ・質と もに 「半身雇用1 となる 。

　2） 能力主義管理 の 再編 ・強化 と複線型人事管理 お よび賃金体系の 「合理化 」

　まず第 1に ， 「構造調整 」 政策がすす むなかでの 組織簡素化に よる ポス ト不足と ， 高度

成長期 に大量採用 した 「団塊の 世代 」 が昇進で きない とい う，い わ ば二重 の ポ ス ト不 足を

大企業 は 「年功的昇進か ら能力主 義的昇進管理へ 」 の 脱皮に よ っ て 解決 しよ うとする ．だ

が 「日本 的ヨ サ 」 は なくしえない
。 その ため に ，

一
方で 「小集団管理 」 に よ っ て企業主義

的集団意識 をも りたて なが ち，他方に お い て ，これ までの 集団的人事制度ない しは画
一

的

年功制 にか えて 「個別管理 」 を強化する 。 新職能資格制度や複線型新 人事制度 はそ うした

位置づ け を も っ て お り，い わば能力主義管理 の 再編 ・強化にほ かな らな い
。

　そこ で第 2 に ，よ り上位の ポ ス ト ； 職位につ けない 中高年労働者向け に 「専門職制度 」

を導入 しなが ら ， 職能資格制度 の 再編がはか られ る 。

「新職能資格制 度 」 は ， こ れ まで職

位 と 「身分 」 とが 未分離で あ っ た もの を ，職位 と資格と して明確 に分離 し ， 職務遂行能力

にたい す る経 営者の 査定部分を拡大す るこ とに よ っ て ， 中高年労働者だけで なく ， 女子労

働者にた い す る 「差別待遇 」 を生み だす 。

　そ して第 3 に ，この 職能資格制度を土台と して ，

「男女雇用機会均等法 」 の 実施 口986，

4．1）とともに 「複線型人事制度」 が導入 され ， その 中核と して の コ ー ス 別管理 制度が金融

機 関その 他の 非製造 業 を中心 に広が りをみ せて い る。だが この コ
ー

ス 別管理 制度は ， 厂人

材 の活性化 」 とい う名 目で ， その 実 ， 管理職 になれ ない 「一 般職 1 をほ とん どの 女子労働

者に 「強要 」 する こ とに よ っ て 、 形 を変 えた 「女性差別」 をもた らす もの とな っ て い る 。

管理 職に なれ る 「総台職 」 にお い て も，人事考課制度の 「整備」 とあい まっ て個別管理 の

強化が促進される 。

　その うえ，選択定年制度 ，進路選択制度 ， 再雇用制度 ， 退職女子再雇用制度な どの 複線

型人事制度が それ に くわわ る 。 そこ には徹底 した年功制度の 否定がみ られ る 。
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　だが第 4 に ，初任給の 漸増 と技術革新に と もな う職務 構造 の 変化の なか で ， 職務概念 を

確 立 しえない まま に ， 職務給を採用 しえない 日本の 大企業 は ，年功的慣行 をも完全 に払拭

す るこ とがで きず ， 賃金体系の 「合理 化」 を職能給 もし くは職能資格体系の 「充実 」 に求

め ながら， 「年間契約賃金制度 」 （い わゆる年俸制 ）の 採用や 「能力査 定 」 の 強化 をは か

る方向で 解決 しよ うとこ ころみ る 。

　それ と と もに ， 退職金の 「企業貢 献的な もの 」 へ の 切 りか えと 「年金化 」 がはか られて

い る 。 た とえば 労務 行政研究所の 1988年 「退職金 ・年金制度総合調査 」 に よる と ， 85年度

以降 「退職金抑制 になる よ う基礎給 ・支給率を手直 しした 」 企業が15．4％ ，また 「点数制

・定額制な どで退職金 には賃上げ を反 映 させない 」方式が19．4％で ， 全体の 3社に 1社が

退職金抑制策をと っ て い る 。

　3） 人事管理 の 再編 と 「企業 グル ー プ人事管理 」
・ 「広域人事管理 」

　 まず第 1に い えるこ とは ， 出向の 規模の 大きさ と意味合い の 違い で ある 。 大企業で は 14

人に 1人が出向中で ある 。 しか も出 向期間の 定め がな く， 「出向させて その まま 」 とい う

の が大半で ある 。 それ はかつ て の 出向制度 と大 きく違い ， 系列 ・関連企業 を大企業の 調節

弁的役割の なか に意識的 ・計画的にひ き入 れ るこ とに よっ て ，出向イコ ー ル 左遷的色彩 を

もっ 。 その ため 中高年労働者の あいだ には 「出向症候群 」 が 増大 しっ っ ある 。

　しか も第 2 に ，管理者み ずか らが流動化の 対象 とな っ てい る 。

f転職 ・転身援助制度」

や 「進路選択制度 」 な どによ っ て ，流動化を計画 し ， 実施する管理者み ずか らが流動化 さ

れ る運命にお かれて い る 。

　第 3 に ，こ うした大が か りな関連企業へ の 出向 ・配転 ・転籍 を容易に するため に ， 新た

な 「労働 市場 」 の 創設が も くろ まれ る 。

「中閭労働市場 」 とか 「準企業内労働市場 」 と よ

ばれて い る もの が それ で ある 。そ して これ らをうけて成立 した の が労働者派遣法 （86、7．1

施行 ）で あ り， 産 業雇用安定セ ン タ
ー （87．3．13発足）で あっ た 。

　第4 に ， 他企業 ， 他産業へ の 転職 をふ くめ た広い 概念で終身雇用制をとちえ直す こ とで

ある 。 「広域終身雇用制 」 とよばれて い るもの がそれ で あ り，それ に よ っ て 変貌す る終身

雇用制度の 「活性化 」 をはか ろ うとす るもの で ある 。

　5 ． 日本的雇用慣行の 日本的 「ア メ リカ化 」 の 問題点

　わた しは ， 日本 的雇用慣行の 再検討 を日本的 「アメ リカ化 」 と して と らえて きたが ， そ

の 「アメ リカ化 」 の 類型 を示 す と ， それは次の ようになる 。
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　　 第 1類型

日本的雇用慣行の 「アメ リカ化 」 の 類型

「ア メ リカ 的J

なもの

「

日

本
的
≒

「

伝
統

的
」

な

も
の

第 2類型

「

ア

メ

リ

カ

的
」

な
も
の

「

日

本
的
」・
「

伝
統
的
」

な
も
の

第 3 類型

「

ア

メ

リ

カ

的
」

な

も
の

　わた しは ，この 第 1類型か ら第 3 類型 へ の 展開 を， 「平面的 」 な もの か ち 「立体的 」 な

もの へ の 進展 と して とら え ， 第 3 類型 を日本的雇用慣行の 日本的 「アメ リカ化 」 として と

ちえる 。 しか し 「日本的 」
・ 「伝統的 」 な もの と 「アメ リカ的 」 な もの と どち らが主 導的

か と問われれば ，わた しは 問題なく 「ア メ リカ化」 と答 える 。

　そ して ， こ う した 日本的雇用慣行の 日本的 「アメ リカ化 」 が もた ちす もの は い っ た い 何

だろ うか 。ここで はその 問題点 を項 目的にの べ て お きた い
。

　 まず第 1 に ，管理職 をふ くむ大部分の 従業員が 同じよ うな雇用 ・労働条件の もとに立た

され ざ る をえな くな るだ ろ う ， とい う点で ある。 こ の ため 今後 ，管理職 を ど う処遇するか

が ます ます重要な問題 とな っ て こ ざるをえな い で あろ うとい うこ とで ある 。

　第 2 は ，い わゆ る ミス マ ッ チ （労働力需給の 不適合 ）に よる第 2 次産業か ら第 3次産業

へ の 莫大な数 （何百万人もの ）の 「流 出」 も 「問題な しとは しない 」 （日経連 ・鈴木永二 会

長 ）。だ とすれ ば ．何 らかの かたちでの 中高年労働者 にた い す る積極的な雇用維持策 が必

要 とならざるをえない とい うこ とで ある 。

　第3 に ， 労働者の 意識も若年 ，中高年 を間わず変化 し ， 人事管理 上の 新制度につ い て も

反対 が強 まる傾 向 もみ ちれ る 。 こ うした なかで ，当然 と考 えられ て い た企業にた い す る忠

誠心の 増進を図 るこ とが経営者の 最大の 課題 となっ て こ ざるをえない で あろ うとい うこ と

で ある。

　そ して第 4 に ， 企業主義的 「集団主義 」 の 崩壊す るなか で ， 管理 職やバ ー トタ イマ
ー を

ふ くむ労働組合 ，企業 グル ー プ 労協 ・労連 ，さらには産業別労働組合の 展 開，職種別 労働

組合結成な どの 動向をに ちみ つ つ
， 大企業と して は ， 企業グル ープ の 総合力強化の ため に

も ， 企業 グル ー プ労協 ・労連との 「労使協調 」策を模索す るこ とになるで あろ うとい うこ

とで ある 。
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表 2　1” o年頃の 日本的労使慣行 の 変化
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表 3　新 臼本的経営の特質

既 存 の 　日 本 的 経 営 新　日　本 　的 嵯 営

○

戦

略
行
動
◆

・オ ベ レ ーシ ・ ソ 中心
・内部讐積
・本業中心
・ 開発研究
・効率中心

・戦略中心
・ 機動性 （外部資源活用）
・関連多角化
・苗礎研究
・イ ノ ベ ーシ 3 ソ 中心

◎
・　 層的ビ ラ ミ 7 ド ・ 　　　　　 冬 7 き ウーク

組 ・ 集権 ・分権
・ 大きな本畿 ・小 さな本社
・ 安定的官僚綱構造 ・動的イ ノ ベ ーシ 攣 γ 構造

織 ・ ボ トム ・ 77 プ型慧思決定 ・ ト 7 プ主導 型意思決定
◆ ・　　 部「に パ ワー ・ R ＆D　　に ’《 ワー

◆ ● ●

制 ・年功制 ・能力主義 （ノ リ ッ ト ク ラ シ ー）
度・
慣

・ TQC
。 企巣内繿合

・ 部分的 修1E
・　（維持 しつ つ も存在価匝の再足義）

行
・ 企業内教胃

・（ 維持 ）
◆ ● ■

◆

人
的
賓
源
◆

・ 同質的人材
・集団主義
・ 会汢忠誠心
・平等主義
・俵道師型 り一ダー

・異質人材
・個人主義の 許容
・ （ 維持　）
・個性1症視
・ 変革の リーダー

毒 。 イ ソ ク リノ γ ’ ル ・ア ソ トル プル ヌ ーリ7 ル

動
様
式
◆

｛注 ｝ 経 済 同 友 会経 営 方策 審蟻会 r1990 年 代 の 企 業 経 営一 新 日 本 的経＃ の 創造一 1 経 済 同 友 会・

　　 1985年 ，　76 ペ ーrジ o

　　　（参考文献 ）

　山下高之 『 「日本的経営」 の 展開』 法律文化社 ，
1991年 。

　藤井光男 ・丸山惠也編著 『現代 日本経営史一 日本的経営と企業社会一
』 ミネル ヴ ァ

書房 ， 1991年 。

　菊野
一
雄 ・平尾武久編著 『雇用管理の 新 ビジ ョ ン 』 中央経済社 ， 1989年 。

　原 田實 ・奥林康司編著 『年功制一 日本労務管理 史第 2巻一
』 中央経済社 ，1988年 。

　高橋祐吉 『企業社会 と労働者s 労働科学研究所出版部 ，1990年 。

　牧野富夫編 『日本的労資関係の 変貌』 大月書店 ，
1991年 。
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日本的経営における女子労働の推移と変貌

東京農業大学　　藤井治枝

は　 じ　 め　 に

　か っ て 日本 的経営 は 、 基幹的労働 者を め ぐる雇用労働 関係の 三 本の 柱 と し

て 、 終身雇i用 、 年功序列制 、 企 業内組合 な どを駆 使 して き たが 、 女 子労働者

は 、 原則 と して こ の 三 つ の 柱 の 埒外 に 置 か れ て い た 。

　こ の こ とが 、 女性全般の 生涯 に わた る労働権を否定 し、 女性が 生 活手段 と

して の 結婚を選 択せ ざ るを得な い 状況 を長 く規定 して きた 。

　現代 に お い て も、 日本 の サ ラ リー マ ン 家庭 は変化 しっ っ ある とは い え 、 い

わ ゆ る性別分業 に 基づ く世 帯主 の 終身雇用 と世帯賃金 に
、

そ の 主要 な経済 的

基盤 を 置い て い る。
こ れ が 結婚 ・ 出産 に伴 う女子労働 者の リタ イ ヤ と、 専業

主 婦化を促 し、

一 方 、 妻 の 家事 サ
ー ビス に 支え られて 、 男子労働 者の 強烈 な

企 業帰属意識 と長時間労働 、
ハ

ー ドな 勤務形態 な どを 生 み 出 して きた 。

　い わ ば、 日本 的経 営は 、 こ の 性別 分業 に よ り、

一 組 の 男 女を セ ッ トに した

形 で実 に 巧 み に 労働 者管理 を行 い 、 企業 に よ る 利潤追及 を可能に して い る。

　 こ の 女子労働者の 在 り方が 、 男子 の 臨時工 や 下 請 け 労働者 な ど と共 に 、 日

本的経営 に お け る基幹的労働者 の 終身雇用 、 年功制賃金 な どを支 え る役割 を

果 た して きた と考え られ る 。

　だ が 、 従来の 日本 的経営 の 分析 に お い て は 、 こ れ ら女子労働者 の 早 期 リ タ

イ ヤ や 、
こ れ に と もな う職業 中断 ・ 子育て 後 の 家計補助 的縁辺 労働 力化が 、

男子の 基幹 的労働 と組み 合 わ され 、 企業利潤の 重大 な源 泉を成 して きた こ と

に っ い て は 、 あ ま り触 れ られ て い な い
。 ま た 、 女子労働 者管理 の 背後 に あ る

女性の 家庭 役割分担 や政府 の 家庭対策 が取 り上 げ られ る こ と も少 な か っ た 。

　 そ こ で 、 本報告で は 、 まず 日本的経営 に おけ る こ の 女性特有の 立場を明 ら

か に した上 で 戦後 40 年余に お け る女子労働者 管理 と 、 こ れ と密 接 な 関係 の

も とに 展開 され た 家庭 対策を追 い 、 そ の 上 で 現在大 き く転換を遂 げっ っ あ る
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日本的経営の 構造 の 中で の
、 それ ら女子労働者の 現 状およ び新 た な女子労働

者管理 の 方 向を取 り上 げ るっ も りで あ る 。

　なお、 本論 に は い るに 先立 っ て 、 女子労働の 現況 と特色 とを 、 統 計数字 で

若
二F触れ て お こ う。

　1990年 版 の 「婦 人労働 白書」 に よ る と 、 女子雇用労 働者総数 は 、 1749万 人

で 、 1975年に 比べ る と582 万人増え 、 雇用者全体 に 占め る女子 の 割 合 も1975

年を 5．4上 回 っ て 37．4％ に 達 した 。 しか し1987年 に お け る 女子 の 労働 力率を

年 齢階層別 に 見 る と、 20− 24才層 で は 73．6％ に 達 しな が ら25− 29才層 で は56

．9％ に低 下 し、 さ らに 30− 34才層 で は50．9％ とな るが 、 こ れ を底 と して 35才

以 降再 び上昇 して M 字型 カ ー ブ を描 い て い る。
こ れ は結婚 ・ 出産 を機 とす る

就 労の 中断 と子育 て 後 の 再 就職 とい う日本 的経 営 に お け る女 子労働 の 特質 を

示す もの で あろ う。

　　 （一 ） 日本的経営 に お け る女子 労働者管理 の 特質

　 （1）終身 雇用 と男女 別管理

　日 本的経営 に お け る労働者管理 の 特色 と して まず あげ られ るの が 終身雇用

で あ る 。 こ こで は 終身雇 用を 前提 と して 、 採用 ・ 評価 ・訓 練 ・ 異 動 ・昇進 ・

昇 級な ど の 労働者管理 が 行わ れ て い る 。 そ して 採 用か ら退 職 まで の 長 い 期間

に わ た っ て 、 労働 者 は企 業内で 教育 を受 け組 織 へ の 同化 と技 能の 向上が 期待

され る。
こ れ らは 、 長期勤続 を前提 とす る限 り、 そ の リス ク は 少 な い 。 こ う

した 日本 的労働者 管理 の 特質を考え る と、 女子労働 者の 場 合 は 、 短 期雇用 を

原則 に 、 採用 の 時か ら終身雇 用 コ ー
ス の 埒 外 に置 か れ て い る 。

こ こ に 日 本 的

経 営 に お け る 、 い わ ゆ る 「二 重労働市 場」 が 出現 す る 。 すな わ ち 、 こ の 場合

の 一
次市 場 とは 、 相対的 に 賃 金 が 高 く雇用 が 安定 して お り、 昇進機会の 開 か

れ た男子 常用 労働 者の 一 次市 場 、 他方 は雇用が 不安定 で 昇進 機会の 閉 ざ さ れ

た低賃金 の 女子二 次市場で あ る （1） 。

　 こ の 場 合 、 男子 労働者 と女子 労働者 に は 、 基本 的 に ど の よ うな違 い が あ る

の か 。 まず女子労働 者 は 「産 む 性」 と して 母性機能 を持 ち 、 こ の 特性 を十 分

に 発揮す る に は労働 に お い て 母 性の 保護 を 必要 とす るの に 対 し、 男子 労働者

は特別の 保護 を必 要 とせ ず に 、 定 年 ま で 労 働 に 従事 させ る こ とが 可能 で あ る 。
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ま た 、 資本 主 義 的 な 家族 関係で は 、 女性 は家事 。 育児 の 役割 を担 っ て い るの

に 対 して 、 男性は家庭的な役割を ほ とん ど期待 され て い な い
。

こ れ らが労働

市場 に お け る男 子 労働 力の 優位性 の 根拠 とな り 、 男女 の 差別 的雇 用を正 当化

して きた 。

　 こ こ に 、 男女差別をテ コ に した労働者 管理が 、 家族主義的理 念 と巧み に結

び付 き 、 男女差別 を温存 した 企業 の 女子 労働者管理 に 帰結 して い る 。 さ らに

男女別 管理 の メ リ ッ トは終 身雇用制 が もた らす雇用 量 に っ い て の 非 弾力性や

不必要な労働力の 雇用 とい っ た マ イナ ス の 緩和材 と して 、 終身雇用 制の 員数

外 で あ る女 子労働者 の 短期 回転 を可能 に した こ とで あ る 。

　 （2 ）若 年女子労働者の 早期 リ タ イ ヤ

　現在 、 1700万人余の 女 子労働者 中 、 職 業の 継続者 は約20％ と い わ れ 、 未だ

に 多数 派 は結婚 ・ 出産 に 伴 う リタイ ヤ で あ る。 彼女等は 、 若 年未婚期 に は歓

迎 され 、 労働 力 と して 活性化が は か られ る が 、 家庭 的役割 や母性保護が 重荷

とな る既婚 労働者 とな る と 、 た ち まち男子 とは 異 る非能率な 労働 力 と して 排

除 され る運 命に あ る 。 しか も、
こ の 方向 は 1979年 の 「家庭基 盤づ くり政 策」

に よ る 「保 育 と老人介護は家庭の 責務」 とす る風 潮や 、 同年 の 「保 育基 本法」

の 「生活に 困 らな い の に 、 幼児 をお い て 働 くの は甘 え で あ る 」 とい っ た主 張

に よ っ て 、 そ の 後 ます ます強 化 され っ つ あ る。

　そ の 上 、 企業 の 母性保護対策 や育児休業制度 、 企業内保育所の 普及率の 低

さが 、 女子労働者 の 母性 と労 働権 の 両立 を 脅か して い る 。 そ して 、 更 に 既婚

女 子 労働者 を退職 に 追 い や っ て い る も う
一

つ の 背景 は 、 共働 きの 場合 で も 、

男女 で著 しく異 る家庭的役割 の 比 重 で あ ろ う。 現 に 主 婦労働者の 家庭生活 は 、

労働 プ ラ ス 家事 プ ラ ス育児 に よ っ て 、 生理 的再生産 が 阻害 され つ っ あ る 。

　総理 府統 計局 の 「社 会生 活基 本調 査 」　（1976年） に よ る と 、 仕 事 、 家事 、

育児 な どの 第二 次生活時間を 、 男女で 比較す る と 、 40才代 の 男 性 8 時間40分

に 対 し 、 働 く40才代 の 女性 は 10時間14分 と 1 時間34分 も長 い 。 こ れ は 女性 の

場合 、 仕事 や 通 勤時間に 家事、 育児 、 買い 物 な どの 時 間が プ ラ ス され る か ら

で あ る 。 40才代の 専業主婦に比 べ て 、 3 時間以 上 も自由時間が 少 な い 。

　 こ れ ら日本 独特 の 家庭観 と役割分担 、 そ れ に 伴 う低調 な 保育施 策 な どが 相

ま っ て 、 女 子 の 就労形態 を相 変 わ らず結婚 ・ 出産を機 とす る早期 リタ イ ヤ と、
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縁辺 労働 力 と して の 再就 職 コ
ー

ス に っ な ぎ とめ て い る 。

こ う して 、 女子労働者 の 80％ が 、 若年． 未婚期の フ ル タ イ マ ーを 中断 して 、

子 育て 後 に 不 安定 な 縁辺労働 力 に再 編 され て い くの で あ る 。

　 （3 ） 専 業主 婦 の 縁辺 労働力 化

　女 子労働者の 縁辺 性 は 、 性別役割分業に よ っ て 規定 され て い る 。 彼女達 に

共通 して い るの は 、 結婚． 出産 に よ る前職 の 中断 で あ る 。
こ の た め

、 就業を

きめ る要 因 も  子供 の 年齢 、 特 に乳 幼児の 有無   所帯主 の 所 得 、 とい っ た 男

子労働 者 や 未婚女子 労働者 に な い 特 有の もの で あ る 。

　現在 、 こ れ ら女子縁辺 労働者 の 中心 を 「パ ー
ト ・ タイ マ

ー
」 が 占め る 。

1989年 版 の 「労働 白書」 に よ る と 、 1987年 の 就 業構造基 本調 査で 、
パ ー

トの

95％が 女子 、 特 に 30才代 か ら50才代 前半 で は女 子雇用 者の 3 〜 4 割が パ ー ト

で あ る 。 こ の 主 婦パ ー トを採用 す る に 当た っ て 企業 が 重視 した の は 、   年齢

24．5％ 、   通勤時 間 一24％ 、   子供 の 年齢 や 家族構成 一21．6％ で 、 な る べ く

若 くて 近所 に 住む 比較的家庭 に手 を と られ な い 主婦 を希望 して い る 。 反面 、

職歴 一13．9％ 、 学歴
一

〇．5 ％ と少 な く、 労働 力 と して 求め る の は 若 さだ け 、

学歴 や 職歴 に よ る能 力要素 に た い す る期待 が殆 ど な い 所 に パ ー ト労働の 一一一　ma

的な 性格が 示 され て い る 。 但 し、 最近の 傾向と して 、 ス
ーパ ー

、 デ パ ー
トな

どの 流通 業界の
一 部 で は 、

パ ー
ト就 労形態 の 多様 化 と 「基 幹 的」 労働力 の 一

部 と して の 「戦力化」 が現 れ て い るが 、 未だに 大勢 と して は 、 主 婦 パ ー トの

労働 条件 は 男 子基 幹労働者 は勿論 、 女 子 フ ル タ イ マ
ー との 間 に も無 視で き な

い 格 差が 生 まれ て い る 。 その 格差 の 理 由と して 短 時 間労働 が あ げ られ るが 、

日本 の 場合 、
ヨ ー ロ ッ パ の パ ー トと比 較す る と 、 短時 間労働 と云 う名の 長時

間労 働で あ り、 特 に 採 用時 に は明示 され て い な か っ た残業 を強要 され て い る

ケ ー
ス が 少 な くな い の が 問題 で あ る。

　 そ の うえ 、 女子 フ ル タ イ マ ーを 100 と した女 子パ ー トの 賃 金 は 71。9、 特 に

1000人以 上 規模で は58．2と格 差 が 開 い て い る。
こ れ ら労働 時間の 差 を 上 回 る

著 しい 賃金 格差 は 、 女 子 パ ー
トが 殆 ど主 婦 で あ り 、 家 計の 主 た る維 持者で な

い こ と 。 ど こ まで い っ て も家計補助的労働で あ り 「家事育児 に さ しっ か え な

い 」 レベ ル で 働 く補助 的 、 臨時 的職務 で あ る こ と に よ っ て 納 得 させ られ て い

る 。 　 こ こ で は 、 「中断 ・ 再 就職パ ー
ト」 の 現 状が 家 計補助的労働 で 良 しと
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する主婦パ ー トの 意 識 を形成 す る と共 に 、 意 識 の 上 で も主 婦 の 枠 を抜 け出せ

な い 「主婦パ ー ト」 の 実情 が 縁辺労働 者と して 主婦を枠づ け る根 拠 と もされ

て い る 。 こ う して 、 日本 的経営 は女性を家庭的役割に っ な ぎとめ た ま ま で 、

安 くて 使 い 易 い パ ー
ト労働 に 狩 り出す こ とに 成功 して い る。

　こ れ ら日 本的経営 にお け る女子労働 の 特質を踏 まえて 、 次 に 戦 後女子労 働

者管理 の 推移 と、
こ れ と関連す る家庭対策を取 り上 げ る 。

　　 （二 ）戦後女子労働者 管理 の 推移 と家庭対 策

　 （1 ）終 戦 直後
一家族制 度の 崩壊 と女子労働

　日本 の 女子労働の 特 色 は 、 性別分 業の 文化的背景 の 下 で 、 労働 に お け る 男

女差 別が 巧 に ごまか され て 来 た こ とで あ る 。 そ の 性別分業 の 砦 と して の 家族

制 度が 崩壊 した の が 、 終戦直後で あ っ た 。 折 か ら民主 憲法は 、 男子 と同等の

労働権 と生活権 を初 め て 女性 に 与え た 。 また組合員 の 資格 を性に よ っ て 差別

しな い 労働組 合法 も施行 され た 。

　 しか し 、 こ の 法的権利を実 際の 職場 で 実現 させ る権利意識や 実 力 を 女性 自

身が 身に っ け る以前に 、 世界情 勢が 変 化 し、 ア メ リカの 占領政策 も大 き く転

換 した 。 終戦 直後約 400万 人 とい わ れ た 女子 労 働 者数 は 、 男子 の 復 員や 職場

復帰 な ど に よ っ て 1946年 に は、 278 万 人 に 減 少 した が （2）1949〜 50年 の 企 業

整備 、 行 政整理 の 過程で 、 更 に i60 万 人 の 減少 をみ た （3）。

　 こ こ に 憲 法 に保障 さ れ た 「家 」か らの 解放 も女 性の 完 全雇用 と所得の 保障

な く して は実現出来 な か っ た 。 や が て
、 高度経済 成長 を 目指す産 業社 会 は 、

事実上新憲 法を 無視 して 、 性別 分業 イ デ オ ロ ギ ー を再編 強化 し、 日本 的経営

に お け る男 女差別 の テ コ と して 、 再 び活用 す る こ とに な っ た 。

　 （2 ）高 度経済成 長期一性別分業 の 再編 と女子 労働

　1955年か ら1973年ま で の 18年間 に 、 日 本資本主 義は驚異的な高 蓄積 、 高 成

長 を とげ、 60年代後半に は資本主義世界第二 位の 経済大 国 とい う地位 と 、 重

化学 工業分 蜀で の 強大 な 競争力を持 っ に い た っ た 。
こ の 成長政策 は 、 完全 雇

用と国民生 活の 向上 を旗印 に 押 しすすめ られた が 、 利潤 ・ 能率 を 第一 とす る

経済政策 と国民生活 の 向上が両立する筈 はな か う た 。 特 に 女子労働者は母 性

保護 を必要 と し、 家庭的役割 を 担 う非能率 な労働 力 と して 枠 づ け られ 女子 特

有 な労務管理 の 下 に くみ こ ま れ て い っ た 。 そ れ は 、 高度経済成長に よ る産 業
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規模 の 急膨脹 の 過 程 で 、 特別 な技 術や判 断力 を必 要 と しな い 単純労働 分野 の

拡大 と 、 こ れ に 並行 した機 械化 ・ 合理 化 の 中で 進行 した
。 女子労 働者数 は 、

1955年の 531 万 人か ら1973年の 1193万人 へ と激増 した （4） 。 こ の 過 程 で 、 か

っ て 日本 の 女子 労働者 を特 徴づ けて い た 着年 ・ 未婚の 枠 を越え 、 既 婚率 と平

均年 齢の 上 昇を もた ら した が 、 勤 続年数 の 延長 は 実現 さ れ なか っ た
。

こ の こ

と は 、 経 済成 長が 女子労働 者 を大量 に 労 働市場 に 吸収 しつ つ も、 男子 と は別

枠 の 労働 力 と して 、 あ くまで も縁辺性 ・ 臨時性 ・ 補助性 を 期待 しっ っ 家計補

助 的低賃金労働 力 と して 活 用 した こ とを 裏付 けて い る 。

　当時女 子労働 者 は 、 お お よ そ 四 つ の パ タ ー
ン で 労働市場 に導 入 され て い る 。

  事 務部 門 を中心 とす る若年短期雇用 、   高学歴 の 定着志 向 グル ー プ 、   中

小企 業の 定着層 、   中断パ ー
ト再就職 。

こ れ ら四 っ の グ ル ー プを 概観 す る と 、

大企 業で は 「若年未婚型 」 を 中心 にす え 、 こ の 条件を は み 出す女 子労 働者 の

定着は極力排除 した 。

　 一 方 、 不 足す る未熟練 労働 の 分 野で は 、 主婦 パ ー トの 導 入 を積 極 的 に行 っ

た。
い ず れ も女子 の み を対象 とす る労務 管理 で あ る。

こ う して 、 日本 の 高 度

経済成長 を支え たの は 、 企業 の た め に モ ー レ ツ に 働 く夫 と 、 こ れを家庭 で 支

え る専業主婦 の 組 み 合わ せ で あ っ た 。
い わ ば 、 経営 の 近 代化 は再 び性別分 業

に よ る男女 差別 をテ コ と して 、 日 本的経 営 を推 進 して い っ た 。

　 （3 ）構 造不況期 一家庭 基盤づ くり政 策 と女 子労働

　 1973年 の 石油 シ ョ ク を契 機 に 日 本の 経 済成長 に ス トッ プが か か っ た 。 70〜

80年代 に は 日本経済 も世界的 なス タ グフ レ ー
シ ョ ン の 影 響を受 けて 、 成長率

が 大 幅に 低 下 して い る 。
こ れ に対応 して 日本の 資本主義 は 、 産業構造 の ハ イ

テ ク化を 推 進 し技術革 新的 設備 投資 に基 礎 を お い た合理 化 を徹 底 して 国際競

争力 の 保持を 続けて きた 。 そ れ は ME 化や OA 化 を導入 して 、 革 新的設備 の

徹底 的利用 を は か り、 増員せ ず に 生産性 の 向上 を追及す る 従来の 方向を一
層

進 め る と共 に 、 賃上 げ 拒否 、 能 力主義 的労務 管理 、 派遣 労働者 、 社外工 、 主

婦パ ー
トの 活用 など徹 底 した賃 金 コ ス トの 抑 制が は か られ た （5） そ こ で 多 数

派の 女子労働者を若年 未婚期 の み フ ル タ イ マ
ー と して 雇 用 、 結婚 出産 で 中断 、

子育て に 専念後 、
パ ー

トや 派遣社 員 と して 再 雇用す る コ ー
ス が設 定 され た 。

そ れ は女性を常 に 家事 ・ 育児 ・ 老人介護要 員 と して 、 家庭 に 縛 り付 けた ま ま
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縁 辺労動力 と して 組織す る こ とを狙 っ て い る 。 こ の 方向は 、 同時 に 1979年 に

政府が 提 出 した 「家庭基盤 づ くり政策」 ＝ ＝ 　B 本型 福祉や 厂保育基本法」 ＝ ＝ 家

庭 保育の 推進 な ど に よ っ て も裏付け られ て い る。

　 だが 、 1975年 以 来国際婦人 年の 間に 「あ らゆ る男 女差別撤廃 条 約」が 日本

で も批准 され （1985年）、 労働権を主 張 し性別分業の 見直 しを迫 る就労の 形

態 が 日本女性の 中に も芽生 え つ っ あ っ た 。 こ こ で 、 主 張 された の が 、 女性 の

労 働権と母性 の 保障 で あ り、 男性の 労働権 と父性 の 保 障 も要求 さ れた 。

　 こ う した 世界 的潮流の 影響 と能力主義 管理 の 導入 に よ っ て 、 極 く少数 とは

い え 「能力 あ る女性」 の 選別 が 促 さ れ 、
コ ー

ス 別採 用や 就労形態 の 多 様化 が

現れっ っ あ る 。

一 方 、 全般 的な 労働強化 の 中 で 進行 す る家庭 の 崩 壊 や家庭対

策の 転換な ど 、 女子 労働を め ぐる 社会 的環境 は 、 産業構 造 の 転換 と共 に 急速

に 変貌 しっ つ あ る。 こ れ ら80年代 以降 の 状 況 と、 こ れ か らの 展望 を働 く女性

の 側に 立 っ て 若干述べ て お きた い
。

　　 （三 ）80年 代以 降の 産業構造の 変化 と女子 労 働 者 管理 の 変貌

　 （1 ）　「均等法」 の 施行 と女子 労働者管理 の 変化

　1986年 に 「男 女雇用機会均等法」が 発足する と、 そ の 罰則抜 きで 緩や か な

規定 に か か わ らず 、 企 業の 女子 労働者管理 に も若干 の 変化 が現 れ て きた 。

『日経WomanS 編集部は 、 均等法施 行後　 2 年 目の 1988年 1 月に 「女性

社員活用実態 調査」 を行 っ た
。 謁査対象 は株式上 場 ・ 未上 場企業を含む有 力

531社で 、 回 収率は 44．8％ （238社 ）で あ る 。 こ の 調査 の 狙い は 、 企業が ど

こ まで 本気で 女性 の 活用 を考え 、 そ れ を 実行 して い る か客 観的な数 字で 、 表

現する こ と で あ っ た 。

　 こ こ で は 、 企 業を 四 つ の 基準 か ら採点 して い る 。   男 女雇用均 等度 、   女

性社員管理 職登 用 度 、   女性社員戦力化度 、   母性保護 度な どで あ る 。 こ れ

ら各基準の 持 ち点 は 100点 、 全 て の 項 目を完全 に ク リヤ
ーす れ ば 合計 400点

に な る 。 と こ ろが 、 こ の 調査結果の 総合 点を平均す る と 130． 3 点、 内訳 は 、

「男女雇用 均等度」 が 56．7点で 最高点 、 成績の 悪 い 順に 「母性保護度」18．8

点 、 　「管理 職登 用度」 21．2点 、 　厂戦力化度」 33．6点 で あ る 。 各企業 の 評点 に

参加 した 専門家の 意見 （6）で は 、 「どの 企業 も四 っ の 座 標軸 を結 ぶ とデ コ ボ

コ が 大き く本当に 女牲が働きやす い 正 方形 の 企 業 は一
っ もな か っ た」 「特 に
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母 性保護度 と管理 職登用度が 相反 す る ケ ー
ス が 多い

。 家庭 もかえ りみ ず男性

な み に 働 く女 性で な い と登用 しな い とい う企 業の 姿勢 が うか が え る」 、 また

「女性の 戦 力化度 と管理職登用度 も結 び付 い て い な い
。 若年退社 を前提 に 短

い 期 間女性 を 目一
杯使お う とす る企 業が 多 い の で は な い か 」 な ど の 意見 が 出

て い る。
こ の 四 つ の ポ イ ン トを比較 的高得点 で ク リヤ

ー した ベ ス ト5 の 企業

をあ げる と （表 1）の と うりで あ る 。
こ の うち 6社 が 流通 。 商業 の 分野 で あ

り、
こ の 分野 が 現状 で は 最 も女子労働 の 活用 に 積極 的な の が わ か る 。

　 　 　 　 　 　 表 1　 日 本企業の 女性活 用 度 ラ ン キ ン グ、

｝11白
　　　客1　 　 名
位 1

幺公 へ噛」　1 ，「
，9　 1

仔 訊

雇 　用
均等 度

管理 職
登川度

戦 ノJ
化 度

母　†唖
保護度

】
エ イ ボ ン 　・
プ ロ ダ ク ツ

265go807025

2 西 　 　 　 　友 26D65407085

3 高　 島　 屋 250655D9540

4li 本 航 空 24D80357550

5 小i臆 IF」貨1、1， 23575458530

」，廴 1
’

ゴ1貨 1、｝｝ 23560358055

一「−
5

ノ　 　 ニ 　 　 　
ー 23575458 〔160

■一一一
35

了0
一一齟
松 　 坂 　 　屋 23579504 も

’幽一幽一一

　 　 　 　 　 rわ　r目弩 Woman 』 創召亅特 別 リサ ー
チ に よ る総合得 点 ベ

　 　 　 　 　 　 ス ト 5以 1の 企業

　　　 　　 噺 ） 「｝1経 W ・ man 』ig88備 月・6ペ ージ・

　 こ の よ うに 厂均等法」 以 降の 女 子労働 の 活 用 は職 種の 問で バ ラ ツ キ が あ り 、

従来か ら女子労働者 の 比率が高 く、 女性 の 生 活感覚 が 生 かせ る よ うな職種 で

は積極 的で あ る 。 ま た 、 規模別 で は1000人 以 上 の 大 企 業 で は 50％ 以 上 が 積極

的活用 を 目指 して い る 。

　 しか し 、 反面 、
コ ー ス 別採用 の 実施 は 、 東京都立 労働研 究所 が 1986年 に 行

っ た 調査 で は 5．6％ と少 な く、 現 状の コ
ー

ス 分 け で は男性 は殆 ど 全員総 合職 、

一 般職 は 殆 ど が女性 、 女子 の 総合職は 1 ％ 前後 とい っ た 新 た な 性 別 コ
ー

ス が

生 ま れ っ っ あ る。 しか も、 そ の 選 別 は 職業 的能力 と い うよ りも 「転 居 を伴 う

転勤 の 有 無」 とい っ た 、 既婚女性 に は現 状 で は適 応不 可 能 な踏 み 絵 を前 提 と

して い る と こ ろ に 問題が あ る 。 そ の うえ 「均等法」 は 「労基 法」 の 女 子特別

規定 の 廃 止 と抱 き合わ せ な の で 、 女性 の 「平等」 要 求 を逆手 に と っ た 保護抜

きの 有効活 用 が 進め られ て る 。 例 え ば 、 出産育児 に 伴 う 「再 雇用 制度 」 も

「派遣社 員や パ ー
トよ り高 い 人件費 を払 っ て ま で 再 雇用 した い 人 材 が い な い」
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が 企業の 本 音で 、 「均等法」第25条の 「再雇用特別措置」 の 普及 も未 だ に 実

効 をあげて い な い
。

こ の た め最 も低 い 水準に あ る の が母性保護度で 、 育 児休

業制 は 10社 に 2 社 、 妊娠中の 勤務時間の 短縮は 10社 に 1．5社 で あ る 。 多 くの

企業が 未 だ に 母性保護を企 業利益 に は マ イ ナ ス と考え 、

一 般女 性の 継続就 労

は期待 されな い
。

「

そ れ だ けに 、 母性保護度の 高 さ はその 企業が本 気で 女性 を

活用 して い る こ との バ ロ メ
ー

タ
ー

に な る で あろ う。 　（第 2表） は母 性保護 度

の 上 位企業 と母性保護 の 内容で あ る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　 表 a　母性保護度 （上位企業）

順
位

社　 　 　名
得
点

産前産 後
休　　 業

　　　　　　　　　　　　　　　　1

育児艦 渡 隅驪 鞭 糴 制簧
娠 ’出産 に

1 全 日 本 空 輸 go14
週以上，

100％有給

女性 の み，ユ日 膕 i
各 3吩 鶺 　 11日に 31〜6°分

適院休暇制度，育児休業
制度 （ス チ ュ ワ

ーデ ス の

み ），配 偶者出産休暇制度

2 聾　 　 T　　 T85
産前 6週，
産後 8週 ，
100 ％有給

　 　 　 　 　 　 　 　 　 3
女性の み ， 1日 2回 1

各4粉 有給　 1

珊 に 31〜6°分 i
　 　 　 　 　 　 　 　 　 …

通院休暇制度，育児休業

轗儼
儲 雌 休暇 ，

2 西　　　　　友 85
通算18週，

無給 嵩飜
1畔 1 日 　 刷 鱸 嬲靉 鞭

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

弓−　
詐

三 　井　物．産 75
産前 8週，
産後 8週，
100 ％有給

藩鮓 ， ｝昌娚
ユ

，體 黜 ［獸 休暇畿 覯 鰈

有給　　　　　　　　　時だけ）　　　　1制度

i5
｛

鐘　 　　 　 紡 70
産前 8週，
産後 8週 ，
有給

　　　　　　　　　 幽
女性 の み， 1 日 2回 i
　　　　　　　　　　　　　 無
各30分，有給　　　i

通院休暇制度，育児休業

制度，配 偶者出産休畷

　

51

　　　1　　　　　　　

ー 東　洋 紡 績 70
産前 8週 ，
産後 8週，
100％有給 嬲濕

晒

　　無 　 麟鯲驢
階

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ；

5 大　 　 　 　 丸 ？0
産前 10週 ，
産後 8週 ，
有給 獺 寵

日 2回

　 ・ 離鬻繍 崖
休業

5 松　　坂　　屋　　　　　　 ρ 70
産前 8週，
産後 8週，
有給 翻 濕

匝

　 無 驥攤蘿 渫攤

　「
g　IH 　 O　 Y　 A

　　 産前 6週，
651 産後 8週、
　 1無給

　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 通院休暇制度，育児休業女性の み， 玉臼 2 回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 制度，配偶者出産休暇制
各・吩 鷦 　　

1 日 に 31〜6°分 1度　　　　　　　　　　　　　　　　　 」

」

出殀） 『日経Woman 』 1988年 5 月，39べ 一ジ c

　以上 の よ うに 「均等法 」以 後の 女子労 働者管理 は変質 しっ っ あ る企 業環 境

の 下 で 、 い か に 有効 に 女子労働者 を活 用す るか に 焦点 が当て られ女子特有の

母性保護や 再雇用制度の 普及 は 不十分で あ る
。

こ れが ほ ぼ 80％め女 子労働者

の 職業 中断 とそ の 後 の 縁辺労働 力化を もた らして い る。 こ の 現象 は 「均等 法」
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が持っ 雇用 に おけ る 男女平等促進の タテ マ エ と、 企 業が 求 め る 「保 護 抜 き平

等」や 「結果抜 き機 会の 平 等」 の 本音 との 抜 き難い ギ ャ ッ プの 現 れで あ ろ う。

そ こ で 次 に 、　「均等 法」 下 で 注 目され る 女子 の 労働 強 化 と雇 用の 多様化 、 そ

の 中で 進行 しっ っ あ る女子労働者の 階層化 を取 り上 げ る。

　 （2 ）女 子 労働者の 階層化

　現在 女 子 労 働者の リタ イ ヤを 促 して い る の は 、 女子 特有 の コ ー
ス 設 定 と共

に 、 女子 の 戦力化 に 伴 うス トレ ス の 増大 で あ る。 日本 ヒ ー プ協 議会 の 調 査 に

よ る と企業 の 消費者対 策部 門等に 所属 す る 188人 を対象 と した ア ン ケ
ー

トで

80．8％ が ス トレ ス を感 じて い る 。 ま た 、 ス トレス の 大 きい 場所 は 「会社内」

が 75．8％ 、 理 由 は 「時間不足」 「男女差 別」 「過 大な期 待に 対 す る プ レ ッ シ

ャ
ー

」 が あ げ られ て い る 。 そ の うえ家庭 内で も 「帰宅 が 遅 い 時の 夫の 態 度」

「夫の 家事協力不 足」　「老親 の 面 倒」 をあ げ 、 男性以上 に 内憂外 患 の 状況 に

陥 っ て い る こ とを示 して い る（7） 。

　こ の よ うに 現 状で は仕事 は男性 なみ に 要 求 され るの に 家庭の 重 荷は少 し も

軽減 され ない
。

い わ ば二 重負担が 女性の リタ イ ヤ を促 して い る 。 さ らに OA

化の 進 ん だ 職場 ほ ど一 般事務部 門の 4 〜 5 倍 も精神的不 調を 訴え る人 が 多 い
。

東京都立 労 働 研 究 所 の 「女子情報技 術者 の 就 労 実態調 査 」　（1989年 ）に よ る

と 、 現在 の 仕事 に 対す る不満は   低賃 金37．3％ 、   残業が 多い 32．1％ 、   教

育機会 な し29．8％ が ベ ス ト3で あ るが 、 大学 院卒 で は50％ が 「能力発揮 な し」

をあげ て い る 。 こ の 結果 は 専 門 職 イ メ ー ジ の 強い この 分野 で 必 ず し も女子 の

SE や プ ロ グラ マ
ーが 専門職 と して 定着 して い な い こ とを示 して い る 。 こ れ

らの 女子技 術者 は大卒 で も勤 続年数が 平 均 2．8年 と短 い
。

　こ こ に 男性 フ ル タ イ マ
ー を 中核 に 多様 な 労働が 組織 され 、 そ の 中 で 女 子労

働者の 階層化が生 まれ っ っ あ る 。 そ れ は継続就 労者を 除 けば 、 女 性の ラ イ フ

サ イ クル に 沿 っ て 、 ほぼ 次 の よ うに推 移 す る。   20才代未 婚一
フ ル タ イ マ

ー
、

  20才 〜 30才代 既 婚 ・ 子供 な し一派 遣 社員 、   子 育 て 中 一
在 宅 ワ

ー プ ロ ・ オ

ペ レ ー
タ

ー
・ 在宅 プ ロ グ ラ マ ー等 、   30才代後半〜 40才代 一子育 て 後 の パ ー

ト就労 、   50才代 以 降 一
内 職 。

　こ の よ うに 産業構造 の 転換 と OA 化の 急速 な導 入 に と もな っ て 職場 の 多様

化が 進 み 、 日本的経営は 、 女子労働者を 早期 リタイ ヤ をテ コ と して 、 巧 み に
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多様 な縁辺 労働 力 に 再編 しつ つ あ る 。 こ こ に 今 ま で 女子 労動力 と して 一 括 り

に され て きた女子 労働者の 間に も階層分化 が現 れて きた 。 そ れ は 、 まず結 婚

・ 出産 に よ る職業の 申断か継続か に よ っ て 区分さ れ る。
なお最 近 の 傾 向 と し

て
、 継 続就労層 の 増加 とそ の 内部で の 階層化 も見 られ る が 、 こ こ で は 紙 幅 の

都合 で そ の 分 析 は次 の 機会 に 譲 りた い 。 唯 、 労働省 の 厂女子管理 職調査」

（1989年） に よ る課長以 上職 の 女徃の 状態 をみ る と 、 女性管理 職 は全 体 の

3 ％ に 過 ぎな い
。 そ の 8 割 以上 が 40才代以上 で あ るが 59％が未 婚 、 既婚者 の

36％ は 「子供 な し」 で あ っ た 。
こ れ らは 、 女 性が 職業を継続 し、 昇進 して い

くに は結婚や 出産 をあ き らめ ざ る を 得 な か っ た こ とを示 して い る。

　以 上の よ うに 女子 労働者 の 就労 形態 の 多様 化 に 伴 う階層分化が 進 み っ っ あ

るが 、 こ れ が 世帯所得に も反映 し、 夫 と妻の 組み 合わ せ に よ る所得の 階層分

化が現れ っ っ あ る 。 しか し、 現状で の 女性 の 職場進 出 は 、 男性 な み 労働 と企

業内競争 へ の 参加 な どを 伴 い 、 そ れが 果 た して 女子労働の 改善 と家庭生活 の

向上 を もた ら し得 る の か 、 終 りに この 問題 を考え て み た い 。

　 （3）女 子労働者管理 に お け る労働者 と家庭の 人 間化

　すで に述 べ た よ うに 労働に お け る男女 差別構造 の ひ きが ね は 女子労働者の

就労の 中断 で あ る。 で は 、 なぜ女子労働 者 は男性 と異 な る就労 コ
ー

ス を辿 ら

ざ る を 得な い の か 。 労働省婦人 局の 調査 に よ る と （図 1 ）の よ う に な る 。 女

性の 職業 中断の 理 由は 、 ほ とん どが 自分 自身の 問題よ り家庭的役割が 障害 と

な っ て い る。
こ こ に 女性 の 労働 権の 前 に 立 ち はだ か る性別分業の 厚い 壁が 明

らか だ 。 中で も特 に影響 の 強 い の が 育児 で あ る。 だ が 、
こ の 問題 に関 して は

政府 も企 業 も今まで 本格的な取組 を見せ て こ なか っ た 。 む しろ 出産 ・ 育児 を

契機 とす る労働 の 中断 と縁辺労働力化は 、 好 ま しい 雇用習慣 と受 け とめ られ

て きた 。 しか し 、

一 転 、 政 府 が 「育児 休業 に 関す る法律案」 を 1991年 5 月 8

日に 成立 させ た背景 に は1989年の 「合計特殊 出生率」 （8） が 戦後最低 の 1．57

を記録 した こ とが あ る。
こ の 数字に 対 して 三 菱総 合研究所 で は 、 現在 の 晩 婚

化 や少産 が そ の ま ま続 くもの と して 、 30年後 の 日本経済 の 動向を コ ン ピ ュ
ー

タ
ーで 予測 した 。 そ の 結果 2001年 か ら労 動 力減少 が始 ま り、 2020年に は人手

不足は 1000万 人に 達 し、
GNP もこ の 人手不 足に対応 で き な い と 1 ％ 台に 転

落の 恐れ もあ る と警告 して い る （9） 。
い わ ば今 まで 日本的経営を支 えて きた
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労働力再生産 の 基盤 と して の 家庭 の 崩壊が
、 経済成長そ の もの を脅か す と予

測 さ れ て い る 。 そ こ で 、 こ の 法案 で は育児 休業 の 請求権を 男 女労働 者 に 認 め 、

育児 休業 を理 由 とす る解 雇の 禁止 な どを定 め て い る 。 だが 、 休 業手当や 罰則

規定 が な く、 適応除外 を 認 め る な ど問題を 残 して い る 。

　 、。。 　 　 　 　
図 1 女性幡 き謝 る駘 の 雕 や臆 （麟 回答）

　 （％〉

退

職

の

慣
行

結

婚
・

出
産
に

よ

ゆ

う
考
え

方

労

働
力
と
し

て

劣

　 〕．7
．＿．−」囀隲．，，．．

P

↓

£’

　　　　　
出所） 腦 省婦人騾 厂覯 鰈 鍍 を設 けま し・ う、

・
（パ ン フ レ 。 トNo．4） ，悼 ジ。

すで に ス ェ
ーデ ン は 、 1976年に 父親 と母親 に 出産 ・ 育児 の た め の 休暇権 と職

場 復帰権 を認 め 、 休業 中 の 所得保 障 もつ けた 「両親休 暇法」 を制定 して い る 。

ちな み に 、
ス、エ ーデ ン の 出生 率 は 1987年 に は2．02に 上 昇 して きた 。

　 日 本に お い て も1970年頃か ら 「労働 の 人 間化」が 導入 さ れた が
、 長谷川広

教授 も指 摘 され て い る よ うに 、 そ れ は あ くまで も労動 力の 「合理 的利 用」 の

問題 で あ っ て 、 そ れL）Z外 の もの で は な か っ た 。 80年代 に 入 っ て 、 長時間労働
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や 単身赴 任の 増 加 、 夫婦別 居を 前提 とす る 「デ ュ ア ・ ラ イ フ 」 や 「マ ル チ ・

ハ ビテ ー シ ョ ン 」 の 普及 な ど 、 政 府 は家庭 基盤づ くり政策 と同時 に 、 家庭 の

崩壊す ら認め かね な い 家庭 政策 を打 ち 出して きた
。 そ れ は性別 分業の 原則 を

残 しっ っ
、 男女 の 能 力を最 大限 に 引 き 出す こ とを 目指 して い る。 こ こ で は 女

子労働者 の み な らず男子労 働者 も、 基幹労働者 と して 生 き残 るた め に は 、 私

生活の 切 り捨て が前提 とな る。 ま た 臨時 ・ 下請 け等の 不安定就労 層 の 労働 条

件 は 、 女子 労働 者 と基本 的 に は変 わ らな い
。 そ こ で 、 こ れ か らの 展望 と して

求 め る の は 、 労働の 人 間化で は な く 「労働者の 人 間化」 で あ りた い
。 それ は

個 々 の 労働者 が人 間 らしい 労働環境 と家庭 を確保 す る こ とが必要 で あ る 。 具

体的に は労働 時間の 短 縮、 男女 の ワ
ー

ク シ ェ ア リン グ、 休 日 の 増 加 、 広 い 意

味 で の 母性保護 と育児 ネ ッ トワ
ー

クの 拡大 な ど。 そ して 「産業の た め の 家庭」

を 「生 活の 基 礎 と して の 家庭」 に 変革す る こ とで あ る 。 こ れ らを 通 して 初 め

て 男女 労働者 の 労働条件の 改善が 可能に な る 。 この 方 向は 、 すで に 国際婦 人

年以 来 、 世界的な規模で 追及 されて きた テ ーマ で あ っ た 。 今 、 21世紀を 間近

に して 、 こ れ らが 日本的経営の 新 た な課題 とな るで あ ろ う。

（1）八 代 充史氏は r女性 の 雇用管理 と雇用機会均等 法」　（石 田英 夫編 著 『女

性 の 時代』所収 ）弘文堂 、 1986年 、 214ペ ー ジ で 、
こ の 問題 を指摘 され て

い る 。

（2）広 田寿子著 『現代女子 労働の 研 究』 労働教 育セ ン タ ー1979年 、 7 ペ ー
ジ

（3）島津千利 世著 「戦後婦人労 働の 特質」　（講座労働問 題 と労働法 （6）『婦

人労働』 所収）弘文堂 、 1956年、
65ペ ー ジ。

（4）鎌田 と し子編 著 『転機 に 立つ 女性 労働』学文社 、 1987年、 22〜 25ペ ー ジ

（5）同上書31〜 32ペ ー
ジ。

（6）ラ ン キ ン グの 根拠 とな っ た解答 に 対す る 採点基準 は 、 交通 公社教育開 発

担当部長安 西美津子 、 銀行 労働研究会志 賀寛子 、 日 本女性エ グゼ ク テ ィ ブ

協会代表 中村紀子 、 上智大学法学部教授花見忠の 四 氏の 話 し合 い に よ っ て

評定 して い る。

（7）1990年 8 月23日付 日本経済新 聞。
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（8）15才 〜 49才 まで の 女性を対象 に 各年齢別 の 出生率を計 算 し足 し合 わ せ た

　数 字。 国全体 の 女性が 生 涯 で 生 む子 供の 数 の 平均 値 。 人 口 を 同 じ水準 に 保

　 っ に は 、 2 ．1程度 が 必要 と され る 。

（9）1990年 11月 5 日付朝 日新 聞 。
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日 本 的 生 産 シ ス テ ム と 「 日 本 的 労 使 関 係 」

静岡大学　青山茂樹

は じめ に

近年、 「日本的経営」 に たい す る海外の 関心 は かつ て な く高ま っ て い る 。 日本企業の 高

い生産性 と高品質 、 強い 国際競争力の秘密を 「日本的経営」 にみ い だ して 、 これ に学びそ

れぞれの 国や企業 の経営管理に取 り入 れ ようとい うわけで ある 。 また、1985年9月の G5

以降の 急激 な円高の進展 ・定着 とい う条件のもとで 、 日本の海外直接投資は飛躍的な増大

をっ づ け、 い まや 日本企業の 多国籍企業化が本格的な段階に入 っ た とみ られ るが． こ の こ

とに 関連して 、 と りわけ、 海外現地生産の 急展開に 対応する 「日本的経営」 の移転 ・移植

（適用）ない し現地化 （適応）とい う問題につ い て 、ひ い て はその特殊性 や普遍性に関す

る論議が活発 にな っ て い る 。

　しか し、その
一
方、興味深い こ とに 、 今 日 、

「過労死」 の頻発と い う事態が 日本に おい

て 大 き な社会問題 とな っ て い るばか りか、世界的に もい くつ かの 新聞や テ レ ビの報道など

を通 じて
“ death　from　overwork

”

または 日本語の まま
St
　karoshi ”

とい う言葉で か な

り知 られ る ようにな り関心 の的 と さえなる に い たっ て い る 。 また 、 今年の 1月4日付 『朝日

新聞』 と5B 付 『日本経済新聞』 がそれぞれ 「会社が幅 をき かす時代 と は」 お よび 「企業

に求め られ る人悶性重視の 経営」 と題す る社説 をかかげ 、 こ ぞ っ て 「 「企業本位」 の 「行

き過 ぎたH 本の 『企業優位社会』 」や 、
「 『まず会社あ りき』 とい っ た」 「偏狭な会社主

義」 をきび しく批判し、 「会社人間か らの脱出」 をよびかけるな ど 「日本的経営」 に たい

す る批判もかな りの広 がりをみせ て い る 。

　 こ の よ うな状況の もとで 、最近人 口 に膾炙 して い る 「日本的経営」 の 「光 と影」 とい っ

た言い 方をか りれ ば、 い わ ば 「光」 と して の 国際競争力の強さ と 「影」 としての長時間 ・

高密度労働 との双方の事情に留意 しなが ら 、　 「日本的経営3 につ い て の構造的 ・ 体系的な

把握 があらためて 必要とな っ て い る と思われ る 。 もちろん、 こ の よ うな大 きな課題に こ こ

で全面的に こ たえる余裕も能力 もない が 、 それ に接近する試み の
一

っ と して、 「日本的経

営」 を
一

定の相対的独 自性をもっ い くっ か の要素シ ステ ム か らな る経営シ ス テ ム と して と

らえ、 と くに生産点、生産現場 に焦点 をあてつ つ 、 その現実的機能 を分析する こ とに した

い 。 なお、 その際 、
「日本的経営」 を、

一方に おけるその 国際競争力の強さの 実体 として

の高品ec　・ 低価格の製品を実現 し、他方に お ける長時間 ・ 高密度労働 を生み 出す経営 シ ス
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テ ム と して み る と、 それは さ しあた りい ずれも戦後高度成長の過程で 、 と りわ け60年代後

半 か ら70年代 に かけて 、 自動車 ・電機な どの輸出指向的性格の強い 加工 組立型塵業 に おい

て 、典型的に 確立 ・定着 した以下 の 諸要素シ ス テム か ら成 り立っ と考え られ る。

　すなわ ち、第 1 ば、現代の ME 技術の展開に よる FA ない しCIM を技術的土台と し、

「多品種少量生産」 へ の 対応 を可 能にする 「柔軟」 な生産体制 ・企業体制の構築の ため に

最も効果的な生産管理技術 と して、
一般に トヨ タ生産方式 に代表される 日本的生産方式や

日本的 TQC な ど、 日本的生産管理 シ ス テム で あ る 。 第 2 は 、 1960年代 後半 か ら70年代 に

か けて 、 日本的能力主義の 人事 ・ 労務管理の シス テ ム と して 再編 ・ 確立 され、70年代後半

以 降変容 しな が らもそ の 基本的機能 を維持 して い る終身雇用 ・年功制 （年功賃金 ・年功的

昇進）な どの い わ ゆ る 日本的雇用 慣行で あ る 。 第 3 ば 、 や は り60年代後半 に 、 企業別組合

の リーダー シ ッ プ を会社派幹部が掌握 し．そ の も とで組合の 内部統制を強化す る こ と に よ

っ て確立 ・ 定着 した企業主導型 ・ 協調的労使関係で あ る。

　 こ れ らの 諸要素シ ス テ ム の うち、第 2 と第3 とは い わ ゆる 「B本的労使関係」 と して
一

括 して とらえるこ とも可能で あるが 、 本報告で は、 こ れ らの諸要素シ ス テム にっ い て 、 よ

り普遍的性格が強 い とみ られ る第 1 の生 産管理 シ ス テ ム と、 日本的特殊性の 濃厚な現 われ

とみ られ る第 2 ・第 3 の い わ ゆる 「日本的労使関係」 と の関係 に留意 しなが ら、 まずそ れ

ぞれ の現実的機能 を分析 ・整理 したうえで 、 その位置づ けと相互関連 を検討す るこ とに し

たい 。

1　 ME 技術の 展開 と 日本的生産管理 シ ス テ ム

　最近とみ に活発化 して い る 「日本的経営」 をめ ぐる国際的議論の なか で 焦点 となっ て い

る の は 日本的生産シ ス テム をど の よ うに み る

’

hsとい うこ とで あろ brpこの よ うな今 日の 日

本的生産シ ス テム の 位置づ けと性格に関 して は 、 まず現代 の技術水準を体現す る ME 技術

の展開に よっ て 構築され る FA ない し CIM な どの い わ ばオ ー
トメ ー

シ ョ ン の現段階的性

格把握 と、 それ との 関連 に お ける一般に トヨ タ生 産方式 と して 知られる 日本的生産管理シ

ス テム の位置づ けを検討する こ とが必要で あ ろ 鼎

　とい うの は、現代 の ME 技術 をその技術的基礎 とす るオー トメー シ ョ ン の 現段階をい ま

ME 段階 とよぶ こ とにすれば 、
　 ME 段 階に お い て なに よ りも特徴的なこ とは、 たんな る生

産の 自動化 とか無人化工 場とい うこ とに あ る ので はなく、 CIM （コ ン ピュ
ー

タに よる統

合生 産）や IMS （知的生産シ ス テ ム ）と い う雷葉に も端的に表現され て い るよ うに、現

代の 資本主義の も とで の市場競争 の激化 に よ っ て 必然化 され る 「多品種少量生産」 へ の対
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応を苛能にする柔軟な生産体制 ・ 企業体制の 構築に ある。 すなわち 、 ME 技術の きわめて

重要な今日的意義は 、
「多品種少量生産」 の も とで 同期生産 と混流生産の 実現 と両者の 結

合 とい うきわめ て 困難な課題の解決を可能にする柔軟な生 産体制 ・ 企業体制の 内実 と して 、

個 々 の要素作業 （個々 の機械）→ 生産 ライ ン → 生産シ ス テム → 経営シ ステ ム とい う重層的

な関係 にお ける それぞれ の階層の相対的自律化 を含みながら全体と して の 調整 ・ 統制をは

か る ため の企業内情報ネ ッ トワー ク確立の ための 技術的基礎 とな りうるとい うこ とに あ る

とい え よう。

　そ して 、 こ の よ うなME 技術の 展開 に よっ て実現されつ つ ある現代の オ ー
トメ ー シ ョ ン

の性格を前提に して は じ めて 、 トヨ タ生産方式ない し 日本的生産管理シ ス テ ム の歴吏的意

義もまた明確に なる と思われ る 。 すなわち、 日本的生産管理シ ス テ ムは、 「必要な物を、

必要な時に 、必 要な量だけ」 生産 し供給す る （無在庫指向）とい う基本理 念の も と に、

「かんばん を活用する後工程引き取り方式」 、　 「生産の標準化」 、　 「段取 り時間の 短縮

（シ ン グル 段取 り）に よ る小 ロ ッ ト生産」 、 「自働化」 な ど を基本的な手法 とす る JIT

生産シ ス テ ム と、 ア メ リカ的大量生産シ ス テム に特徴的な職務の細分化 、 単純化 、 専門化、

階層化、固定化 とは対照的に 、　「多エ 程持ち」 ＝ 「多能工 化」 、人員配置の 「柔軟化」 ＝

「少人化」 、集団作業な どに よっ て 作 り出され るい わ ゆる 「柔軟な職務構造」
＝ 労働編成、

お よび 「提案制度」 、 QC サー クル 活動な ど職場小集団活動の ような参画的管理 か ら成 り

立 っ て い る 。 こ の ような 内容をもつ 日本的生産管理 シ ス テム が前述の ME 技術の展開に よ

っ て 実現可能 となっ た企業内情報ネ ッ トワー ク確立 と結びつ くこ とに よっ て 、　 「多品種少

量生産」 へ の対応 を斑能にす る柔軟な生産体制 ・企業体制 の も とで 、 製品の高品質 の維持

とコ ス トダウン の実現 とい う困難な課題の解決 を可能に して い るわけである。 したがっ て

また、 こ の ような意味に おい て 日本的生産管理 シ ス テム が現代の生産技術水準を体現する

もの と して の ME 技術に よっ て可能に な っ た柔軟な生産体制 ・企業体制 へ の
一

定の 適応性

をも っ て い る とい うこ とを確認する こ とがで き る 。

　 しか し、 これ は事柄の
一
側面に過ぎない 。 とい うの は、 日本的生産管理シ ス テム とほぼ

同義に使用 され る 「トヨ タ生 産方式な るもの はd 、 その産み の親とされる大野耐
一

氏の言

葉をか りれ ば、 「企業の なかか らあらゆ る種類の ム ダを徹底的に排除する こ と に よ っ て生

産効率を上 げようとい う （中略） トヨ タの歴史の所産曁 あ り、そ こ には当然 トヨ タの経

営体質な り労使関係 な りの影響を色濃 く帯びて い るか らであ る 。 そ して その こ とはひ い て

は同様の性質をもつ 日本の大企業にも共通にみ られ る こ とで あ る 。 こ こで は、抵幅の 関係

もあ り、 トヨ タ生 産方式に おけ る 「多能工 化」 と、 日本的TQC を特徴づける最も重要な

要素である職場小集団活動の問題点にっ い てみ て お くこ とに しよう。
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　日本に お ける 「多能工 化」 の展開は、 まずee　1 に急速に変化する市場の要 請に よっ て 余

儀 なくされ 、 かっ 今日の ME 技術革新に よ っ て 大 きな可能性 が生 じた 「多品種少量生 産」

（ただ し、 その 実態は共通部晶の量産体制 を基礎と して い る こ とか らも知 られ る ように 、

本質的に は 、 diversified　mass −−producti 。n とい うべ きもので ある が）に対応する い わゆ

る フ レ キ シ ブル な生産体制 を実現するため に不可欠なも ので ある 。 しか し、 こ こで 注 目し

なければ ならない こ とはそれ は トヨ タ生産方式 の解説書に おい て明言されて い るように

「『少人化 』 を進め る ため の多能工 化」 で あ るとい うこ とで ある 。 また、 同書で は 「需要

に適応す るため 、作業現場の作業者数に 柔軟性をも たせ る こ と を、 トヨ タで は r少人化』

とmp．S：GLも述べ て い 猟 。 れ は、 ・ど。 の鵬 で 韻 旃 秘 要で あ る と瞰 め な、、

で 、毎月の生産の 増減 に合わせ て人員 を決め、少人 数で 仕事 をする体制 をっ くる こ と」 を

意味 して い る 。
「した がっ て 、 こ の r少人化』 とは必 要な と きに必 要な入員 を配置す る と

い う労働者の
“

かんばん方式
”

なの であ」 り、 「多能工 化」 も また 、 こ の ような意味で 人

減らし 哈 理化」 の報 にほ か な らな、伊

　と こ ろ で 、 こ の ような 「多能工 化」 がジ ョ ブ ・ロ
ー

テ
ー

シ ョ ンや ジ ョ ブ ・ フ レキシ ビ リ

テ ィ を生み 出し 、 い わ ゆ る 「柔軟な職務構造1 を作 り出す として 、欧米 をは じめ海外の経

営者 に よ っ て 積極的な湛入 がは か られ て い る e ま た、1980年代の後半以降活発化 して い る

日本企業の海外現地生産 にお い て も 、 日本的生産 方式 の体系的な導入 の突破口 ない し前提

と して 、欧米の の工 場に おい て 通常み られ る細分化されて い る多 くの職務を集約 して 単純

化 し、ジ ョ ブ ・フ レキ シ ビリティ を生み 出 し、 日本の ように 「柔軟な職務構造」 を作 り出

す ・ と が追求されて い 翻 欧米 に 樹 る嫐 の細分化 と雕 化 とい う事態は 、 基納 ｝こは、

テ イ ラー ニ フ ォ
ー ド・ シ ス テ ムの展開過程を通 じて 進め られて きた もの で あるが、 こ の よ

うなテ イ ラー主義的な分業の 原理に も とつ くこ の よ うな極端なまで の職務の細分化 と固定

化は 、 周知の ご と く、労働者 の勤労意欲の 低下 と労働能力の一
面的発達をもた らし 、 本来

それ がめ ざ した効率性の原理 と の矛 盾 を内包せ ざる をえなか っ たばか りで な く、前述の今

日の ME 技術革新や多品種申小量生産な どにも有効な対応 を困難に して い る 。 こ こ に、職

務区分の単純化 を前提とするチーム 作業やジ ョ ブ ・ロ ーテ ー シ ョ ン に も とつ く労働者の

「多能工 」 化 が 、 経営者サ イ ドに と っ て 避け られな い 課題 と な っ て い る ばか りで な く、労

働者 か らも受け入 れ られ る要素を見出す こ とがで きる 。

　しか し．欧米 にお ける職務の細分化 と固定化 とい う事態は、他面で は 、 労働組合 が こ れ

に対応 して 職務規制政策 をと り．職務 の 内容 と資格 の客観化 ・明確化や先任権序列の 確立

などに よ っ て 経営者側の恣意性 を排除 し 、 労働者の権利や髣働条件 をを擁護 して きた とい

う内容を含んで い る 。 したがっ て 、海外の B系企業で 行なわれて い る職務区分 の単純化 と
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は 、 こ の よ うな蛍働組合の職務規制力 を解体 し 、　 「従来 、 労組 との交渉 が必要とされて い

た生 産方式の変更や、標準の変更がま っ た く自由にで き るもの と して 、弾力的な生産管理

を可能にす る1躔 い う意味揃 提条徽 なっ て い るわけで ある ．

　っ ぎに 、 日本 にお ける職場小集団活動にっ い て み る と 、 それは QC サ ー
クル 活動、　 ZD

運動 、 自主管理 （JK ）活動な どと よばれ 、 1960年頃か らは じめ られ、 60年代後半以降急

速に普及 し、 日本企業の 生産管理 や労務管理 に お い て大 きな位置 を しめて きた 。 まず その

急速 な発展の要因と して は、 さ しあた り、 それ が高度成長期に お ける資本 の強蓄積の た め

の技術革新 、　「合理化」 の 推進などに よる労働の細分化 、 単調化 、 他律化の進行、その 結

果 と しての 労働疎外感の深化に 対処す るため． きわめ て 限 られた範囲で あるとはい え労働

者の 経営へ の 「参画」 を促 し、 「自主性」 をあ たえ る と い う新 しい 形の 労務管理で あ っ た

こ と があげられ る 。

　それ は労働者 に と っ て はその 限定された範囲に お ける部分的なもの で あるにせ よ 「物質

触 韻 程備 神鯔 能力」
： 「織 や解 や意志鮎 回復であ りその限 りに おい て

「彼は ． 彼 自身の 自然の うち に 眠 う て い る潜勢力を発現させ 、その諸力 の営み を彼 自身の

統御に従わせ る」 ご とに よっ て 、 「労働を彼自身の 肉体的および精神的諸力の 自由な営み

と して享楽する こ と！）！bE，意味す る 。 こ の ような意味で 、職場小集団活動は労働者の 欲求形

態の 変化に対応 した労務管理で あ る と とも に、 と りわ け 日本に おい て 強 ま っ て い るとされ

る蛍働者の生産過程にお ける労働能力と現実の 職務内容とのギャ ッ プから生 じる矛盾の
一

っ の 解決形態で もあ る e

　しか し 、 H本 にお ける職場小集 団活動の特徴 をよ り具体的にみ ると、第 1に その テ
ー

マ ・

霎鬻翻等襲墜吉謝鱶皇荘翕臨濺整募畿鬻晉羃靉
の 結び っ き を強め、 あるい は

一体化 して い る 。 た とえ ば、電機産業で は 、
「製造ライン の

各班長 に属す る班員の小集剛 を組織 し、 こ の 「小集団が一
っ ひ とっ 、 企業に な っ たっ も

りで 担当業務を こ な し、 その成績 を会社の利益 に見たて て競争 させ る」 とい う 「ミニ 会社」

組織な るもの さえ存在 したので あ卵

　っ ぎに、参加の あ り方につ い て み る と 、
「自主性」 を標榜 して い るに も かか わ らず 、 こ

れもまた 日本的TQC の
一
環と して 制度上 ない し事実上 「全員参加」 を前提と し、 職制機

構 をつ う じて綿密に管理 ・統制す る と ともに 、人事考課 ＝ 成績査定な どの強い プ レ ッ シ

ャ
ー に よっ て 事実上 の 「強制」 状態 を実現 して い る 。 鉄鋼労連の組織調査報告書 『大手製

鉄所の 労働者と労働組合』 は、聴 き取 り調査に も とつ い て 「自主管理濬動」 にお い て 、

「〈『上』 との関係〉 を気に せ ざる をえない 、そ の背後には査定の問題があ るの で はない
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か、 （申略）、 『よくわ か らない が．査定に影響はあ る よ うだ』、 『改善提案 が出る 出な

い で 昇進上 の 競争 がわ か る』 とい っ た見解 が （
一

般工 の 間で ）支配的なよ うだ1 と し、 さ

らに ． 「QC サ
ー

クル に積極的な人 が結果的に昇進がはや い とい うこ とはあ る」 とい う勞

務課長の発言や、 「 （自主管理活動は）人事考課 、 査定要素に な っ て い る」 と い う組長の

発言 を紹介 しっ っ 、　 「っ ま り組長 ・作業長 レベ ル で は両者 の関係が確実 に知 られて い ると

見て よ い だろ う驪 述べ て い る ．

　さ らに 、 こ の よ うな事態に たい して H本の 労働組合がほ とん ど何 らの 規制も加えて い な

い ば か りか、 しば しば
一

体 と な っ て 推進 して い る とい う状態さえみ られ る 。 この よ うな 日

本 の労働組合 に み られ る態度 は、秋元樹、 ロ バ ー ト ・E ・コ ール 両民に よる調査報告 「ア

メ リカ 自動車工 場 に お けるQC サ ー クル 」 に よ っ て紹介 され た労働組合 がさ まざま面 にお

い て チ ェ ッ クする参加的規制と も い え る政策と は好対照 をな して い る。すなわ ち、 同調査

報告に よれば、労働組合の 規制に よ っ て 、第 1 に 、 QC サ ー クル の 目的が 「品質向上 」 な

ど に比較的狭 く限定さ れてお り 、 と くに 「生 魔性 向上」 は 「労働者の 削減及び労働強化に

っ ながる」 とされ、 「タ ブー
」 と して 排除されて い る e 第 2 に 、 QC サ ー クル へ の労働者

の参加 にっ い て 、
「参加 自体が、純粋な意味で 全 く自由で ある 。 『何の プ レ ッ シ ャ

ー
もあ

りませ ん 。 上 か らも、仲間 か らも』は 、 不参加者をも含めた共通 の 回答で あ る」 と述べ ら

れて い るよ うに 、文字通 りの 「自主的参加」 とされて い る 。 第 3 に、労働組合も こ の プ ロ

グ ラム に加わ っ て い る が、 そ の役割は 目的をは じめ 組織 の仕方か ら運用に い たる まで 多 く

艫 接的方法で チ ェ 。 ク して い 幽
　以上 、 トヨ タ生産方式 に おける 「多能工 化」 と、 日本的 TQC を特徴づ ける最 も重要な

要素で あ る職場小集団活動 を中心 に み て きた が、 そ こ にみ い だされる 日本的特質 とい える

も の は 、 日本的経営シ ス テ ム を構成す る他の要素で あ る 日本 的雇用 慣行や 、企業主導型 ・

協調的労使関係な どい わゆる 「日本駒労使関係」 との か かわ りにお い て 規定されて い る と

思われるの で こ の 点にっ い て 検討す る こ とに しよ う 。

2　大企 業労働者の 企業 へ の依存 ・統合と その物質的基盤

　っ ぎに、労働者の企業 へ の依存 ・ 統合の 深さと支配の強さつ い て、 その経済的基礎な い

し物質的基盤 とい う点か らア プ ロ
ー

チ して み る こ とに しよう 。 終身雇用 ・ 年功制 （年功賃

金 ・年功的昇進） な どの い わゆる日本的雇用纉行や企業別組合は、 かつ て rOECD 対日

勞働報告書』 （正972年）が 「日本的雇用制度」 の 三 っ の主要な要素と して評価 して以来、

一 般に、 「日本労使関係」 の 「三 種の 神器」 と して 広 く喧伝され、い わば通念 とさえな っ
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て い る 。 しか し、 まず確認 して おか なければな らな い こ とは 、 これ ら がい ずれも 臼本の大

企業に おい て 特徴的に み られ る諸慣行 ・諸制度で あ り、 そ の対象はそこで の本工 ・正 規社

員に 限定 されて い る 。 こ の こ とは、 い わゆ る 「日本労使関係」 が日本 の労資関係総体のな

かで そ その
一
構成部分 をなす にす ぎない こ と を意味す る ととも に、他方． それ が 日本の 重

層的格差的雇用構造の な かで しめ る位置と の関係か ら、大企業本工 ・正規社員の 企業内統

合の物質的条件 ともな っ て い る こ とを示唆するも の で ある e

　すなわち、今 日み られる よ うな大企業 の終身雇用慣行は 、 戦後の激烈な解雇反対争議 を

前提と し、 日本経済の 高度成長とい う条件の も とで 、 年功的昇進制度や年功賃金な どの 勤

鏡奨励適な労務管理政策に よ っ て
一般的なも の となっ たの で あ るが、 その も とに ある労働

者に と っ て
一

応の安定 した雇用 を保障す るこ とに よ っ て 労働者の企業定着志向 を強め、企

業帰属意識の形成の条件 を作 り出して い る c たとえば、前出の鉄銅労連組織調査報告 『大

手製鉄所の労働者 と労働組合』 でも．　「経営安定 甅 生活保障」 が従業員の コ ミュ テ ィ 意識

の飃 に あ る。 とがア ンケ
ー

ト調査 と聴緻 り雛 の 髞 鰡 で き る と い う 
　また、年功賃金 とは、 さ しあた り日本の賃金構造の なかで相対的に有利 な位置を占めて

い る大企業本工 ・正規社員 を典型 と し、 同
一企業内に おい て労働者 の年齢 と勤続年数 が高

ま る に つ れて昇給 して い く賃金体系に ほかな らない が 、 こ の こ とは 日本の 労働者の ラ イ フ

サイ クル に おい て 各堆代が直面す る 「老後」
・ 「住宅」

・ 「教育」 とい っ た生活課題 との

関連で 大 きな意味 をも っ て い る 。 高度経済成長を背景と して 企業規模別賃金格差は 1960年

代後半 に 急激 な縮小 がみ られたが、 こ の ような事態 を受けて 、 い わ ゆ る 「二 重構造」 の解

消論がさまざまな形で 展開され た 。 しか し ． 1970年代の 半ばの第
一

次オ イル シ ョ ッ ク を境

として 賃金の規模別格差ば維持ない し拡大傾向す ら示 して い る 。

　通常、賃金格差の
一
般的指標 として は、労働省 『毎月勤労統計 』 の 「常用労働者一人 あ

た り 1 ヵ 月の現金給与総額」 が使用され る こ との多い が 、 こ こ で は こ れに代えて 実体 をよ

り精確 にみ るために、 同じ く労働省の r賃金構造統計調査』 （1987年）に よっ て 「所定内

給与額」 に 「年間賞与等」 や労働時間 とい っ た要素 を算入 して 、企業規模別に 、職種 ・年

齢別の賃金格差 をみ るこ とに しよ う 。 最も格差が開 い てい る50〜 54歳代をみ る と 、 1000人

以上規模の 管理 ・事務 ・技術労働者の 時間あた り賃金 を100とする と、 10〜99人 規模の そ

れは53と約半分で あ り、生産労働者で は37と4 割以下で あ る 。 また、生産労働者 同士 を比

較す る と 、 1000人以上規模 を100と した場合、 10〜 99人規模で は58と6 割以 下で ある 。 こ

の よ うに み て くると、大企業と申小企業の賃金格差は きわめ て 大 き く、それはや は り質的

ない し構造的とい える ほ どの もの となっ て い る 。

　 しかも、問題は以上み て きた 「直接賃金」 に と どま らない 。 周知の ご と く社会保障制度
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が欧米先進諸 国に比 べ て 不備な 日本に おい て は、賃金ととも に企業内福利厚生もまた重要

な意味 を持っ て い る 。 労働省 r賃金 労働時間制度等総合調査』 （1985年）に よ っ て 、　「労

働費用」 を企業規模別に みる と 、 5000人以上規模の企業 を100と した場合、 30〜99人規模

の 企業は勞働費用の 総計で は57．5、 現金給与額で は60． 5で あ る が、現金給与以外の 費用で

は43．7と半分以下で ある 。その うち、 まず退職金 の 費用で は29．4と格差が きわめ て大 きい 。

そ こ で 、 労働省 r退職金制度 ・支給実態調査 』 （1985年）に よっ て こ の点 をさ らに詳 し く

み ると、 1000人以上の大企業で は退職一 時金制度 と退職年金制度との併用 が71．8％と大半

を しめ て い る が、30〜 99入 規模で は退職一時金制度の み の 企業が58．8％ と 6 割近 くに のぼ

っ て い る。 しか し 、 勤続2 年以上 で 退職 した男子労働者 の 工人平均の退 職金は、 旧大 ・新

大卒の管理 ・ 事務 ・ 技術労働者の場合、1000人以上規模で 2180万円にた い して 、 30〜99人

規模で 1255万 円、 旧中 ・新高卒の管理 ・事務 ・技術蛍働者の場合、同様に 1805万円に たい

して 、646万円、 また、旧 申 ・新高卒の生 産勞働者の場合 、1276万円に たい して 、735万 円、

さ らに高小 ・ 新中卒の場合 、 1221万 円にた い して 、518万円と大 きな格差があ る 。 こ の こ

と が 日本の 労働者の重要な生活課題で あ る 「老後」 に と っ て 大 きな意味 をも っ て い る 。

　ふたたび r賃金労働時間制度等総合調査』　（1985年）に も どる と 、 5000人以 上 規模の 企

業 を100と した場合 、 30〜 99人規模の企業は法定福利費で は69．2で あるが、法 定外福利費

をみ る と24．9で きわ めて低い e なかでも 、 格差の 大 きい の は住居に 関する費用 、 （6．6）、

医療 ・保険に 関す る費用 （10．1） 、 財形奨励金等の費用 （7．9）で ある 。 こ の うち、実額

で も かな りの 格差 がみ られ る住居 に関する費用、 と りわ け持ち家援助制度 の は た して い る

役割が注 目される 。 また、 最近の地価高騰は企業に よる社宅 ・独身寮ブー
ム を引き起 こ し

て い る が、 こ こで も大企業の優位性 が顕著で 、90年度版の 『経済白書』 も こ の点を所得 ・

資産格差の拡大の一環 と して とらえな が ら、 そ れ が個人の 自由度 を少 な く し企業へ の依存

を強め 、 い わ ゆる 「会社人間」 を作 り出すと とも に 、 他方で は企業 へ の富の 集中が進む お

それ がある と指摘 して い るほ どで あ る 。

　以上 、簡単 に み て きた よ うに 、 日本に あけ る賃金 お よび企業内福利厚生 の 企業規模別格

差 はきわめ て 大 き く、 それは 「老後」
・ 「住宅」

・ 「教育」 とい っ た 日本の労働者の ラ イ

フ サ イ クル に おける重大課題に たい して 大きな影響 を与え、ひい て は大企業労働者の企業

へ の 鮪 ・統合 襁 めて い るとい う。 と がで きよ 禦 さ らに ． H本 の社会保跳 よび社会

贇灘驪ρ藷撫鞨謝張學賛朧溌窪こ、黶慧廳飄
わ ば こ れ らが企業 に よ っ て補完 され る こ とに よ っ て 、前述の大企業労働者の企業へ の 依存 ・

統合 を一
段 と深刻 なもの と して い る事情 を説明する もの で あ る 。
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3　 激烈な労働者間競争の組織化 と職場に おけ る労働組合組織 ・ 機能の 空洞化

　す で にみ て きた ように 、終身雇用や年功賃金な どの 日本的雇用慣行、 あ る い は い わゆ る

「日本的労使関係」 は、
一

面で は、 まず 日本の労資関係総体にお ける璽層的格差構造の な

かで の 大企業本工 ・ 正規社員の雇用や賃金 ・ 労働諸条件の相対的優伎性を経済的基礎 ・ 物

質的基盤 とし、彼 らを企業内に深 く統合 し、 その なか に 「労資協調 ・労資運命共同体思想亅

をっ く りあげるための 諸慣行、諸制度で ある が、他面で は 、それは 大企業本工 ・ 正規社貫

の 内部に おい て も差別 ・ 分断の機構をも ち 、 労働者間に 激 しい 長期的 ・ 無限定的競争を組

織するこ とに よ っ て も また勞働者の企業内統合と支配を強め るため の諸慣行、諸制度に ほ

かな らない 。

　い ま この点 を、1960年代中頃よ り70年代に かけて 日経連を中心 に進め られ た 「い わ ゆる

画
＿

罅 功制か ら脱皮、 し一 嫐 纖 蟻 を追求する人事髄 黼 策の 総称92して の

日本的 「能力主義管理」 体系の
一

環 と して 再編 ・ 確立された年功賃金 に っ い て み て お くこ

と に しよ う 。 とい うの は、 こ の ような意味で の年功賃金は、 1970年代後半以降、高度成長

の終焉 に よる減量経営の遂行、企業内労働考構成の 中高年層肥大化 へ の対応、ME 技術革

新の進展に ともなう企業内労働力編成や技能形成シ ス テ ム の変化など を諸契機と して大 き

く変容 ・ 再編 されて きて い る が、 その基本方向は職能的資格制度と それに 対応す る職能給

の比重の増大な ど選別化 ・差別化 の強化 に よる能力主義管理の 一層の推進で あ り、 その 基

本論理は依然貫徹 して い るか らで ある 。

　年功賃金 とは、 まず 日本の賃金構造の なかで相対的 に有利な位置 をしめて い る大企業本

エ
・
正規社員 に典型的に み られる賃金体系で ある が、 賃金決定方式 とい う視点か らみれ ば 、

r全国市場で 決定され 、単身生活費に相応す る低 い 初任給 を出発点 と して 、 同一 企業内で

年齢あ る い は 勤続年数が増加す るにっ れて成績査定 をとも な っ た定期昇給 に よ り賃金 が上

昇す る と い う企業内賃金決定制度で あ る璽 こ こで 、 重視 しな ければな らない の は賃金決

定の 直接 の基準 が年齢 ・ 勤続年数とともに企業貢献度に置か れてお り、 と くに後者が成績

査定 ＝ 人事考課 に よ っ て 評価され るこ とで ある 。 とい うの は、大企 業本工 ・正 規社員 の

賃金の 年齢劉 ・ 勤続年数別 の格差は 「勤続 ・経験を積む に した がっ て 変 っ て 行 く熟練 ・技

能の変化、年齢 を積む に したが っ て 変 っ て い く家族構成 、 必要生計費の変化 を前提 に しな

が ら．A 体的 には、労黼 係 ．
労勣 賃金政策の 鬮 の なかで形成されて い る臓、らで あ

る。 したがっ て 、年功賃金は 、
一一一Whで は 「平均的能率 ・熟練 ・忠誠で 勤続 を重ね る労働者

に対 して
一
定水準の生活を保瞳し」 隷がらも、他面で は 、 と くに労働組合 に よ る規制 を欠

くesaには 「昇給 嚊 継 め ぐ磁 勲 労働醐 瀞 をうむ鰍 的賃錦 度で あ狸 労
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働者に たい す る強力な個別管理 ・差別支配と い う労務管理機能を内包 して い る e 年功賃金

は こ の よ うな意味で も労働者間競争 を強めな がら、労働者の 企業へ の統合 と従属 を深め る

手段 とな っ て い る 。

　 した がっ て また、年功賃金の 職能給化 とは 、 戦後労働運動の窩揚の なかで 獲得 された

「恣意的に浮動 しな い 客観的な指標 （年齢 ・勤続 ・学歴等） を用い た賃金体系」 と して の

「戦鯉 年功賃鯲 なか で も鞴 年数に よ る 鋤 的定期昇給頒 勲 切 彌 し、人 鶉

課 ＝ 成績査定の役割を強め るこ とに よ っ て年功賃金の もっ 労務管理機能 を厳格化す る こ

とで ある 。 そ して 、や は り日本的 「能力主義管理 」 の
一

環 と して の職能的資格制度 を主要

な 柱 とする昇進 ・昇格管理 の 「能力主義化」 も基本的に こ の よ うな動き と
一体 とな っ て 、

労働者間に 業績評価 を中心 とす る厳 しい 差別 ・ 選別化 と激烈 な昇給 ・ 昇進競争 を組織 して

い る 。

　 と こ ろで 、 日本的 「能力主義管理」 に おい て 、 そ もそ もそ の 「能力」概念そ の もの に問

題 があ る と思 われ る 。 すなわち、 日経連の説明に よれば、 「能力 」 とは 「企業 目的達成の

ため に貢献す る職務遂行能力で あ り」 、　 「一般的に は体力 ・適性 ・知識 ・経験 ・ 性格 ・ 意

欲 腰 素 か ら劇 立 つ 」 爪 「業績 と して顕現されねばな らない鴨 の で あ る ． し か し、

そ の多様な要素の 多 くは客観的具体性、明確 な規定性 を欠い て お り、企業や上 位の査定者

の主観的 ・恣意的評価に道を開 くもの となっ て い る e また 、
こ の点に関連 して 、 後述す る

よ うに 日本 に お ける職務の 内容や範囲の 不明瞭性や熟練 ・技能の社会的 ・客観的基準の不

明確性も考慮に入 れ る必要があ ろう 。 しかも、実際、そ の 能力評価の実施に あたっ て 決定

的な役割をも っ て い る人事考課 ＝ 成綾査定 に おい て 、 しば しば指摘 されて い るように 「

性格」 や 「意欲」 と い っ た要素の 不当な拡張的 ・
恣意的な解釈 ・ 評価が行なわ れて い るば

か りで な く、労働者 の 「思想」 まで が評価対象 とな り、企業 の労務管理政策に批判的な勞

働者に たい す る極端 な差別や人権抑圧 とい う事態さえ生み出 して い る。

　 こ の ように 、 日本的 「能力主義管理」 に お ける 「能力」 概念は明 らかに 「人格 1 概念に

まで 不 当に拡張 されて お り、資本 に よ る 「労 働者の全人格 を管理 し支配す る こ と！鐸あ理論

的根拠をあた え る こ と を意図 して い る とい わ ざる をえない 。 しか も、 こ の 意図は 、 実際懸

とん ど現実化 し貫徹 して い る とい え るが 、
こ の ような事態 を可能に した直接的な条件 と し

て は、1960年代後半以降に おけ る、経営者サ イ ドか らも 「労使一体感や運命共 同体 的な考

え方の下 に ある鰻 論 柚 て い る 、 い わ ゆ る 「鍛 派 」 幹部に よる大 手労働船 。 ，コ＿

ダー
シ ッ プの 掌握と、企業 ・ 職場 レベ ル に お ける作業長制度に 代表され る職場管理親織 を

っ うじて の 専制的労働者支配体制の 確立 、 また これ と相互 規定関係に あ る職場 に お ける労

働組合組織 ・機能の 甕洞化 をあげな けれ ばな らな い 。 そ こ で 、い ま後者 につ い てみ て お く
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こ とに L よ う。

　鉄銅業にお い て は じめ られ かっ 典型的なも の とみ られて い る作業長制度は、 1960年前後

に ア メ リカ の フ ォ ア マ ン制度 に な らっ て ライ ン ・ ア ン ド ・ ス タ ッ フ 組織の 基軸と して 導入

された現場管理組織で ある が 、 その後各産業に さまざまな名称で 逐次普及 して い る 。 大手

鉄銅メ
ーカ ー

の 労働組合もまた企業圃組合の 典型的な もの の
一

つ とされて い るが、そ の組

合組織の基 礎は い うまで もな く 「組合運営の 単位」 と され てい る 「支部」 で ある 。 通常、

作業長は工 長と一般工 に たい する第 1次査定者で あ り、 その他多くの労務管理権限 をもっ

「経営サイ ドの
一員」 で ある とも に 、 労働組合の 支部体制の 申核を形成するか 、 ある い は

工 長 を通 して そ れ を自らの影響下 に おい てい る 。

　した がっ て 、彼 らは形の上 で は会社的性絡と組合的性格の二 重性 をも っ てい るが、企業

主義的労使協調体制下に あ っ て は実質的に前者の 優位性が貫徹されざるをえない e 前出の

鉄鋼労連の組織調査報告書 r大手製鉄所の 労働者と労働組合』 によれ ば、仕事や労働条件

に不満 が生 じて も、何も しな い か 、苦情 と して 処理 され る場合 にも、職塲で話 し合 うか、

作業長 ・ 工 長な どに 申 し入れる こ とが多 く、 組合に 持ち込まれ る こ と は少ない 。 ま た 、 作

業長が主宰す る職場懇談会、ある い は職制機構そ の もの が 、 職場に お ける 日常の 苦惰処理

機能な ど組合組織の藪 磯 鮫 事実上代替 して い る脚
　か くして 、職制機構 ・労務管理 組織と職場の 組合組織との癒着 ・ 代替が．組合の職場討

議 ・職場組織の空洞化 をもた らして お り、 この こ とが巨大企業にお ける労働者の 専制的支

配 を可能 に して い る決定的条件 とな っ て い る とい え よ う。 そ して 、 こ の よ うな事情 こ そ

r入 瞬製鉄所入 十年史』 が 「作業長 を明確 に 経営サ イ ドの一
員 と して 位置付 け」 な がらも、

f作業長の 出身集団が作業職社員層で あ っ た こ とに よ っ て 、 労務管理が円滑に進み 、現場

の黼 や黼 が よ 腿 速 ．驪 に処理で きる体制 灘 立 されたの で あ る範 述べ また、

r炎 と とも に （入 幡製鉄株式会社史）』が 「良好な労使関係亅 に おい て 「作業長は現場 に

お ける労使頒 と して 機能する こ とに な っ た勉 評価して い 碩 の舳 で あ り、 したが5
て また、企業主導型 ・ 協調的労使関係の基礎で もある 。

むす び

　近年、 「日本的経営」 に たい す る海外の 関心 ば かつ て な く高ま っ て い る 。 日本企業の高

い 生 産性と高品質、強い 国際競争力 の秘密 を 「日本的経営J に み い だ して 、 こ れ に学び そ

れぞれ の 国や企業の 経営管理 に と り入れよ うとい うわけで ある 。 そ して 、 今 日s も っ とも

注 目をあびて い るの がい わゆる トヨ タ生産方式 に代表される 日本的生産管理シ ス テム に ほ
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かな らない 。 た しか に 、 日本的生産管理 シ ス テ ム は現代の生産技術水準 を体現するME 技

術 をその技術 的基礎 とす る企業内情報ネ ッ トワ
ー クの確立 とあい ま っ て 、現代の資本主義

的市場競争に よ っ て 余儀な くされ る 「多品種少量生産」 へ の対応を可能にす る柔軟な生産

体制 ・企 業体制の構築に と っ て不可欠の要素で ある 。 また 、
こ の よ うな意味で それ が 日本

企業の生産性 の高 さや高品質、 そ して その 国際競争力の強 さに大い に貢献 して い る と い え

よう 。

　 しか し、 それ は こ の ように企業 に と っ て は き わめて 好都合なも ので はあるが、社会的に

み れ ば、今年度 （91年）版の r環境 白書』で も指摘 され て い る ように、 トヨ タ生産方式の

主要な柱で あ りしばしばその劉名と して も使わ れ る JIT 生産シ ス テム が企業内の無在庫

とば対照 的に輸送の ための道路 を倉庫 と化 し 、 環境の破壊や大 きな社会的費用の 負握 を強

い て い る ． と りわ け、 POS （販売時点情報管理 ）シス テ ム の普及 とと も に 、　 JIT が流

通業 に まで も展開 し、宅配便の急速な発達も くわ っ て 、最近の ディ
ーゼル ・エ ン ジ ンの ト

ラ ッ クの急増 を生み 出し 、 環境の 破壊などの 問題を
一

層深刻なもの に して い る v

　しかも、 それは企業内部に お い て も、 日本的雇用慣行や企業主導型 ・協調的労使関係な

どい わゆる 「日本的労使関係」 との かかわ りに おい て 、上述の 「多能工 化 」 や職場小 集団

活動 にみ られるような 日本的特質と い うべ きも の を色濃 くに じませて い る 。 ま た、 こ の

「日本的労使関係」 その もの に おい て 、 日本の 大企業労働者 に典型的に み られ る企業へ の

依存 ・統合の深 さ、拘束性の 強さの背景 として 、賃金 ・
労働条群の 企業規摸別格差な どが

日本おける社会保障な どの 不備 とい っ た条件の も とで 特別 に 大 きな意味をも っ て い る こ と、

また、 日本的 「能力主義管理 1 の
一
環と して 再編 ・確立され た年功賃金が企業 内に お ける

長期 にわ たる激烈 な労働者間競争 を生 み出 し、 そ為にも か か わ らず職場に お ける労働組合

の機能 が空洞 化 し組合規制がほ と ん ど欠如 して い る状態に ある こ とをみ て きたが、 こ れ ら

が全体 と して 、 日本の多 くの職場で 長時間 ・ 超過密労働 を生み 出 し 、 過度 の ス トレ ス に よ

る健康破壊を常態化す る こ とに よ っ て 、い まや海外に も広 く知 られ る よ うにな っ た過労死

問題などの背景 とな っ て い る 。

　本稿の 冒頭で も紹介 した よ うに 、今 日、 「人間に 優しい 企業経営」 とい っ た提起がな さ

れて い る の は 、 あ ま りにも行き過ぎた 「企業本位」 や 「偏狭な会社主義」 の 弊害が誰 の 昌

に も明 らかに うつ る か らにほ か ならない が、問題の 根源ばい わゆ る 「日本的経 営」 の シ ス

テ ム その もの にある 。 したがっ て 、問題 の根本的解決 の ため には、 こ の シ ス テ ム に つ い て

も たんな る
一

般的批判で は な く、周知の こ とばで はあるが 「現状の 肯定的理鯀 の うち に 同

時に またそ の醜 その撚 的齲 の蝦 を岬もと い う飜 か らの
＿neSZち入 。 紛 析

が必要で ろ う。 本稿は この ようなもの と して は も ちろんい まだ不十分な試論 に過 ぎない が、

一 42一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

若干の 論点整理 を行なっ て きたっ も りである 。 残された問題は多い が他日を期す る こ とに

したい 。
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「 日 本 的 経 営 」 と

　　　　　　 コ ン ビ ＝ t ．
一 一タ 化 ・ ME 化

立命館大学　山　下　高 之

1 本報告の課題

　わが国の独占企業は、 第2次大戦後ア メ リカの事実上の単独支配の もとで既

存の重化学工業 （ア メ リカが軍需技術を基礎と した原子力、 電子計算機、 海洋、

宇宙、 航空などの新鋭の重化学工業を担っ たの に対して）に よる産業構i造の高

度化に よっ て 、 資本主義諸国の なかで もとりわけ顕著な 「高度成長1 をとげて

きた。 しか し、 その発展の基軸とな っ た輯愛の 設備合理化なり、 今日の ME 化

がわが国にお いて 具体的な形態をもっ て広範に存在する低賃金労働に依拠して

すすめ られて きた こ とに よ っ て 、
い わゆる 「H本的経営」 にお ける設備合理化

ME 化としての特徴を示すことになる。 本報告では日本的低賃金労働の支配機

機として の 「日本的経営」 の本致的内容と関連させて 、 わが国におけるコ ン ピ

ュ ・
一’タ化 ・ME 化の諸特徴をみて みたい

。

ll　 「日本的経営」
一

圏本的低賃金労働の 支配機構
一

　 「日本的経営」 の特徴を端的に示す終身雇用 と年功賃金との考察に よっ て 、

「日本的経営」 の本黶的内容を把握してい きたい
。

　わが国の独占企業は、

一般に従業員の萇期雇用を行 うと言われて い る 。 そ こ

で は、 第 1に 丶 中蟻 高校、 大学の各新規学校卒業者が 、 学歴別に一
定の格付

けをうけて個々 の企業に雇用 されるとい うこ と、 第 2に 、

一
旦雇用されると一

定の退職年齢まで その同じ企業に勤務しつ づ けるとい うこ と、 この二 つ の たて

まえによ っ て 内容づ けられて い る
。 この意味で丶 わが国の独占企業に おいてみ

られる萇期雇用は、

一
般に終身雇用 と言われて い るので ある。 この ような雇用

慣行は、 これに適合した賃金支払形態によ っ て支え られて い る。 それは特定企

業へ の勤続年数に応じて 労働者の賃金が上昇する仕組みで ある。 これによ ると

学歴と勤続年数 ＝ ＝ 年功が量金の高さをきめる第一
義的な基準であっ て 、 労働者

の職務や熟練度は薩接に は賃金をきめる基準とはならない
。 こうした仕組みを

もっ たわが国独占企業に おける賃金支払形態を、 郊功賃金とよぶ ことがで きる。

　ところで 、 企業における経営組織は、 作業組織と管理組織とか らな っ て いて 、

両者を統含して集中と分散の 原理に即 して ピラ ミッ ド講成をなしてい る。 これ

に照応して終身雇用と年功賃金の支給とが行われるために、 企業に おける労慟
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力構成が勤続鱗 1亅に ピラ ミ ッ ド構成をと らねばな らない
。 したが っ て終身雇

用と年功賃金を経営紐織と適合させるために 、 企業の権力の もとに ある人事考
’

課力哘 われないわけにはい かない
。 企業によ っ て 、

一
方的に遂行される入事考

課は、 労働者相互の間の競争を惹起させ 、 これに よ っ て能率増進、 すなわち労

働強化を強い るだけで な く、

一部の労働者を強く企業に帰属させ るとともに 、

他方で は企業から離反する労働者層をつ くりだ し、 これ らの労働者がいわば 「

自発的」 に企業外へ 流出するように しむける もの である。 現実にある年に同時

入社 しk入々 で 、 定年まで勤める人の割合は25％程度で しかない e

　ところで問題は、 終身雇絹と年功賃金の もとで 、 企業外に排出され た労働者

の落ち着き先で ある。 独占企業が終身雇用を前提とし、 原期として 新規学轄

か らしか雇用 しない とい う閉鎖的雇用制度をと っ てい るかぎり、 同t 規模の独

占企業へ の移勁とはな りえない
。 独占企業において 、

一定の経験を積んだ労慟

者として 、 中小零細企業に雇用される労働者にな るカ＼ 零細企業か零細経営を

自ら営むこ とに なるか 、
い ずれにせよ中小零細企業、 零細経営の領域へ

、 い わ

ゆる下方移動するこ とになる。

　 1　低賃金若年労働者

　ピラ ミ ッ ド構成をなす経営組織る照応 して 、 学歴 ・勤続年数に基づ く労働力

構成が形成されて い るとい うことは、 独占企業の経営組織の底辺部分に は、 相

対的に多数の新規採用の労働者、 勤続年数の短い 労慟者が存在し、 年功賃金の

もとで の 低賃金労働が広範に存在する とい うことで ある。 かれ らの初任給はわ

が国の賃労慟形成の歴史的特質に規定されて 、 家計補助的ない し単身者賃金と

い う性格をもつ の で あり、 少な くともかれらが若年労働者で あ る間は、 低賃金

労働で ある と言わざるをえない
。

　年功賃金とい うの は、 単身者賃金として の低い初任給からはじま っ て 、 ほぼ

年齢別の生計費をまかな うように な っ て いる とうい うこ とで特徴づ けられて い

る場合が多い 。 しか し、 本来労働力の価値に見合 っ た標準的な生計費は、 年齡

が若い場合で も、 たとえば 5入家族が生活で きる費用が賃金として 支払われる

ことを意味する。 欧米諸国で は歴史的に この 「標準的な生計費」 を基準として

賃金水準が形成されて きたの で あ っ て 、 したが っ て また年齢別の賃金格差は基

本的に は存在 しない
。 この こ とは、 逆に言えば、 わが国における年功賃金の も

とで 、 単身者賃金にすぎない 低い初任給か らはじまっ て 、 この 「標準的な生計

費」 に達するまでの若年労働者の賃金は， 論理的に も現実的に も低賃金に ほか

な らず＼ これがわが国に固有の低賃金の原点であると考える。
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　これらの労働者は、 勤続年数が短く若年労働者である問は雇用され つ づ ける

として も、 年功賃金に応 じて相対的に賃金が上昇するに したが っ て 、 人事考課

の機能の もとで しだい に企業外に流出させ られて い く。 独占企業の もとに は 、

こ うして
一
定数のいわば年功に応 じてエ ス カ レ

ー
タに の っ た基幹的な労働者が

存在する とともに 、 経営組織の ピ ラミ ッ ド構成の下方部分に は、
つ ね に相対的

に多数の低賃金若年労働者が序在することになる。

　2 不安定雇用労働者

　終身雇甲、 年功簧金、 入事考課の もとで、 経営組織の ピ ラミッ ド講成に照応

して 、 学歴 、 勤続年数を基準とした労働力構成がピ ラ ミッ ド構成を形成して い

るな らば、 独占企業に とっ て 、 労働者に支払う鬟金費つ まり労務費は 、 固定費

と して の 性格をもつ ことになる。 この こ とは
一
方で 当該企業が雇用する本工 労

働者数を極力抑制する方向に 機能する 。 そ して労獺 が固定費として の性格を

もつ とい うことは、 他方でそれでなくとも固定費問題に苦慮して い る独占企業

をして 、 そのための手段を用意させ る ことに なる
。

　わが国に おける低賃金と結びつ けて運用されて い る残業霧鍍 もそのための手

段の一
つ であるが、 独占企業における若年労慟者とは異なる存在の 日本的｛盤

金労慟の利用を内容として景気変動の安全弁とされて い るのが 、 臨時工 、 社外

工 などの不安定雇用の労慟者で あり、 下 請制支配の もとにあ る中小零細企業に

お ける労働者であり零細経営で ある 。　「日本的経営」 を特徴づ ける指標とされ

て い る終身雇用、 年功賃金は、 独占企業に よる不安定雇用労慟者や下請制企業

の利用なしには成り立ちえない ので ある。

　臨時工 、 社外工は、 終身雇用と年功價金をたて まえとする本工労慟者に対し

て獺渡化された不安定麗用労働者で あるが 、 1950年代 まで は臨時工 制度が支配

的で あっ たの に対して60年代以降社外工制度が一
般化した。 それまで に も間接

部門が下請企業に ゆだね られてい る場合や、 鉄鋼業、 造船業の ように もともと

社外工が多か っ た業種もあ っ たが 、 現在で は臨時工制度にかわ っ て社外工靆渡

が
一
般化し、 直接部門に も本工労働者とともに社外工労働者の姿をみ るよ うに

な っ て い る。

　この ようにつ ねに不安定雇用労慟者を財腰 とするとい うこ とは、 独占企業が

景気変動の安全弁として これ らの不安定雇用労働者の利用をみ ずか らの 体質と

してい る ことを示すもので あり、 この こ とはまた、 臨時工 、 社外工労働者を独

占企業の もとで の本工労働者と身分的に区別し、 労働者に対する身分的支配の

強化をはかる とともに 、 その こ とによ っ て臨時工 、 社外工で あるための 低賃金
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を押しつ ける ことを意味する。

　若年労働者の 場合には本工労働者の賃金も低い ので それほど開きはない が 、

中高年労働者に なると、 同じ仕事をしてい る場合で も、 臨時工 、 社外工 の賃金

は、 本工 労働者の場合の 3分の 2あるい は半分以下 とい うことさえある
。 この

ような状態の賃金が 、 お よそ 「5入家族が生活で きる費用1 としての 「標準的

な生計費」 などで はありえないの は言 うまで もない
。 日本的｛噸 金労慟の異体

的な存在形態を、 この臨時工 、 社外工 などの不安定雇用の労働者にみ るこ とが

で きる。 「

　 3　下請制中小零細企業労働者

　わが国の 独占企業が不安定雇馬労働者とならんで低賃金労働としての 利用と

景気変動の安全弁として い るの は、 下請制支配の もとに ある中ノ」婿細企業とそ

こに働く労働者で ある 。

　言うまで もな く中小企業問題はわが国に固有の 問題で はな く、 資本主義の独

占段階で
一
般に発生する問題である。 したが っ て 中小企業問題の一つ で ある下

請制企業問題もわが国にだけある問題で はない
。

しか し
、 下請制企業の 存在形

態はきわだ っ た違いを示 して い る。

　た とえば、 西 ドイ ツ の場合でみてみる と、 下請企業は年々 増大傾向に あり、

それは横へ の広が りとして進展してい る。 しか し、 わが国の場合に は、 縦に つ

らなる階層構造を形成してい る。 階層的下請構造は欧米諸国では搬 的にみ ら

れない 様相で ある。

　欧米に おい て は、 労働生産性や賃金な どの企業規模嬲各差が小さい
。 それは

基本的な労働条件につ い て は、 産業別る結集 した労働組合と経営者団体との間

で その 大枠が決定され 、 それは労働協約として すべ て の企業に対して拘束力を

もつ よ うにな っ て い る ことによる。 大企業と中小企業の労働条i牛に格差がない

わけではないが 、 日本と比較した場合に相対的に平準化せ ざるをえず、 それは

下請制支配を階層化しえない基盤とな っ て い る。

　わが国の場合に は、 これに対 して 、 上層の下請制企業が独占企業からうける

負担を労働者とより下層の中ノJY’ivi．

細企業に転嫁する構造とな っ て い る。 この こ

とが可能なの は、 わが国に おける労働組合が大企業中心の企業別労働組合で あ

るとい うことに もかかわ っ て 、 企業規模力V
“ 1丶さくなればな るほど低賃金で ある

とい うこ とに基づ い て い る。 若年労樹嗜 で はそれほ ど大きくない格差が 、 中高

年齢で大きな階層別格差となる。
つ ま り中小零細企業における巾高年齢層を含

めた全体として の低賃金労働に根拠があるといえる。 こうしてわが国の階層的
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下請構造は 、 独占企業が少数の上層の下言篩叮企業を掌握することに よ っ て 、 階

層構造の もとで の膨大な低賃金労働の みずか らの利益の ために支配し、利用す

る構造とな っ て いるので ある。 ちなみにわが国において は、 1000入以上規模企

業に雇用される労働者の割合は15％程度であり、 500人以上 とみて も22％に す

ぎない
。

そ して、大企業との賃金格差力略0％以上となる100入未満規模に就業

する労働者の割合が 、 50％をこえてい るので ある。 西 ドイツ の場合に は 、 賃金

の規模拐腓各差が80％で あり、 500人以上規模企業に雇用される労働者が50％を

こえて い る事態と比べ て みれば、 わが国の独占企業の 日本的低賃金労働へ の依

存の程がわかるので ある。

　 4　矛盾の吸収基盤として の零細経営

　わが国の狸占企業が
一
部の 下請制企業を把握すれば、 階層的下講構造を全体

として支配 し利用で きる構造が出来上が っ て いる ので あるが 、 この下請収奪の

連鎖を破綻させずに再生産 し続ける究極の条件は、 わが国における厚い層と し

て の零細経営層の存続に ある 。

　わが国経済の 「高度成長」 過程をふ くむ60年代、 70年代の20年間に おいて 、

従業者数10人未満の零細経営は、 事業所数、 従業者数とも相対的に はその比重

を低めたが 、 絶対数はむしろ増加が著しか っ た
。

しかし、 下請階層構造の最下

層に あっ て 、 上方か ら転嫁されて くる負担を受け止めねばならない零細経営に

安定した経営が保陸されて い るわけがない
。

一つ の階層として 「定着」 してい

るかにみえるその内部は、 倒産と生成に よ っ て澂 しく動い て い るので あ る 。

一

方におい て零細経営が倒産r 廃業
一
賃労働者イ匕の過程をたどるとともに、 他方

で は、 広範な中小企業従業員を供給源とする零細経営へ の新規参入、　 「独立」

化が進展する
。

この メカ ニ ズム の もとで零細経営は、

一
定の層として の 「定着

j の様相を示すだけで な く、 絶対数の 増加さえみ られ るこ とになる。 新規参入

の零細経営は、 た しかに その
一亠
部が中小企業家の予備軍となるけれ ども、 それ

が零細経営であるかぎり、 経営の不安定性ひいては倒産へ の道が大き く開かれ

てい ると言わざるをえない
。 零細経営は 、 倒産と再生とい う悪鐇環のなかで 、

独占企業に よ っ て収奪される存在で しかない 。 そ して そ こに は上方か ら転嫁さ

れる負担を吸収する絶望的なまでの所得の低さ、 貧困がある。

　下請階層構造に示されて い る負担の下方転嫁の構造に おい て 、 下請収奪の連

鎖が破綻せ ずに再生され続ける究極の条件は、 倒産と再生とい う循環の なかで

不安定性に さらされなが ら、 必要労働部分食い込み とい う豹態を家族総働きの

接時間労働に よ っ て カバ ーするとい うこの苛酷な営みに よっ て吸収される とこ
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うにある。

　 5　女子労働者

　わが国の 低賃金労働のい ま一
つ の具体的存在形態は女子労働者であ る。 今日

で は女子の年齢階層別労働率 は、 二 つ の 山型を呈 して い る。 この ことは、 学校

を卒業して労働市場に登場し就職するもの も多くな っ たが、結婚し、 妊娠 ・ 出

産、 育児の家事労働負担の増大とともに家庭に入 り一旦非労働力化し、
つ いで

子供の成長 とともに育児 ・保育の家事労働の負担が軽減されるにつ れ 、 再度、

労働市場に 登場するもの も多い こ とを示 して い る。 ここに み られる第 2の 山と

して の中高年女子の労働力化は、 主として先にみた不安定雇用労働者の重要な

一
環 として のパ ー・　5タイマ ー労働者である。 そして 中高年女子労樹渚 が短期間

の労働の の ち、 社会的Cl−一一旦非労働力化せざるをえな くされて い るか らに ほか

な らない 。

　若年女子労働者は、 短期交替的で あるゆえに年功賃金の もとで の若年労働者

として 、 イ邸詮金の状態にある間働くとい うこ とで あるが 、 それだけで な くこの

短期交替的性格は、 終身雇用、 年功賃金とい うたて まえの もとで は臨時工的性

格を負わされ 、 加えて男子労働者に 対する差別と相まっ て 、 男子若年労働者よ

りも
一
段と低い賃金を押しつ けられてい る場合が多い 。 こ うして年功賃金の も

とで の女子労働者は、 わが国の低賃金労働の
一

つ の具体的な存在形態で ある と

言えよ う。

　 6　　「柔軟な職務橘i造」 の特質

　 「日本的経営」 を特徴づ ける、 い わゆる 「柔軟な職務構造」 は独占企業にお

い て 、 不安定雇用労慟者や下請制中aJy’

；
w，

et細企業労働者と区別される本工労働者

として 、 新規学卒者が
一
括採用 さ孤 いわゆる 「職場」 に 直接配置されるなか

で形成される。

　トヨ タの平均的な職場 （組）構成に よ っ て 、 その こ とを考えてみ たい
。

エ長一 ［llil二糠：：二：
　工長 、 組萇、 班長は、 職種 （職務群〉の変更がほとんどない状態で平均的に

班長で 12年 、 組長で 18年、 工長で24年の勤続者である。 この間に終身雇用 、 年

功賃金の もとで 、 同期入社の大半は離職してい る こ とに なる。 終身雇用の エ ス

カ レ
ー

タにの っ たこれ らの職制の もとで職場に配置され た新規本工労働 蕎は、

「簡単な職務」 か ら順次難しい職務へ また特定の 課の 内部で相互に関連した
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職場を移動させ られながら、
「幅広い熟練」

「柔軟な嬲i購 造」 が形成される

ことにな る。

　工長、 組長、 班長とい っ た職制の もとで 職場の仕事」 るもとつ く 「職場集

団」 が形成されるが、 それは 「職務に基づ く労働組合」 に先立 っ て 葎在する 「

集団」 で あるとい うこ とに なる
。 戦後的条件の もとで 、

一
定期間戦闘的で あり

えたわが国の企業別労働組合に対して 、 資本はその立ち直りとともに 、 その 「

集団」 に依拠した労働組合の 内部か らの変質を系統的にすすめ、 今日 「職場に

組合がない 」 状態に まで至らせて い るの である。

Ill　 「日本的経営」 のコ ンピ ュ
ータ化 ・ ME 化

　わが国独占企業が今日すすめて い る生産工程の コ ン ピュ
ータ化 ・ME 化は、

日本的低賃金労働の 支配機溝としての 「日本的経営」 との関連におい て 、 特徴

的な様相を示すこ とになる。

　わが国鉄鋼生産の コ ン ピ ュ
ー

タ化につ いて言えば、 鉄鋼生産の基本的な技術

そ の もの は 、 世界的に も戦後新しい 原理に基づ く革新的な ものが登場したわ け

で はな く、 従来か らの個別技術の改良 ・ 組合わせ 丶
コ ン ビ za・・一タに基づ く自動

騨卸シス テム の適用などを基本とした大型化 ・連続化 ・拘束化 ・富動化に集約

されて い る。 新金鑼 装所の建設があいつ いだ1960年代後半にお い て総合オ ン ラ

イ ン ・コ ン ピュ
ー

タ ・シ ス テム化が促進された。
コ ン ピュ

ー
タの導入、 とくに

生産工程へ の導入は、 そ こで の労働の質的変化をもたらす。 銑鵡生産の申枢工

程で ある製鋼工程 ・転炉職場の 主た る労働は、

一
般職 上級職、 監督職 （班長

・作業樹 の区分に基づ き遂行されてい るが 、

一
般職の作業は、 ガス 回収装置

操作 ・炉の傾動 ・副原料投入 ・玉か け合図 ・合金鉄な どの段取り ・サ ンプル 採

取、 上級職の それは吹練計温作業 ・副原料投入｝旨示 ・待ち時間調整、 班長の そ

れは吹練の吹き止め指示で あり、 い ずれも計器監視 ・記録 ・点検 ・連絡な ど、

計器室での労働で あ っ て 、 かつ て の経験的熟練が要請される高温 ・重筋労慟で

はなくな っ て い る。

　機械工業において メ カニ カル ・オー トメ ー シ ョ ン として で な く、 本格的な 自

動化 、 FA 化 が進展するの はME 技術がコ ン ビza ・
一

タ技術と結合して発展をみ

る70年代から8槲 篭以降で ある。 ME 化に よ っ て実用化されたもの に はNC 工

作機械、 MC をはじめ作業n ポ ッ トや搬送ロ ボ ッ ト、 肖動倉庫などがある。
　M

E化は個々 の機械の自動化ばか りでな く、 工程全体、 工場全体の 臼動化を実現

するための前提条件をっ くりだした 。

　しかし、 ，製造工程へ のME 機器の導入もそれまでの労働に質的変化を及ぼす。
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FA 化は生産現場に おける操作をコ ン ピ ュ
ータ機構の なかに組み込む ことに よ

り、 これまで の熟練に よる操作労働を消滅させ 、 オ　一一トメ
ー シ ョ ンの 正常運転

をチ ェ ッ クする、 あるい は機械の簡単な保守をする 、 とい っ たい わゆる監視、

保守労慟が生産過程の主要な部分となる 。 他方で ME 機器に組み 込む制御i青報
を設計 し、 プ ロ グラ ミングする新たな労働を必要とするように なる。

ME 機器

の導入は旧型の熟練を不要に し、
二 極分解した新たな労働が要求される。

　
一
般 に企業経営がME 化をすすめよ うとするの は

， 言 うまで もな く省力化、

労働者の削減にある （表 1）。 しか し、 製造工 程の コ ン ビ ＝ ・
一一

タ化、 ME 化は

　　　　　表1　 山贓 所 ・ お け る隅 縦 緞 備と。／t“ft

項 　　　目 F　 M　 S ’
従 来 設 儲

ワー
クの種類と個 数 74種　 1

，
4σσ｛固 74種 　 1、400個

設　 備　 機　 械 M／C　　 工8台 汎驟
「
・
、63台

運 営人員（3シフ ト） 12名 215名

仕 褂 期 問
A 1．5日 35B、
B 3 日 90日

フ ロ ア ス ペ ース 2，7駅）m
’
（困 5坪 ） 6，500rげ

’
（1、970坪）

〔資科〕 f自動化技術」 エ952墨 ユ月号，48ペ ー’ジ，

労働者に と っ て はそれまで行っ て い た労働が質的に変わ り、 みずか らの職を失

うこ とにな りかねない とい うこ とで もある。　「日本的経営」 にお けるコ ン ピ ュ

ー タ化 ・ME 化の第
一の特徴は、 それに もかかわらず、 た とえば世界の産業用

ロ ボ ッ ト稼動台数の うち日本が解，3％を占めて い るこ とで もみ られるように 、

コ ン ビ ・…
一
タ化 ・ME 化の度合がきわめて高い とい うこ とで ある。　（図 1）。

図 1 σ∫
認

　 　 　 　 　
　 　 　 IA
　 　 　 　 　
　 　 　 13

　 　 　 12

　 　 　 工1

　 　 　 iO

198v末 1985冫杠　　1987末

t［V所 ：
「
脱 業川 ロ ボ ッ 1一の 月↓状 と展望 」

　　 （尋ヒ）U 凋三ρ蓋梁 月】o ボ ・
！　トコニ叢 ニヤ．　1988∫F10，i

　　　　 世 界の 産 業用 ロ ボ ッ ト糘 働台数

（v ニ ュア ル ・マ ニ ピ ュ
レ ータ．llili定 ン ーケ ン ス

’P

ポ ッ ト を除 く）
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これは 「日本的経営亅 におい て は、
「柔軟な職務構造」 「職場に労働組合の な

い 状態」 に よ っ て 、
コ ン ピ ュ

ータ化 ・ ME 化に対する労働者、 労働組合の反対

が基本的に はない こ とによる 。

　　「B本的経営」 に おけるコ ン ピ ュ
ー

タ化 ・ME 化の進展に ともなう特徴の第

二 は、 本工労慟噫の 削減に反 して 、 不安定耀用労働者や下請制中小零細企業労

働者の利用が鉱大して い る こ とで ある
。 鉄鋼業における社外工 労働者の増大 （

表2）、

　　　　　　 表 2
新日鉄本工 ・社外工 別構成 の 推移

碧 こ
ユ 960 1970 1980

実数（人） 構 成 比 案数（人） 構 成 比 実数（人） 構 成 比

本　　工

社 外 工

54．49417

，Σ6176
．323
．759

，64744

，43757

．342

，7
「

48，74754

，63547
。252
。8

訐 7ヱ，655100 ．0IO4 ，084100 ．O1G3 ，382100 ．0
（出所 ） 長 谷川 治清 研究報 告 厂日英鉄鋼企業 の 設 備近代化 と労働

較 蹶 」 1960年醐 舗 八 幡製鉄 と富士製 働 舗 で 示 して い る。

・管理 に 関す る 比

電機工業の 場合に は女子労慟者を削減して 、 よ り
一層不安定、 低賃金のバ ・一一　B

タイマ
ー労働者との入れかえ （表 3）、 自動車工業で は下請制中小零細企業の

利用の拡大 （裘 4＞とな っ て現れ る。

表 3
纖 工 欺 手聴 嘱 黝 向（人） 表 4 自動車工 業規模別事業所数従業者数の 推移

男　子 女　子 合　計 1973 年 1gso 年
工970．31972

．3272
，732297
．4741

工4，087106
，158386

β19403
，632

事業所数 従菜者致
1 事 業
所 当 り

事業者数 従業者数
1 事 桑
所 当 り

1974．3
　 　 　 3308

，616’
309．51286

．40272

，272395
，018381
，784

実数
構成

比

実 数

（人）
溝成

比

従 檠 考

数 実数
拷成

比
実 数
（人）

構成

比

従 業 者

数

1976。
1978．3293 ，42359 ，806353 ，229

　　　　　　自
9人以上 7．73653．633 ．4115 ．44 ．49 ，工3365 ．13819455 ．74 ．3

1980．3290 ，11055 、995346 ，105　 動
10、292 、40319．840 ．4916 ．416 ．92177819 ．849 ．5497 ．3L7 ，8

1982．3301 ，01061 ，580362 ，590　 車 30〜991 ．2go10．668 ，87410，953 ．4ll 窪799 ，！ 70，14610354 ．8
1984．33 工2，71366 ．947379 ，660　　

9

　 　 　　 　 同
10ト 2994463 ．775、5181L9169．35103 ，683 ，804 王3，3154 ．3

（資 料） 有働 証券 報告雹各 年度版 よ り作成。　　付 300−999201L7107 ，01716、9532 ．42391 ，7126β041 呂．5528 ．5
大 手13社…日立，東芝，三 菱電機，富　 属 自動車製造
士 電機，安川電 機，明電舎，神鋼電機，　 品 茱以外の ・　 58O ．5130，00920．52、24L562o ，4134，62619 ．72，171．4
富士通 1 臼本 竜気，沖電 気 松下 電 器，　 製 1，000人〜

造
三 洋，シ †

一プ 。

巣 自動車製造
菜の1．eoO28O ．2178，1G728，16361．032o ．2179，45326．35．507．臼
人以上

計 12，162100．0634，447100、O 14．033100．0682，827100．o

（出所）　工業銃計表
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「 日 本 的 労 務 管 理 」 と 弾 力 化

　　　
一

国 際 比 較 の た め に
一

明治大学　木元進一
郎

〔1〕は じ め に

　二 度にわた る石油 シ ョ ッ クに よ る深刻な影響に もかか わ らず 「良好な経済

パ フ ォ
ー

マ ン ス 」 を維持 しつ づ けて い る秘密 の ひ とっ と して 、　「日本的労務

管理 」 に 海外か ら熱い視線が注がれ fジャパ ナイゼイシ ョ ン 」 とい う言葉に

接す る こ と も珍 しい こ とで はな くな っ て きて い る。 また 1985年の 「プ ラザ合

意」 以降の 急速か っ 異常 な円高の 進行 ・ 定着の もとで の 海外直接投資 ・現地

生産 の 進展 に ともな っ て 、 　 「日本的労務管理 」 の海外移転 ・ 現地化の 動 きも

あ らわれて い る。
こ うした こ とを背景と して、　 「日本的労務管理」 の 特殊性

と普遍性に つ い て の 議論が 活発に な っ て きて い る。　 企業 と従業員との 「終

身的な 関係」 を 日本の経営組織の 第
一

の 特徴 と して 指摘 した アベ グ レ ン （J．C．

Abeglen）の 研究な どには じま る、 　「日本的労務管理 」 に かか わ る諸説 の 流

れにっ い て 、
こ こで た ちい っ て 検討す る余裕はない

。 しか し、 誤解をおそれ

ずに あ えて 極言すれ ば、　 「日本的労務管理 」 をめ ぐる論議の 力点の ひ とっ は 、

その 特殊性の 強調か ら普遍性の 強調に 移されて い る とい っ て も過言で はない

よ うに考え られ る。 こ の こ とは、 かな り便宜的で あるか も知れ ない が、　 「企

業別組合 、 年功序列給 、 終身雇用 などの 諸制度コ を 「再評価」　 「再発見 」 さ

れ るべ き 「日本的」 な もの 「日本独特の 制度」 として 強調 して い る 、 日本経

営者団体連盟 （日経連 ）第 16回総会での 前田専務理事の 発言や経済同友会経

営方策審議会 r新 しい経営理念』 （1965年 ）などにみ られる当初 の 見解 と、

高ま りっ っ あ る海外か らの 圧力や 「日本異質論」 などを意識 して か 、 　 「雇用

慣行自体 、 企業の合理性追求の 結果生 まれた もの で あり」　 「我が国企業に多

く見 られ る組織及び行動様式は、 実は 、 我が国だけで な く世界的に も優秀な

企業 はすで に用 い て い る とい う意味で 客観性や合理 性を もっ て い るの で は な

い か」 と普遍性 ・ 合理性を力説する 『経済白書、 1990年版S に み られ る最近

の 見解とを対照 してみ て も明らか で あろ う。

　 はた して 、 　 f日本的労務管理 」 は 、 日本 に特有 な特殊 日本的なもの か 、 そ
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れとも r海外移転論」 「H 本化論亅 や前記の 『経済白書』 などに み られるよ

うな普遍的 ・ 合理 的なもの なの か 、 　「日本的」 と呼ばれ る特質は、
い っ た い

奈辺 に存在す るの か 、 とい う問題が 浮か び上が っ て くる。 こ うした問題 に接

近する方法の ひ とっ として 、 イ ギ リス の 国家経済開発事務局（National

Economic　Development　Office＞やOECDで の 「労働市場の 弾力化亅

（Flexibilization　of　Labour　Matket）をめ ぐる論議、
「内部労働市場」

（Internal　Labour｝Aarket）にかかわ る諸研究 や 「日本的労務管理 」 の もとで

の 騨 力化亅 の 実態等を視野に いれて 、 職務規制の 「弾力化」 の 度合い や職

場秩序の ありよ う等を基準に 「弾力性」 と 「硬直性」 とを両極 とする
一

直線

上に 、 日本お よび欧米先進資本主義国の 労務管理をそ れぞ れ位置づ ける とい

う仮説（ 「国際比較の ための ひ とっ の仮説図」 参照）を措定した うえで 、

1980年代以降の労務管理の 動向にっ い て 、 若干の 整理 と比較 とを試みよ うと

するの が 、 この 報告の 課題で ある。

比 の ため の ひ とっ の

←
一

「
←

… 1 ←
… 一一i

FREXIBIRITY　← 一一一一一（PERSONNEL　ADMINISTRATION）一一一一一→ 　RIGIDITY

注　  　←
…

は 、 展開の方向を示す

　　  ？は、
「弾力性」 と 「硬直性」 とを両極 とする

　　　　
一

直線上の 中間の 不確定な位置を示す 。

一55　
一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

〔皿〕　 アメ リカの 労務管理 の 「弾力化」

　さ しあた っ て 、 アメ リカ の 労務管理 の 注 目すべ きひ とっ の 動向と考え られ

る労務管理 の 「弾力化」 「弾力的な労務管理」 の 追求にっ いて の 若干の 検討

か ら始め るこ とに しよう。

　労務管瑾の 「弾力化」 へ の 動きは、 もちろん 、
1980年代初頭に な っ て唐突

にあ らわ れた わけで はない
。 職務内容、 作業量、 配置 、 給与 、 昇進 、 配転 、

解雇等々 を含む職務規制をめ ぐる使用者と労働者 ・ 労働組合 との 問で の 攻め

ぎあい の なかで 、 労務管理の 「弾力化」 が使用者によ っ て それまで もたえず

計 られて きた こ とは 、 ア メ リカで も例外で は ない
。 しか しなが ら、 それに も

かか わ らず、 ア メ リカの 労務管理 は前掲の 「国際比較の た めの ひ とっ の 仮説

図」 に示 され て い るよ うに 、 イギ リス の 労務管理 ほ ど 「硬直的」 で は な い に

して も、 日本の それ と比べ る と 「硬直性j の 強 い もの で あ っ た 。 ア メ リカの

労務管理 の 「硬直性」 は 、 この 報告 の主要 な関心 にひ きっ けて いえ ば、 次に

み られ るよ うに 、

一
方に お けるテ イ ラ

ー（F．W．　Taylor）以 降の 伝統的な職務細

分化路線と、 他方に おけ る労働組合に よ る強固な職務規制との うえに労務管

理が構築 ・ 展開されて きた こ とに基づ いて い る もの と考え られ る。

　 まず 、 ひ とっ めの 、 職務細分化 につ い て で あ るが 、 あらためて 詳細 に述べ

て み る まで もな く、 テイ ラ
ー は、 計画労働 と作業労働とを分離 した うえで 、

作業の 「標準化」　 「客観化」
＝ 「職種 の秘密」 の解体を一 応完成させ るこ と

に よ っ て 、 労働力の 支出 ＝ 労働 に 対す る使用者 の 直接的な規制 の 途 をきりひ

らい た こ とは周知の とこ ろで ある 。 もちろん 、 こ うした こ とに たい して 、 当

時の 労働組合 ＝ 職業別組合に よる激しい抵抗が くりひろげられ た こ とはい う

まで もない 。

　そ の 後、　 「アメ リカ ・ プラ ン 」 と して知 られて い る1920年代 の 「攻撃的な

オ ープン ・ シ ョ ッ プ」 政策、 およ びそ れと〜
体とな っ て 進め られた雇用管理

や企業 内福利施設 、 さ らに は フ ォ
ー ドシス テ ム な どに よ っ て 、 使用者 によ る

直接 的な規制 は領域的に も質的に も拡大 ・強化されて い っ た。 ま た 、 テイ

ラ ー的職務細分化路線の 一段の展 開に ともな っ て 、 クラ フ ト（職種 ）の ジ

ョ ッ ブ（職務 ）へ の解体 → 細分化 は促進 され 、 職務の 細分化 とともに 同
一

職

務内で の 単純な職務か ら単純 で な い 職務 へ とい う職務群 （job　family，job
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cluster）や職務階梯（job　ladder）が形成 ・ 構築 され 、 内部昇進制が導入され

るな ど 、　「労働力の 供給独 占政策 」 を組合政策 とする職業別組合の 存立基盤

は切 り崩されて い っ た。 ちなみに 、 ゼ ン ゲ ンバ ーガ（W．　Sengenberger）は 、 内

部昇進制を 「内部労働市場の 古典的モ デル 」 ・ 「垂直的モ デル」 、 同
一 グ レ

イ ドの 異職務間移動や職務の 大括 り化等を 「内部労働市場の 水平 的モ デル 」

とい うよ うに 、 労働市場の 「内部化」 の二 っ の モ デル を区別 して い るが 、 内

部昇進制の 導入によ る労働市場の 「内部化」 は、 労務管理の 「弾力化」 に 関

して は注 目されるべ きマ イル ・ ス トンで あ っ た とい えよ う。

　 とはい え 、 他面に おい て 細分化され た個々 の 職務の 内容が職務記述書で 明

確に 規定され、
「職務境界 」 の 厳格な ライ ンが 明確化された うえで職務 ご と

に それ ぞれ の 賃金率が 適用され るよ うに な ると、　「人 と職務との 関係」 、 さ

らに は労務管理 は 「硬直的」 なもの とな らざ るを得ない 。 労務管理 の 「硬渣

性］ はそればか りで はな い
。 この f人 と職務 との硬直的な関係」 は 、 　 「パ

ター ン交渉」　 「キー交渉」 と呼ばれて い る、 全国的な産業別組合と当該産業

の 代表的企業 との 団体交渉をっ うじて 、 ひ とつ ひ とつ の 職務内容、 職務階梯、

先任権序列 、 昇進 。 昇給 、 標準作業量 、 配置や配転等々 にっ い て 、 言いかえ

ると労働力の 支出や処遇 などにかかわるほとん ど全て の 事項にっ い て 取り決

め られ るなど、 産業別組合の 組合政策と して の 「職務規制政策」 （job
control　 unionis 皿）の 展 開の もとで 、 労資関係の シス テ ム の 中に組み込 まれ

るに至 っ た 。 とりわけ、 先任権の 原則の貫徹は 、 内部昇進や解雇な どに あ

た っ ての 使用者の 自由裁量を働かす余地を皆無にす るなど、 使用者 によ る職

務規制 を著 しく制 限 し、 労務管理 の 「弾力化」 に と っ て は 、 きわめて深刻 な

意味を もた らした こ とは、 想像に難 くない とこ ろで ある。 しか しなが ら、

「人と職務との硬薗的な関係」 の うえに展開す る労務管理 は、 少品種の 標準

化され た製品の 大量生 産 の ため に展 開されて きた 、 た とえば フ ォ
ー ドシ ス テ

ム やそ の 路線上の その 後の fア メ リカ的生産方式」 （  erican 　System　of

血 nufacturing ）に集中化されて い る生産技術 ・ 手続の 安定的 ・ 持続的な維持

・ 運営に と っ て適合的な もの として 、 なん らの 疑問も提起されて こなか っ た。

その 当然の結果として 、 変化へ の 対応を著 しく困難 なもの に した こ とは 、 あ

えて 指摘され るまで もない とこ ろで あ る。
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　ところで 、
1970年代の 初頭の 頃か ら、 たとえば、   ア メ リカ 的大 量生産方

式の もとで の 労働の 無内容化 ・ 他律化 ・ 孤立化へ の 抵抗 として の 1972年の

「ロ ーズ タ ウ ン ・ ス トラ イキ」 、   二 度にわ た る石油 シ ョ ッ クを契機とす る

イ ン フ レの 進行や国際競争の 激化の もとで の 金融引締 めによ る設備投資の 停

滞 → 国際競争力の 低下 → 経営危機の進行 、   レ ーガ ン政権の もとで の 「双子

の 赤字1 の 深刻化と 「規制緩和 j 政策 の展 開、 さ らに は   消費行動の多様化

などをは じめ として 、 ア メ リカ資本主義の 動揺 と激動 、 不透明 ・ 混迷化は、

一
段と深刻化 して きた。 以上の よ うな現に 直面 して い る深刻な経済 ・ 社会環

境の 激動の み な らず 、 予測 しが た い 将来の 変化 に対応する とともに 、 国際競

争力を強化 して ゆ くこ とが 、 必至 とな っ て くる。

　そ の た めに は 、 た とえ ば 、 ア メ リカ的大量生産方式に典型化され て い る

「硬直的」 な生産方式か ら 「弾力的」 生産方式 ・ 「リー ン生産方式」 （Lean

Production　Syste皿）へ の 転換 、 作業組織の 再編 、 企業 内労働力の 流動化等を

お しすすめて ゆ くとともに 、 その 阻止要因 とな っ て い る労資関係 や労務管理

の 「硬直的」 な制度 ・ 慣行の 「弾力化」 が 図 られざるを得ない こ とは 、 使用

者の 観点か らすれば必然的で あ っ た
。 生産過程か ら労資関係や労務管理 に い

た るまで の 「弾力化 」 が 、 失業率 の 顕著 な上昇（1972年の 5．6％→ 1982年 の

9．7％）や労働組合組織率の 著 しい低下 （1945年の 35．5％ → 1980年 の 21．5％ →

1984年の 19．1X）に示 され て い るよ うな 、 失業 の恐怖の もとで の 労働組合運動

の後退を背景 とす る 「失業か譲歩か 」 を迫 る使用者の 対組合戦略 と一
体に

な っ て すすめ られ ざるを得 な くな っ た 。

　その対組合戦略は、 徹底 した露骨な組合排除の 戦略や 「協調」 をテ コ とす

る 「統合化」 戦略 、 あるい は労働組合 の 排 除な い しは弱体化を基 本 とす る排

除と 「統合」 との 「両刃の 対組合戦略」 （double− edged 　labour　relations

strategy ＞等々
、 きわめて 多岐多様で ある。 しか しなが ら、 そ れ らの なかで

も、 と りわ け 「統合化」戦略や そ れ らと一 体 とな っ て すすめ られて い る 「人

的資源管理 」 （Hufiian　Resource　Management） とい う名の 「組合無視の 洗練さ

れた新 しい労務管理 モ デル 」 （new 　sophiscated　 non −union 　mode1 　 of

perSOnneI　 management ）の 導入 ・ 展開は 、 職務規制組合政策 と職務細分化路

線との うえ に構築され て きた これ まで の 「硬直的」 な労務管理 の みな らず 、
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ニ ュ
ーディ

ール以降の 「伝統的な労使関係制度」 に 大きな転換を もた らすも

の と して 、 多大の 関心をひ きお こ して い る。 こ うした動向が、 基 本的な動向

として 、 ア メ リカの 労資関係や労務管理 を左右するか否か にっ い て 断定的に

述べ るこ とに 、 後述の よ うに い ささかの ため らい が あるに して も、 労務管理

の 「弾力化」 とい うこ こで の 関心 に と っ て は 、 注 目すべ き動向の ひ とっ で あ

るこ とはい うまで もない 。 以下 、 その 新 しい動向の 若干の 事例に っ い て労務

管理 の 「弾力化」 に限定 した うえで み るこ とに しよ う。

　その ひとっ の 事例は、 GMにみ られ る事例で あ る。
　GMで は 、

　 UAWとの 交渉に

もとつ い て QVVLプロ グラ ム の
一

環 として 、 伝統的な職務分類の 再編成 ＝ 職務

分類の 削減 、 先任権原則 の緩和、 就業規則の 変更などの うえに 、 10〜 15人の

労働者か ら構成されて い る作業チ ーム （work 　team）を主要単位とするチ ーム

作業方式（operating 　team　system）が導入 され た。 この チ ーム 作業方式は、

あ らま しっ ぎの よ うなもの で あ る。

　  　チ ーム ・ リーダーの指導の もとで 開か れ るチ ー ム の 会合で 、 日々 の 仕

　　事の 割当て 、 検査 、
マ テ リアル ・ ハ ン ドリング、 清掃 な どへ の職務の 拡

　　大や職務間の ロ
ー

テイ シ ョ ンが決定されるなど、 作業 チー ム 内で の 職務

　　分類の 弾力化、 大括 り化が 図 られて い る。

　  チ ーム の メ ンバ ー と部晶供給者や工 場1職 員との 接触、 チ ーム の メ ン

　　バ ー へ の 会社の コ ス トや収益に 関す る資料の 提供な どの 方法 によ る 、 労

　　働者 の 「経営参加」 が図 られて い る。

　  習熟 した仕事数 に よ っ て 時間あた り約15％の 付加給 を支給するとい う

　　多能工 化奨励加給制（pay−for
−knowledge　syste 皿）に よ っ て 、 作業 チ ーム

　　 管轄内の職務の 弾力化、 多能工 化が 図 られ て い る 。

　以上が GMの チ ー ム作業方式の あ らま しで あるが 、 これまで の伝統的労資関

係 ・ 職務規制の もとで 労働協約に よ っ て 詳細に 規定 ・ 運営されて い た職務分

類や先任権に基づ く、 昇進、 職務範囲 、 配 置転換 、 レイオ フ期間中の 降格

等 々 が 、 作業チーム によ っ て 取 り扱わ れ るなど 、 伝統的な職務規制や先任権

が ほ りくずされて い る し、 職務分類が削減され るなど 「弾力化」 がすすめ ら

れて い るこ とは 、 あえて 指摘するまで もな い
。

　 もうひ とっ の 事例は 、 フ ォ
ー ドの EI（Employee　Involvement）活動の 事例で
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あ る。 フ ォ
ー ドで は 、 GMの QWLプ ロ グラ ム よ りかな り遅れ 、

1979年の UAW ・

フ ォ
ー ド全国協約の締結に ともな うEI問題全国労使合同委員会（UAW−Ford

National　Joint　Colmnittee　on　Employee　Involvement）発足後の こ とで あ っ

た
。 当初の EI活動は、 クオ リテ ィ

・ サ ー クル と して の 性格の 強 い もの で あり、

そ こで の討議事項は労働条件以外の 事項に 限定されて お り、 EIグル ープ活動

と団体交渉との 峻別は原則 とされて い たが 、 実際は必ず しもこの こ とが守 ら

れて い たわけで はな く、 団体交渉事項へ の EIグル ープ活動によ る蚕食の傾向

がない こ ともなか っ た。

　こ うした傾向は 、 そ の 後
’

80年代の 自動車産業の 不況の 深刻化およ びそれ

を背景とする
’

82年協約体制 ＝ 「譲歩交渉」 （concessionary　bargaining＞の

もとで 、 部単位 チーム へ の EIグル ープ活動の 転換に よ っ て 、 労働者参加と就

業規則問題 とをよ り密接 に 結びつ け、 EIグル ー プ活動で の 労働者参加 の拡大

→ 就業規則の 変更の 実質化 を促進させ るな ど、 EI活動の 推進 に よ る職務規制

・ 職務内容などの 「弾力化」 → 労務管理 の 「弾力化」 を一 段とお しすすめ よ

うと した。 以上の よ うな傾向は 、 GMや フ ォ
ー ドの み に み られ るだ けで は な く、

T．A．コ ーチ ャ ン とH，　C，カ ッ ツ （T．　A．　Kochan ＆H．　C．　Katz）によ っ て もしめ さ

れ て い るよ うに 、 ナ シ ョ ナ ル ・ ス テ ィ
ール 等 に もみ られ る と ころで あ る。

ところで 、 　 「弾力化」 を追求 しよ うとする以上の 動向は 、 新 しい 動向 として

注 目され な けれ ばな らない に して も、 はた して 、 それ はア メ リカの 労資関係

や労務管理 全般 の動 向なの か 、 そ して また 、 それ は将来の 方向を規定す る も

の とな り得るの で あろ うか 。

　こ の 点に 関 して 、
34人の 組合役員と23人の 研究者の 参加の もと1983年 6月

にMIT で 開催され た 「転換期の アメ リカ労使関係」 と題する会議で の 、
っ ぎ

の よ うない くっ かの 発言は示唆に 富む もの と思われ る。

　たとえば 、 H．　C．カ ッ ツ は 、 自動車、 鉄鋼 、 電機、 石油精製、 航空 、
ゴム

、

精 肉、 衣類 、 トラ ッ ク運送 の 9大産業の 1982年 団体交渉 にっ い ての 分析をっ

うじて 、 　 「革新的な交渉」 は 、 すべ て の 業種の 企業で 行われたわけで は な く、

経済的な危機に直面 して い る業種で は重要な変化 はあ っ たが 、 相対的に経済

状況の 良好 な業種で は 、 こ れまで の 団体交渉方式が維持されて い ると述べ て

い る。 また 、 T．A．コ ーチ ャ ン とM．　J．ピオ レ （MJ ．Piore） に よれ ば 、 　「1970年
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代と比べ る と今 臼で はよ り多くの 組合 リーダーが QYVLプロ グラ ム に積極的に

参加 して い るが 、 依然 として多 くの 組合 リーダー
は ま っ た く懐疑的で あ る」

とされて い る。 世界 の トッ プ150 製造業の ひ とつ
、 従業員 9万 4000人の 巨大

製造コ ン グロ マ リ ッ ト企業傘下の組合の 組織されて い る工場 と未組織工 場と

を対象とす る 「弾力化」 にっ い て の A．ヴ ァ
ー

マ （A．Verlra） とT．　A．コ ーチ ャ ン

によ る事例研究 に よれば 、 組合型工 場で の 職務分類数 は98、 賃金階梯数は14

で あ るの に た い して 、 未組織工 場で は、 職務分類数30
、 賃金階梯数9 と職務

の大括り化が行われて い るこ と、 先任権の 原則が組合工場で は100％実行され

てい るの に たい して
、 未組織工場で は80Xで あ る こ とや QWLプ ロ グラム が導

入されて い る工場は 、 組合型工 場の 67％で あるの に た い して未組織工場の

8餠 で あ るこ とな どが、 明らかに されて い る。

　以上か ら、
っ ぎの よ うに述べ るこ とにい ささかの ため らい もない こ ともな

い が 、 労務管理 の 「弾力化」 がすすめ られっ っ ある職場は 、   企業業績の 不

振、 経営危機が進行し、 失業の 恐怖が深刻化 して い る職場、   労働組合の 弱

体化ない しは企業主義化が進行して い る職場ない しは未組織の 職場、   進出

日本企業 の職場で あるとい っ て も大過 ない よ うに 考え られ る。 しか も、　「弾

力化」 をめ ぐる組合内部や組合役員との 対立 、 導入されたチ
ーム 作業組織の

もとで の 組合員に よ る抵抗が あ らわれて い る し、 そればか りで は な く、 導入

され たチ ーム作業方式が その 後の ス トラ イキによ っ て廃止 され るなど、 ア メ

リカにお ける労務管理の 騨 力化」 の 動向は、 後述の 日本に お ける f底な し

の 弾力化」 とは様相を異に して い る とい え よ う。

〔M 〕　 ヨ ー ロ ッ パ 先進資本主義国で の 労務管理 の 「弾力化」

　1980年代中頃よ り、　「労働力 ・ 社会闘題委員会」 と 「労使関係に 関する

ワ ーキ ン グ ・ パ ー
テ ィ 」 とが 中心に な っ て 「労働市場の 弾力性」 に っ い て 検

討をすすめて い るeECD（Organization　for　Economic　Co−operation 　and

Development）は 、
1986年に r労働市場の 弾力性」 と題するOECD事務総長宛 の

報告書 （ 『ダー レ ン ドル フ （R．Dahrendorf）報告書』 ） と 「テ クニ カル ・ レ
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ポー
ト」 とを発表 し、 1989年に は企業 レベ ル に重点をお い た 『労働市場の 弾

力性一 企業内の諸傾向』 な どを公刊す るなど、 　「弾力化」 問題 に 積極 的な姿

勢を示 して い る。
『ダー レン ドル フ報告書s の 序文で 、 経済生活の 活性化 、

新た な社会 問題の 解決 、 生活の 質の 向上 とい う課題に こたえ る有力 な方法と

して 、　 「労働市場の 弾力化」 を提唱 して い る。

　イギ リス で は、
1985年 2月22日にCBI（イギ リス産業達盟 Confederatien

of　British　Industry）の 覚書 『変化する労働組織』 が 、 同25日に は雇用大

臣の 覚書 『作業方法 と実際』 が 、 同26日に はTUC（イギ リス労働組合評議会

Trades　Union　Congress）の 文書 1新しい ジ ョ ッ ブー 経済調整 と労働市場』 が 、

政 ・ 労 ・ 使三者構成の NEDC（経済発展審議会 National　Economic

DevelopmentCouncil）に あ い つ い で 提出され 、 政 ・ 労 。 使の 間で 「弾力化」

をめ ぐる論議が展開された 。 その 後1986年 7月に 、 サ セ ッ クス 大学労働力研

究所 （Institute　of　Manpower　Studies 略称 IMS）へ の 委託調査研究の 結果

が 、 経済発展審議会の 合意の もとにNEDO（経済発展事務局 National

Econo血 c　Development　Office）『変化する作業方法
一

新 しい ニ ーズ に応え る

ため に企業 は いか に 弾力性を達成するか』 と して発表 され た。

　以上の ご く僅か な例証か らも明 らか なよ うに、 イ ギ リス を含む西ヨ ー ロ ッ

パ の 先進資本主義の 諸 国におい て も、 　 「弾力化」 を追求 して ゆ こ うとする動

向が 、　 「日本化」 や 日本企業の 進出な ど と も関連 して あ らわ れ て きて い る。

こ うした動向の背景に は、 世界的な規模で の 資本主義経済の 動揺の 深刻化や

企業間競争の 激化 、 技術革新や 「合理 化」 の展 開が ある こ とは もちろん の こ

とで あ り、 イギ リス で は以上の 要因に加 えて リセ ッ シ ョ ンの もとで の 不安定

就業者の 増大 ・ 失業へ の恐怖→ 労働組合運動の 後退傾向や サ ッ チ ャ
ー政権下

か らひきっ がれて い る 「男 らしい経営」 （macho
−mafiagement ）戦略が推進要因

と もな っ て い るこ と は否定され得 ない 事実で あるよ うに考え られ る。

　 こ こで は 、 紙幅の 関係上 イギ リス に お ける若干の事例に あ しが か りを求め

て考えて み るこ とに しよ う。

　その ひ とっ は 、 NEDOの前記報告書で ある。 サセ ッ クス 大学労働力研究所の

J．ア トキ ン ソ ン によ っ て 『弾力性 、 不確実性 と労務管理 』 とだい する IMSリ

ポー ト89号 （1984年 ）で展開され たア トキ ン ソ ン ・ モ デル ＝ ： 「弾力的な企
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業」 モ デル に依拠して作成されたNEDO報告書は 、 数量的弾力性、 機能的弾力

性、 外部化、 賃金弾力性にっ い ての 調査研究を行い 、 暗に 「弾力化亅 の追求

を提唱 して い る。 そ こで は 、 下請化や不安定就業労働者の導入→ 「核 とな る

労働者」 と 「縁辺労働者」 とを区別 した うえで 、　「核とな る労働者」 の雇用

慣行 ・ 作業慣行の 「弾力化」 、　 「職務縄張りユ の 緩和→ 職務の 大括り化→ マ

ルチ ス キル 化、 柔軟な配置 、 厳格な職務賃率の みな お し、 労働時間の 「弾力

化亅 など、 広範囲に わた る 「弾力化」 が うたわれて い る。

　もうひ とっ の 事例 は、 た とえば、 GMの イギ リス の 子会社ボクソ ール の エ ル

ス ミア 。 ポ ー ト工場に おけ る 「弾力化」 の 事例に 見い だされ る。
1 億6000万

ポ ン ドの エ ン ジン工場の 新設とい う条件 と引 き替え に 、 数カ月にわ た る団体

交渉を経て 、 1990年に 、   労働組合の 「職務縄張 り」 を廃止す る、   集団に

よる作業を原則と し、 労働時閲や職務内容の 変更に制限を設けな い 、   調停

・ 仲裁を含む新 しい紛争解決手続きを設け る、   繁忙期の パ ー ト労働者の 導

入を妨 げない 、   職種を30か ら8 に まで 削減する、   4っ の労働組合が意見

をまとめて 団体交渉を行 う、 などを主要な 内容とする 「弾力化」 がすすめ ら

れて い る。 同 じよ うな動向が在英日本企業 で もみ られ る こ とは 、 P．ウ ィ ッ キ

ン ス （P．Wickens）の 『日産 へ の 道
一

弾力性 ・ 品質 ・ 集団作業一
』 （1987

年） な どで も報告されて い る。

　以上の よ うに 、 政府や使用者団体等か ら広範な 「弾力化」 の 導入 ・ 推進が

提起 され、
その 導入に乗 り出す企業 もあ らわれて い るが 、

っ ぎの 事実は注 目

されなければな らな い
。 そ の ひ とっ の 事実は 、 導入されて い る企業の 多 くは、

進出日本企業かさ もなけれ ば、 深刻な経営危機に 直面 して い る企業 、 あ るい

は労働時間短縮を代償とす る企業等に み られ る とい う事実で あ る。 他の ひ と

っ は 、 た とえ ば 「失業か 、 弾力化か 」 、
「雇用慣行の 見直 しな くして 時短な

し」 とい うよ うな使用者の 強圧の もとで 、 労務管理 の 「弾力化」 に組合が 同

意せざるを得な くな っ た とこ ろです ら、   十分な教育訓練や案全確保の 実施 、

  職務の 限定的拡大、 異職種 ・異熟練へ の 移動の 制限 、   「弾力化コ の 実施

。 運用に たい する労資合同の委員会に よ る監視などが 、 労働協約に 規定され

るな ど、 労働魍合に よ る一 定の 歯止めがか けられて い る とい う事実で あ る。

紙幅の 関係で これ以上た ちい る余裕 はない が 、 先進資本主義国の なかで も労
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務管理 の 「硬直性」 が伝統的に きわだ っ て 強 く（ 「国際比較の ための ひ とつ

の 仮説図」 参照）、 きびしい経済状況の もとで の 「弾力的」 な対応 が著 しく

疎外され て い ると考え られ るイギ リス で 、 以上 の僅か な事実か らも十分理 解

す るこ とが で きるよ うに 、 労務管理の 「弾力化1 に一定の 歯止めが かけられ 、

労働組合 によ る規制が 維持されて い る こ とは 、
つ ぎに み られ る日本の 労務管

理 の 状況 との 対比で きわめて 特徴 的で あ ると言え よ う。

〔W 〕　　「日本的労務管理 」 に み られ る 「弾力化」

　以上 は 、 ア メ リカや イギ リス など海外先進資本主義の 国々 で 1980年代初頭

よ りみ られ るよ うに な っ た 、 労務管理 の 「弾力化」 へ の 方向に つ い て の 素描

で あるが 、 そ れで は 「日本的労務管理 」 の 「弾力性 」 なり 「弾力化」 動向な

りは どで あろ うか。

　この こ とと関連 して 、 われわれの 関心 をひ きお こさせ るの は 、　 「日本的労

務管理亅 を 「硬直的」 な もの と して とらえ る見解で ある。
「年功 ・ 学歴 に も

とつ く画
一

的な一
括管理 」　「流動性に 乏しい 終身雇用制」 とい うよ うに 、

「弾力性」 を否定 し虫り、 こ とさ ら 「硬直性1 をス テ ロ タ イプ的に 強調す る

通説は論外 として 、 た とえ ば 、
「集団の 和 を柱 とした非常に融通の きく妙味

の ある仕事の 体制が成り立 っ て い た 」 とか 、　「年功人事はむ しろそ の柔軟性

の ゆえに 多 くの メ リッ トを もち得た」 とか 、　 「日本的労務管理」 の 「弾力

性」 にっ い て指摘 しなが らも、 硬 面性」 の 側面に 強調 の力点をお く見解は

注 目され な けれ ばな らない
。 こ うした見解 は 、 あえて極言すれば 、 先進資本

主義国で そ の 例をみ な い 「弾力的」 な 「日本的労務管理 」 の 一
層の 「弾力

化」 の た め の伏線 として
、　 「硬直性」 の 側面を探 し出し、 あるい は強引に想

定 した うえで 強調 して い るよ うに解され るか らで あ る。

　ところで 、 他 の 機会 に もみ て お い たよ うに 、 戦後労資関係の解体 ・ 「経営

権の 回復」 の もとで の 形成へ の 胎動を前駆と して 、   第 1次高度成長期に構

築 され 、   そ れ に ひ き続 く第 2 次高度成長の もとで導入された 「能力主義管

理 」 によ っ て 「合理 化 ・ 洗練化」 されて 定着 し、   2 度に わ た る 「石油 シ
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ヨ ッ クi の もとで の 再編を経て 、

’

80 年代初頭に至 るまでの 「圏本的労務管

理」 の根底を一
貫 して 流れて い るもの は 、　騨 力化」 の 追求 ・ 強化そ の もの

で ある。 あらためて指摘するまで もな く、　「年齢と家族数 とい う客観的基

準」 によ っ て基本給が算定されて い た電産型賃金体系に か わ る人事考課を

「絶対必要条件」 とする定期昇給制度の 導入 、 作業長制度に よ る職場支配 の

強化、 労働組合の企業主義化等々
、 その 構築の 当初よ り r日本的労務管理 」

は、 使用者 の 思い の ままの 規制に途を開 くもの として 「弾力的」 な もの で

あ っ た。 その後 「能力本位」 とい う日 実の もとに 「合理 化 。 洗練化」 された

「目本的労務管理 亅 の 「弾力化」 路線に は 、 た とえ ば 、 昇給 ・ 昇進は もちろ

ん の こ と教育 ・ 訓練や配置 ・ 異動 ・ 出向か ら雇用契約の 終了に い たるまで の

「人事 ・ 労務管理 の トー タル ・ シス テム 化」 によ っ て能力主義的個別化 ・ 選

別化が 強化 され るなど、 すさまじい もの が あ っ た
。

　以上の こ との一一eeは、 た とえば、 高度成長の 始ま る年の 1955年 に入社 し、

高度成長の ま っ ただ中で 「サラ リー
マ ン生活」 を営み はじめ た 259人は、 入

社後 9年め に全員係長に 自動的に昇進するこ とがで きたが 、 その うち13年 め

に課長 に昇進 し得 た もの は 、 2眠 にす ぎず 、

一 番お くれて17年め に課長 に 昇

進 した者の 71Xが部長代理 に昇進する前に退職 して い る とい うこ とを、 実証

的に克明に 考察 して い る花田光代氏の 調査か らも明らかで ある。 そ こ に貫か

れて い る論理 は 、 徹底した 「効率主義」 に もとつ い て 、 非採算部門を縮小な

い しは廃止 し、 採算部門を育成 ・ 拡大す るとい う 「効率 と競争 の 論理 1 で あ

り、 もの すごい ばか りの 騨 力化」 の 論理で ある とい っ て も過言で はなか ろ

う。

　以上の よ うな 「弾力化」 路線は 、 1980年代初頭以降の 内外の 経済 ・ 社会環

境の 激動、 先行きの見 とお しの 「不透明性」 の進行に と もな っ て 、 急テ ンポ

で強め られっ っ あ る。 その 第一 弾 ともい われ るべ きもの は 、 日本生産性本部

T新 たな雇用慣行の確立をめ ざして 』 （1980年 ）、 日経連 r雌 化の 進展 と企

業の 対応』 （1984年 ）、 経済同友会 『ME化の 積極的推進 と労使関係』 （1984

年）等にみ られ る 「H本的労務管理 」 の 本格的な再編にむけて の 使用者団体

によ る提言で あ っ た 。 この よ うな使用者団体の 動きに 、 あたか も対応するか

の よ うに 、 　『雇用保険法』 の 改正 （1984年 ）、 　「職業能力開発促進法』
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（1985 年） 、 　i労働者派遣法』 （1985年 ）、　 r男女雇用機会均等法』 （1986

年 ）、　1高齢者雇用安定法亅 （1986年 ）等の 制定 、　『労働基準法』 の 改正

（1987 年）な ど、 矢つ ぎばや の労働法制の 改正 ・ 制定等に よ る戦後労働政策

の 本格的 な再編が 強行 された 。 た とえば 、　『男女雇用機会均等法』 の 制定を

契機 として 、 複線型 ・ コ ー
ス 別人事 ・ 賃金制度が 、 金融機関や商社を手始め

に導入され、 あるい は 『労働者派遺法』 の 制定を契機と して 、 い ちだん と

「雇用形態の 多様化」
一 「核労働者」 と 「使い 捨て 労働者」 の 分断、 不安定

就業労働者 の 拡大 な ど一 が促進 されっ っ あ る。 激動す る21世紀 に たい す る危

機感の もとで 、 　 「弾力的な労務管理 」 の 構築に 、 使用者団体が いか に積極的

に乗 り出して い るか は、 前記の 労働法制の 再編と一 体とな っ て 、

　  　関東経営者協会 『雇用形態の 多様化と これか らの 雇用管理 の 方向』 ，

　　　1987年

　  生産性本部 『労働市場の 変容 と総合人材管理」 ，1987年．

　  労働省人事労務管理研究会，組織活性化専門委員会報告 ，
1987年．

　  同， 団塊の 世代活性化専門委員会報告， 1987年．

　  同， 企業の 人材調整シ ス テ ム専門委員会報告 ， 1988年．

　  同 ， 高齢化等 の 下で の 人事制度に 関す る専門委員会報告 ，
1988年．

　  生産性本部 r群管理制度の 構想 と設計』 ， 1988年．

　  生産性本部 r多様化時代の 賃金処遇制度 ll988 年．

　  労働省人事労務管理研究会 r産業 ・ 労働力構造の 変化とこ れか らの 人

　　　事 ・ 労務管理 』 ，
正989年，

　  日経連 『活力あ る豊か な高齢化社会の 構築をめ ざ して 』 ，
1990年．

な ど、 あ い っ い で提言 されて い るこ とな どか らも容易に推察され るとこ ろで

あ る。 こ こで は 、
こ れ らの 文書の それぞれにっ い て 、 た ちい っ て検討す る余

裕はない
。 しか し、 た とえば 、 　「雇用形態 の多様化」 の 名の もとに 、

パ ー ト

タイ マ
ー

、 ア ルバ イ ト、 契約社員、 派遣労働者な どの 不安定就業労働者 の い

ち じる しい 導入が はか られ 、
1982年で は 6 ：1で あ っ た正 規労働者と非正規労

働者との 比率が 2000年に は 3：1に な る と試算され て い る こ とや 、 国鉄時代の

324の 職名が 144に統合 され る とともに 、 　「業務上 の 必要」 に よ り他職名 へ

の 従事が強要され るなど、 包括的 ・ 無限定的に とい っ て も過言で はない ほど
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職名と職務内容 との 対応が大幅に 「弾力化」 されたJRの事例、 出向 。 配転 ・

単身赴任や定年年齢前で の 退職が 、
「弾力的」 に 、 よ り直截に表現するな ら

ば 、 使用者の 思い の ままに 日常的に 行われて い る事例等に 、 端的に示さ れて

い るよ うに 、 　「底な しの 弾力化」 が繰りひ ろげ られて い る し、 さ らにそ うし

た動向が い ちだん と追求 され よ うと して い る といえよ う。 労務管理 の 「底な

しの 弾力化」 の 過程 は 、 労働組合に よ る規制 の 1底な しの 後退」 、 さ らに は

「弾力化」 へ の 埋没 ・ 融合の 過程 であ るこ とは 、 あえて指摘するまで もな い
。

〔V 〕 お わ り に

　以上きわ めて大雑把に素描 して きたよ うに 、 これ まで労務管理 が きわ めて

「硬直的」 で あ っ た と解 され るイギ リス や 、 比較 的 「硬直性」 の 強か っ た ア

メ リカ に お いて 、 内外の経済 ・ 社会環境の激動、 経営危機の 深刻化 、 硬直的

な大量生産方式か ら 「弾力的生産方式」 （flexible　manufacturing 　system ）

へ の 転換 、 労働組合運動の あい っ ぐ後退等の背景の もとに 、
1980年代初頭以

降、 労務管理 の 騨 力化」 へ の 動 きが あ らわれて い る。 こ うした なかで 「

ジャ パ ナ イゼ ー シ ョ ン 」 （Japanization）とい うこ とが語 られ 、 あるい は 「日

本的労務管理 」 モ デルの 「普遍性論」　「経済合理性論 」等 も登場 して い る。

しか しなが ら、 すで に みて お い たよ うに 、 海外先進資本主義国で労務管理 の

騨 力化」 が 進め られっ っ ある職場は、 現在の ところ 、
い ち じる しい 経済困

難に 直面 して い る業種や企業、 労働組合運 動の 後退 して い る職場や未組織の

職場 、 進 出日本企業等で あ っ て 、 全般的 に波及するか 否か 、 支配的な動向に

転化す るか否か にっ い て 即断する こ とは容易で はない 。 しか も、　「弾力的な

労務管理」 の 導入に あた っ て の 労資間紛争な い しは困難 な交渉も稀で はない

し、 また
一
定の 組合規制に よ る歯止めがか け られてい る。

　以上の こ と との 対比で 、 日本 にお け る 「弾力化」 に っ い て み る と、　騨 力

的な労務管理 」 の 具体化されて い ない 職場を見 い だすの に 困難を覚える ほど

広く導入 されて い るし、 採用か ら雇用契約の 終了に い た るまで の 全般にわ

一67一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

た っ て 、
い わ ば領域的に なん らの 制限 も無 く、　「弾力化」 の 度合の とどまる

ところ を しらない か の よ うに追求 されて い る。　 r垣根な しの 弾力化」 「廐 な

しの 弾力化」 と規定 して も過言で はない
、 日本の 職場の 労務管理 の 「弾力

化」 は 、 海外先進資本主義国の それ とは異 な っ た特質を もっ て い る とい えよ

う。 この こ とに た ちい っ て 検討す る余裕はない が、　「垣根な しの 弾力化」

「底 な しの 弾力化」 が 、 労働者 、 労働者集団、 労働組合等によ るなん らの み

るべ き規制もない ままにまか り通 っ て い るばか りで はな く、 　 「受容」 されて

い るその 根底に は 、 労働組合の 限りな い 企業主義化 とい う深刻な状況があ る

こ とは もちろんの こ とで あ る。 そ れ とと もに 、 職種 を特定 しな い ままで の 新

規学卒者の 定期採用、 ジ ョ ッ ブ ・ ロ
ー

テ イ シ ョ ン と OJTを中心 とす る企業主

導的な技能 ・ 熟練形成が 、

一
方で 外部労働市場に た い する労働者の 「弾力

性」 の 弱体化 ＝ 企業閉鎖性の 強化を もた らすとと もに 、 他方ですさ ま じい ば

か りの r弾力化」 、 苛酷な まで の 競争主義的な 「企業社会」 の 受容を容易 に

して い る こ とに注目されな ければな らない 。　 「会社人」 と して の 「入社」 と

い う、 わ が国独自の 正規労働者の採用方式が
、　 「日本的労務管理 」 の 異常な

まで の 騨 力性」 と強いかかわ りを も っ て い るひ とっ の 要因で ある と考え ら

れ る。

　もし、 以上 の ように言 うこ とが で きるとすれば、 採用方式の それぞれの 国

の特殊的性格 との か かわ りで 、 労務管理 の 「弾力化」 に っ い て の よ り具体 的

かっ 詳細な検討が行われ なければ な らな くな っ て くる。 それ とともに 、 　 「底

な しの 弾力化」 の 追求の
一 環 と して 日本の 職場で 進あ られっ つ ある 、 不安定

就業労働者 による正規労働者の 代替、　「核労働者の ス リム化」 、　「会社人」

として働 き続 けて きた中高年齢者に重点をお い た選別的 ・能力主義的人員削

減等 によ っ て 、 　 「弾力的な労務管理 」 や そ の もとで の 「企業社会」 に どの よ

うなイ ンパ ク トが もた らされて い るかなどが検討されなければな らな くな っ

て い る。 これ らの点につ い て は 、 他の 機会に考えて み る こ とに した い 。
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年 功 賃 金 と 労 働 力 の 価 値 法 則

奈 良 産 業 大 学 海 道 　 進

1 ． 序

　 労 働 力 の 価 値 法 則 が 、 　日 本 の 年 功 賃 金 の 諸 現象 形 態 の 中 を ど の

よ う に 貫 徹 し て い る の か 。 そ れ は、 年 功 賃 金 と 労 働 力 の 価 値 と の

関 連 を 究 明 す る こ と で あ り、 労 働 力 の 価 値 の 側 面 か ら の 年 功 賃 金

の 考 察 で あ る。 年 功 賃 金 の こ の よ う な 分 析 は、 多 く の 年 功 賃 金 に

関 す る 研 究 が な さ れ て い る に も か か わ ら ず 、 　ほ と ん ど な さ れ て い

な い と い っ て も 過 言 で は な い
。 日 本 の 年 功 賃 金 の 中 を 労 働 力 の 価

値 法 則 が 貫 徹 し て い る 諸 形 態 を 分 析 す る こ と に よ っ て 、 年 功 賃 金

の 変 化 の 必 然 的 な 諸 現 象 を 理 論 的 に 解 明 す る こ と が 可 能 と な る で

あ ろ う。

　 年 功 賃 金 と は 、 　そ の 支 払 原 則 、 性 格 を 異 に す る 職 務 給 の 賃 金 制

度 、 　 そ の 基 礎 と な る 職 務 評 価 （job　 evaluation ）を 労 働 力 の 衡 値 と

関 連 さ せ て 理 論 的 に 考 察 さ れ た の は 、 九 大 の 副 田 満 輝 教 授 で あ っ

た
。 も し 副 田 教 授 が ご 存 命 で あ れ ば 、

・
あ る い は 年 功 賃 金 に つ い て

も 労 働 力 の 価 値 と 関 連 さ せ て 考 察 さ れ る の で は な い か と 思 わ れ る。

副 田 教 授 に は そ の よ う な 理 論 的 基 礎 が で き て い た か ら で あ る。

　 こ の 副 田 教 授 の 職 務 給 研 究 を 高 く 評 価 さ れ た の が 、 　古 林 喜 楽 教

授 で あ っ た。 古 林 教 授 は、 　労 働 力 の 価 値 と の 関 連 に お け る 賃 金 論

を 基 礎 と し て 賃 金 形 態 を 研 究 さ れ、　そ の 一 環 と し て 年 功 賃 金 を 分

析 さ れ た。 そ こ で は 年 功 賃 金 を 「 剰 余 価 値 法 則 下 向 運 動 法 則 と 労

働 力 価 値 上 向 運 動 法 則 と の 相 互 作 用 に よ っ て 生 ま れ た も の 』 、 　 「

低 賃 金 を 少 し で も 補 充 せ ん と す る 上 向 の 運 動 法 則 の 結 果 も た ら さ
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れ た も の 」 と さ れ 、 　 「法 則 に 即 し て 問 題 を 解 明 し て ゆ く の で な け

れ ば 、 科 学 的 な 解 答 と は 言 い え な い で あ ろ う 」　（ 「経 営 労 働 論 序

説 」 1967 年 、 258 ペ ー ジ ） と 結 論 さ れ て い る 。 そ こ で は 、 剰 余 価 値

法 則 、 労 働 力 の 価 値 法 則 と の 関 連 に お け る 年 功 賃 金 の 研 究 が 重 要

で あ る こ と を 指 摘 さ れ た 。 　こ こ で は 、 そ の 研 究 方 法 に も と づ き 年

功 賃 金 の 分 析 が な さ れ る 。

2 ．　労 働 力 の 価 値 法 則 と 賃 金

　 資 本 主 義 企 業 に お け る 労 働 者 の 賃 金 の 本 質 は 、 労 働 力 の 価 値 で

あ る 。 そ れ は 、 価 値 法 則 の 場 合 と 同 じ く、 賃 金 の 諸 形 態 と 運 動 を

規 定 す る 。

　 労 働 力 の 価 値 の 貨 幣 形 態 が 労 働 力 の 価 格 で あ る。 そ れ は 、 労 働

の 価 格 に 転 化 し、 特 定 時 間 に 対 す る 賃 金 と し て 現 象 す る。 標 準 労

働 時 間 が 前 提 さ れ れ ば 、 時 間 賃 率 が 決 定 さ れ る 。 　さ ら に 時 問 当 り

の 作 業 量 （生 産 量 ） が 前 提 さ れ れ ば 、 出 来 高 賃 率 が 計 算 さ れ る 。

そ の 賃 率 に も と つ く 賃 金 が 出 来 高 賃 金 で あ る 。 そ れ は 、 各 種 の 能

率 給 、 単 純 な も の か ら 複 雑 な も の に 具 体 化 さ れ て 支 払 わ れ る 。

　 こ の 出 来 高 賃 率 の 前 提 を な す 各 種 作 業 、 職 務 （job）の 時 間 賃 率 の

base　 rate を 決 定 す る 制 度 と し て 職 務 評 価 が あ る 。 　こ の 職 務 の 相

対 的 価 値 の 測 定 に も と つ く 賃 金 が 職 務 給 で あ る 。 　こ れ に 対 し 、 労

働 者 の 隼 齢 、 学 歴 、 勤 続 年 数 、 経 験 な ど の 属 人 的 要 素 を 基 礎 に し

て 支 払 わ れ る 賃 金 が 年 功 賃 金 で あ る 。 両 者 は 、 原 則 的 に 異 な る 支

払 い 原 則 を も っ 。

　 し か し そ の い ず れ も 賃 金 と し て は 、 労 働 力 の 価 値 の 転 化 さ れ た

形 態 と し て 同 一 性 を も っ 。 両 者 と も に 労 働 力 の 価 値 法 則 に よ っ て

規 定 さ れ 、 そ の 規 定 の 形 態 は こ と な る に し て も 、 そ の 基 礎 に は 労
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働 力 の 価 値 が あ る 。

　 労 働 力 の 価 値 は 、 賃 金 の 運 動 、 変 化 を も 規 定 す る 。 賃 金 は 、

一

方 で は、 労 働 力 の 価 値 に よ っ て 規 定 さ れ て い る と 同 時 に 、 他 方 で

は、 資 本 の 法 則 で あ る 剰 余 価 値 法 則 に よ る 影 響 を う け る 。 前 者 に

お い て は 、 賃 金 は 労 働 力 の 価 値 le よ っ て き ま る 。 後 者 に お い て は 、

賃 金 は 、 労 働 力 の 価 値 以 下 に 低 下 さ せ ら れ る 。 価 値 増 殖 の 法 則 に

よ れ ば、 労 働 力 の 価 値 の 低 下 に よ る 剰 余 価 値 の 増 大 、 す な わ ち 相

対 的 剰 余 価 値 の 増 殖 が な さ れ る と 同 時 に 、 さ ら に 労 働 力 の 価 値 以

下 へ の 賃 金 の 引 下 げ に よ っ て も 価 値 増 殖 が 行 わ れ る 。 　こ の 場 合 、

不 払 労 働 は 増 大 す る。

　 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の 賃 金 の 圧 下 は 、 労 働 力 の 標 準 的 な 再 生 産

を 確 保 し え な い 。 　し た が っ て 、 そ の 再 生 産 を 確 保 す べ く 賃 金 上 昇

が 要 求 さ れ る 。 労 働 組 合 の 賃 上 げ は 、 労 働 力 の 価 値 法 則 に も と つ

く 現 象 で あ る 。 古 林 教 授 の 言 わ れ る 労 働 力 価 値 上 向 法 則 が そ れ で

あ る 。 　こ こ で は 剰 余 価 値 法 則 に も と つ く 賃 金 圧 下 の 法 則 、 労 働 力

の 価 値 の 低 下 と 賃 金 の 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の 圧 下 の 法 則 （そ の い

ず れ も 相 対 的 剰 余 価 値 生 産 の 法 則 1こ も と つ く ） が 作 屠 し 、 そ れ と

の 対 抗 関 係 に お い て 労 働 力 の 価 値 法 則 が 貫 徹 す る 。

　 年 功 賃 金 に 対 し て も 、 　こ の 二 っ の 法 則 が 作 用 す る 。 そ の 貫 徹 様

式 を 以 下 考 察 す る こ と に し よ う。

3 ． 年 功 賃 金 の 基 本 的 特 徴 と し て の 初 任 給 の 低 位 性

　 （1） 単 身 者 賃 金 と し て の 性 格

　 年 功 賃 金 に お け る 初 任 給 （initial 　 suage ）は 、

一 般 に ま た 原 則 と

し て 、 新 卒 者 の 場 合 、 単 身 者 賃 金 と し て の 性 質 を も っ 。 そ れ は 、

18 才 独 身 男 子 労 働 者 の 生 活 費 を 基 礎 に し て 計 算 さ れ 、 　2 人 の 生 活
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を 確 保 す る 水 準 で は な い 。 そ の 水 準 は 、 い う ま で も な く 労 働 力 の

価 値 以 下 で あ る 。 標 準 的 な 労 働 力 の 再 生 産 費 を ま か な う も の で は

な い 。

　 初 任 給 は 、 単 身 者 賃 金 と し て の 性 格 を も っ ゆ え 、 　2 入 の 生 活 を

保 証 す る た め に は 、 そ の 水 準 の 上 昇 が 必 要 で あ る 。 勤 続 年 数 に も

と つ く 基 本 給 の 上 昇 、 定 期 昇 給 制 度 は 、 初 任 給 の 低 位 性 よ り 必 然

的 に 発 生 せ ざ る を え な く な る 。

　 初 任 給 の 低 位 性 は 、 年 功 賃 金 に お け る 最 終 給 と の 比 率 に お い て

も 表 現 さ れ る 。 そ れ は 、 高 度 成 長 期 の 若 年 労 働 者 （中 卒 ） 不 足 の

時 代 以 前 の 段 階 に お い て は 、 最 終 給 の 5 分 の 1 な い し 6 分 の 1 で

あ っ た 。 若 年 労 働 者 の 初 任 給 の 水 準 の 上 昇 以 後 の 時 期 に お い て は 、

初 任 給 と 最 終 給 と の 格 差 は 、 　 1 ： 3 な い し 1 ： 4 で 、 初 任 給 は 最

終 給 の の 3 分 の 1 な い し 4 分 の 1 と な る 。 そ の 格 差 は 、 ほ ぼ 1 ：

3 ．　 5 で 、 　 1 ： 5 な い し 1 ： 6 よ り も 縮 小 す る。 　こ の 場 合 、 最 終

給 は 、 初 任 給 の 上 昇 率 と 同 じ 率 で は 上 昇 し な か っ た 。 最 終 給 の 上

昇 率 は 、 初 任 給 の 上 昇 率 よ り も 小 さ い 。 資 本 は 、 賃 金 支 払 総 額 の

増 大 、 　賃 金 コ ス ト の 上 昇 を 抑 え る 。 　入 件 費 、 　労 務 費 の 縮 小 は 、 　利

潤 の 法 則 よ り す る 必 然 的 な 現 象 で あ る。

　 初 任 給 の 低 位 性 を 補 う た め に 残 業 が 必 然 的 に な る 。 　過 長 労 働 時

間、 長 時 間 労 働 は 、 賃 金 の 低 位 性 の も た ら す 必 然 的 な 形 態 で も あ

る 。 残 業 手 当 は 、 基 本 給 の 約 半 分 に 達 す る こ と が あ る 。 残 業 時 間

は 月 50 − 70 時 間 、 多 い 場 合 に は 100 時 間 を こ え る 。 　こ の 場 合 、 年 間

の 労 働 時 聞 は 確 実 に 3，000 時 間 以 上 と な る 。

　 Karl　 Hax は 、 そ の 著
”
JAPAN

”
（1961 年 ）に お い て 、 　日 本 の 資 本

家 が 若年 労 働 者 に し か 関 心 を も た な い こ と を 指 摘 し て い る 。 そ れ

は 、 低 賃 金 の 初 任 給 、 労 働 力 の 価 値 以 下 の 賃 金 が 高 利 潤 を 保 証 す
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る か ら で あ る 。 初 任 給 の 低 位 性 が 、 日 本 的 経 営 の 特 徴 で あ る 。 過

長 労 働 時 間 は 、 　こ の 低 位 性 に も と つ く 第 2 の 特 徴 で も あ る 。 　こ の

両 者 が 、 　日 本 的 経 営 の 高 度 成 長 、 急 速 な 資 本 蓄 積 の 基 本 条 件 で も

あ る 。

　 年 功 賃 金 が 完 全 に 消 滅 し な い の は 、 　こ の 初 任 給 の 低 位 性 に あ る 。

初 任 給 の 低 位 性 が 続 く か ぎ り 、 年 功 賃 金 は な お 存 続 す る で あ ろ う。

そ の 変 化 を 受 け る の は 、 中 高 年 齢 層 の 高 い 賃 金 水 準 の 部 分 で あ る 。

年 功 賃 金 の 終 焉 が 主 張 さ れ る の は 、 そ の 部 分 の 変 化 に よ る 。

　 （2 ＞ 初 任 給 の 上 昇 率

　 一 般 に 初 任 給 の 上 昇 率 は 、 平 均 賃 金 、 標 準 賃 金 の そ れ よ り も 小

さ い 。
い ま 大 学 卒 事 務 系 の 初 任 給 と 主 要 企 業 春 季 賃 上 率 と を 比 較

す る と 、 1968 年 よ り 1990 年 の 22年 間 の 初 任 給 の 上 昇 率 は 、 春 季 賃

上 率 を 上 回 っ た こ と は
、 　1 回 も な か っ た 。 高 卒 事 務 系 に っ い て は 、

1970 年 と 1971 年 の 2 回 後 者 が 1 ポ イ ン ト 前 後 （O．4 − L8 ＞上 回 り 、 中

卒 現 業 系 で は 1968 年 か ら 19了4年 に か け て 1 − 2 ポ イ ン ト 上 回 っ た

の み で 、 あ と は 全 部 初 任 給 の 上 昇 率 は 、 春 季 賃 上 率 以 下 で あ っ た 。

（表 1参 照 ）

　 企 業 は 、 初 任 給 の 上 昇 を 極 力 抑 え る。 そ の 上 昇 に 対 し て は 、 経

営 者 団 体 も 反 対 の 表 明 を し ば し ば 行 っ て い る。 　こ の 反 対 の 理 由 は 、

い う ま で も な く 、 初 任 給 の 上 昇 が 一 般 に 賃 金 支 払 総 額 の 上 昇 を も

た ら す か ら で あ る 。 賃 金 水 準 の 上 昇 、 賃 金 支 払 総 額 の 増 大 を 抑 圧

す る の は 、 資 本 の 法 則 に よ る 必 然 的 な 現 象 で あ る。

　 初 任 給 の 年 上 昇 率 が 、 　と き に は 平 均 賃 金 水 準 の そ れ を 上 回 る こ

と が あ る 。 　そ れ は 若 年 労 働 者 に 対 す る 需 要 が 相 対 的 に 大 で あ っ て 、

労 働 力 の 需 要 供 給 の 法 則 に よ っ て 労 働 力 不 足 の た め に 上 昇 す る 。

一 73一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

し か し そ れ は 一 時 的 現 象 で あ る 。 大 卒 の 場 合 に は 、 そ れ さ え も な

い
。

一 般 に 初 任 給 は 、 平 均 賃 金 の 上 昇 率 よ り も 遅 れ て 上 昇 す る 。

と き に は 、 平 均 賃 金 が 上 昇 し て も 、 初 任 給 は 上 昇 せ ず 、

一
定 の 時

も あ る 。 初 任 給 の 絶 対 額 は 上 昇 せ ず 抑 え ら れ る 。 そ の 水 準 は 、 労

働 力 の 価 値 以 下 に と ど め ら れ る 。

　 い う ま で も な く 、 新 卒 者 に は 労 働 組 合 の 組 織 は な い
。 そ れ が 初

任 給 の 低 位 性 を も た ら す 一 原 因 を な し て い る 。 彼 ら は 直 接 企 業 に

対 し て 賃 金 上 昇 の 要 求 は で き な い し 、 統 一 的 交 渉 は 不 可 能 で あ る 。

よ り 高 い 賃 金 を 支 払 う 企 業 を 選 択 す る こ と は 、 労 働 力 不 足 の 時 期

に は 可 能 で あ る 。 　し か し 不 況 期 に は 、 労 働 力 の 楫 対 的 過 剃 、 労 働

者 間 の 労 働 力 供 給 の き び し い 競 争 の も と で 初 任 給 は 上 昇 し な い 。

1987 年 当 時 初 任 給 据 置 き は 、 人 事 院 調 査 に よ る と 7．449 事 業 所 中 、

2．。6％で 190 事 業 所 を こ え る 。 　ス タ グ フ レ ー シ ョ ン の 時 代 に は 、 物 価

上 昇 に よ る 実 質 的 な 初 任 給 の 水 準 の 低 下 が 生 ず る 。

　 初 任 給 の 水 準 を 決 定 す る の は 、

一 般 に 企 業 、 資 本 の 側 で あ っ て 、

新 卒 者 の 側 で は な い
。 初 任 給 は 、 原 則 と し て 会 社 提 示 の

一 方 的 決

定 に よ る 。 　資 本 の 側 は 、 団 結 し て 初 任 給 の 水 準 を き め る 。 　そ の 決

定 権 は 、 圧 倒 的 に 経 営 の 側 に あ る 。

　 も ち ろ ん 労 働 組 合 の あ る 企 業 に お い て は 、 賃 上 げ の さ い 初 任 給

の 上 昇 を 要 求 す る 。 　し か し 組 合 に と っ て 主 要 な の は 、 賃 金 水 準 の

一
般 的 上 昇 で あ っ て 、 初 任 給 そ の も の の 上 昇 で は な い 。 初 任 給 は 、

賃 金 の
一

部 で し か な い
。 　目 的 は 、 基 準 と な る 賃 金 、 平 均 賃 金 水 準

の 上 昇 で あ る 。 初 任 給 そ れ 自 体 の 上 昇 が 目 標 で は な く、 そ れ は 副

次 的 意 義 を も っ に し か す ぎ な い 。 　し た が っ て 初 任 給 の 上 昇 率 は 、

一 般 に 平 均 賃 金 の 上 昇 率 よ り も 低 く な る 傾 向 に あ る 。 資 本 は 利 潤

極 大 の 法 則 に も と つ い て 初 任 給 の 上 昇 を 極 力 抑 え る 。 そ れ は 資 本
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の 利 益 に 合 致 す る。 　し か し 労 働 力 再 生 産 の 利 益 に は 反 す る。

　 さ ら に 初 任 給 は 、 直 ち に そ の ま ま 必 ず し も支 払 わ れ る の で は な

い 。 　新 規 採 用 者 が 見 習 い 期 間 中 に あ る 場 合 、 新 入 社 員 が ま だ 正 規

の 社 員 と し て 認 め ら れ な い 場 合 に は 、 初 任 給 は 時 と し て 支 払 わ れ

な い 。 そ れ は 割 引 い て 支 払 わ れ る 。 資 格 制 度 が 賃 金 引 下 げ に 利 用

さ れ る 。

　 資 本 は あ ら ゆ る 手 段 を 使 っ て 賃 金 コ ス ト を 最 低 に 引 き 下 げ よ う

と す る 。 他 方 、 資 本 は 労 働 者 に 対 し て は 最 高 能 率 、 最 大 の 生 産 高

を 要 求 す る 。 　そ れ が 労 働 強 化 、 　過 度 労 働 、 　長 時 間 勤 務 、　過 労 死 、

突 然 死 を も た ら す 原 因 と な る。

4 ． 年 功 賃 金 に お け る 基 本 給

　 （ 1 ＞ 基 本 給 の 本 質 的 性 格

　 日 本 の 年 功 賃 金 に お け る 基 本 給 の 水 準 は 、

一 般 に 労 働 力 の 標 準

的 な 再 生 産 を 確 保 す る に 足 る 水 準 で は な く 、 労 働 力 の 価 値 以 下 の

水 準 で あ る か ら 、 基 本 給 と し て の 意 義 を も た な い
。 そ れ は 、 あ た

か も 家 族 手 当 が 家 族 を 養 う に 足 る 水 準 を 保 証 し な い た め に 家 族 手

当 と し て の 意 義 を も た な い の と 同 様 で あ る 。 　（国 家 公 務 員 で 、 19

89年 ほ ぼ 月 10 ，500 円 ）　 家 族 手 当 は 、 本 来 基 本 給 に 含 め ら れ る べ

き も の で あ る 。

　 本 入 給 も、 　そ の 水 準 が 本 人 の 労 働 力 の 標 準 的 な 再 生 産 を 確 保 し

な い か ぎ り 、 本 人 給 と し て の 意 義 を も た な い 。 そ の 名 称 と 実 態 と

は こ と な る 。

　個 別 資 本 の 運 動 法 則 に よ っ て 規 定 さ れ る 企 業 は 、 極 力 基 本 給 の

水 準 の 上 昇 を 抑 え る 。 そ れ を 労 働 力 の 価 値 以 下 の 水 準 に 抑 え よ う

と す る。 そ れ は ま た 基 本 給 が 時 間 賃 率 と 諸 手 当 の 計 算 基 準 と な る
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し 、 ま た 退 職 金 計 算 の 基 礎 と な る か ら で も あ る 。

　 た と え ば 、 　わ が 国 鉄 鋼 巨 大 企 業 （ユ988 年 従 業 員 数 4．7万 人 ）の あ る

事 業 所 （1．3万 人 ）に お け る 超 過 勤 務 手 当 （早 出 、 残 業 手 当 〉 、 振 替

休 臼 手 当、 深 夜 手 当 、 退 職 手 当 、

一 時 金 （夏 期 手 当、　年 末 手 当 ）

は 、 基 本 給 を 基 礎 に し て 計 算 さ れ る 。

　 （ 2 ） 基 本 給 の 分 化

　 こ の 鉄 鋼 大 企 業 に お け る 基 本 給 は
、 年 功 給 と し て の 性 格 を も っ

。

こ の 基 本 給 が 1988 年 に は 、 基 本 給 本 給 と 基 本 給 加 給 と に 分 化 し て

い る 。 た だ こ の 加 給 の 基 本 給 全 体 に 占 め る 比 率 は 、 ま だ そ れ ほ ど

大 き く な い 。

　 こ の 場 合 、 初 任 給 の 基 本 給 本 給 は 、 大 卒 で 1988 年 3 月 に 月 額 39 ，

ODO 円 、 高 卒 で 31 ， 000 円 で あ る 。 月 額 31 ， 000 − 39 ， 000 円 で は 、 本 入

の 労 働 力 の 標 準 的 な 再 生 産 は も ち ろ ん 不 可 能 で あ る 。 基 本 給 の 低

位 性 の 典 型 的 表 現 を こ こ に 見 る こ と が で き る。 な お 資 格 区 分 別 基

本 給 は 、 主 事 1ユ3 ， 000 − 125 ， 00G 円 、 主 事 補 80 ，0eo 円 、 主 任 53 ，000 円 、

副 主 任 36 ，000 円 で あ る 。 い ず れ も 、 な お 基 本 給 の 低 位 性 を 表 現 す

る。

　 こ の 基 本 給 本 給 に 対 し て 基 本 給 加 給 は 、 　1988 年 3月 現 在 で 、18才

加 給 な し 、 19 才 1
，
500 円 、 22才 6 ， 000 円 、 そ れ 以 降 1年 当 り 1．500 −

2 ， 000 円 増 、 　27才 15 ， 400 円、 28才 17 ， 500 円 、 　 30 才 21 ，700 円 、 44 − 49

才 45 ，000 円 、 50 才 以 降 潮 減 、 　50 、51 、52 才 で 毎 年 2
， 000 円 減 、55才 よ

り は 毎 年 3，000 円 減 、 　58 才 で 21 ，000 円 と な る 。

　 基 本 給 に 対 す る 加 給 の 制 度 は 、　こ れ が 初 め て で は な く、 す で に

他 の 企 業 に お い て も 存 在 し て い た 。 　こ の 鉄 鋼 企 業 に お け る 基 本 給

の 分 化 は 、 　い う ま で も な く 諸 手 当 の 上 昇 の 阻 止 に 連 な る 。 基 本 給
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の 加 給 分 は 、 そ の 計 算 に は 除 外 さ れ る 。 た と え ば 、 退 職 手 当 計 算

の 場 合 に は 、 基 本 給 本 給 の み が 基 準 と な り、 加 給 部 分 は 計 算 基 準

に は 含 め ら れ な い 。

　 退 職 手 当 の み な ら ず 、

一 時 金 算 定 の 場 合 に も 基 本 給 分 化 は 、 賃

金 引 下 げ に 利 用 さ れ る。 す な わ ち 、

一 時 金 支 給 の 比 率 は 、 本 給 と

加 給 と で 異 な る 。 後 者 は 前 者 よ り も 低 く さ れ る 。 　し た が っ て そ の

適 用 に お い て は 、 資 格 の 高 ま る ほ ど 高 い
。 た と え ば 、

一 時 金 の 基

本 給 本 給 に 対 す る 支 給 率 は 、 主 事 2．075 − 2．284 、 主 任 1．83 − 1．918 に

対 し て 、 基 本 給 加 給 の は 1，744 と さ れ る 。 　こ の 比 率 が こ と な る た め

に 、 基 本 給 の 分 化 が な い 場 合 の 額 よ り も 減 額 さ、れ て 支 払 わ れ る こ

と に な る 。 　な お こ の 支 給 に は 、 基 準 額 の ＋ − 30 ％の 査 定 制 度 が あ る 。

そ れ は 最 大 1：1．86 の 差 を 生 じ う る。

　 （3 ） 基 本 給 の 絶 対 的 水 準 の 低 位 性

　 日 本 の 年 功 賃 金 に お い て は 、 初 任 給 の 水 準 が そ の ま ま 基 本 給 の

水 準 に 必 ず し も な る の で は な い 。

　 初 任 給 の 水 準 が ユ5万 円 で あ っ て も 、 基 本 給 は 5な い し 6万 円 の と

こ ろ も あ る 。 す な わ ち 、 基 本 給 の 絶 対 的 水 準 の 引 下 げ 、 低 位 化 が

次 第 に 広 が り っ っ あ る。 単 な る 基 本 給 の 分 化 で は な く、 基 本 給 の

絶 対 的 水 準 そ の も の の 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の よ り い っ そ う の 低 下 。

そ れ は 、 賃 金 の 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の 引 下 げ の 戦 前 形 態 へ の 復 帰

を 意 味 す る 。 　そ れ は 単 な る 復 帰 で な い こ と は も ち ろ ん で あ る。 　た

だ 量 的 に み て 、 戦 前 の 基 本 給 水 雌 が 賃 金 の 10分 の 1位 で あ っ た 時 代

へ の 回 帰 が 看 取 さ れ る。

　 先 例 の 鉄 鋼 企 業 に お け る 基 本 給 本 給 の 水 凖 は よ り 複 雑 化 さ れ た

形 態 で は あ る が 、 そ の 実 情 の 一 端 を 示 す 。 　こ の 場 合 、 基 本 給 が ま
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す ま す 基 本 給 と し て の 意 義 を も た な く な る。 そ れ は 労 働 力 の 標準

的 再 生 産 を 確 保 す る に 足 る 基 本 的 部 分 と し て の 性 格 を も た ず、 単

に そ の 一 部 で し か な く、 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の 低 下 は 著 し く な る 。

　 （4 ） 基 本 給 の 上 昇 の 打 切 り 現 象

　 日 本 の 年 功 賃 金 に お け る 基 本 給 の 上 昇 の 打 切 り 現 象 の 端 初 は 、

リ コ ー に お け る 35才 で の 基 本 給 の ス ト ッ プ で あ る 。 そ れ は 、 賃 金

の 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の 低 下 の 法 則 の 典 型 的 な 現 象 形 態 で あ っ た。

当 時 の 能 力 主 義 労 務 管 理 の 一 典 型 で も あ る 。 35才 以 降 は 、 基 本 給

の 上 昇 が な い の で あ る か ら、 年 功 、 勤 続 年 数 だ け で は 、 賃 金 は 上

昇 し な い 。 業 績 第 1 主 義 と な る。 　こ こ に 労 働 強 化、 長 時 間 労 働 、

過 重 労 働 の 必 然 的 発 生 の 原 因 を み て と る こ と が で き る で あ ろ う。

　 こ の 基 本 給 の 上 昇 打 切 り は 、 基 本 給 の 絶 対 的 水 準 の 引 下 げ と 相

関 し て 利 用 さ れ る 。 そ れ は 、 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の 低 下 、 賃 金 の

刺 激 的 役 割 の 強 化｛ 　労 働 者 に 対 す る 労 働 強 化 の 有 効 な 手 段 と し て

利 用 さ れ る。

　 基 本 給 の ス ト ッ プ は 、 30 才 に 引 下 げ ら れ る こ と も あ る 。 ま た 40才

の 時 も あ る 。 い ず れ に せ よ、 定 年 ま で の 基 本 給 上 昇 は な い 。 年 功

賃 金 の 修 正 、 あ る い は 変 化 、 終 焉 と い わ れ る 所 以 も こ こ に 一
っ の

理 由 が あ る 。 そ れ は、 賃 金 の 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の 低 下 の 法 則 の

必 然 的 な 現 象 形 態 で あ り、 モ デ ル 賃 金 に お け る 案 例 は、　き わ め て

多 い 。 そ れ だ け 、 拡 大 化 さ れ っ っ あ る こ と、 法 則 の 貫 徹 し て い る

こ と が 実 証 さ れ る 。

（5 ） 年 功 給 と 職 務 給

先 例 の 鉄 鋼 企 業 に お い て 年 功 給 の 賃 金 に 占 め る 比 率 は 50Z で 、 年
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功 賃 金 は 変 化 し 修 正 さ れ て は い る が 、 消 滅 し て は い な い 。 　ま た 完

全 に 職 務 給 が 実 現 さ れ て い る の で も な い 。 年 功 賃 金 は 変 化 し な が

ら も、 基 本 給 の 中 で 存 続 し て い る。 　 「年 功 賃 金 の 職 務 給 的 再 編 （

年 功 的 職 務 給 ） 」 （岸 本 英 太 郎 「 労 働 経 済 論 λ 門 」 1969 年、 282 ペ

ー ジ ） と い わ れ た も の で も あ る。 　ま た 年 功 賃 金 は 修 正 さ れ な が ら

も 存 続 し て い る と い う 植 村 省 三 説 も 実 証 さ れ る こ と に な る。

　 そ の 存 続 の 理 由 は 、
い う ま で も 初 任 給 と 基 本給 の 低 位 性 に も と

つ く。 単 に そ れ の み な ら ず 、 そ の 低 位 性 よ り 発 生 す る 定 期 昇 給 制

度 と そ れ に お け る 資 本 の 査 定、 考 課 制 度 の 存 在 を 無 視 し て は な ら

な い で あ ろ う。 労 働 者 は 、 単 に 自 ら 働 く の で は な く し て 、 資 本 に

よ っ て 看 視 さ れ 査 定 さ れ 働 か さ れ る の で あ る 。

　年 功賃 金 は 、 　む し ろ 公務 員 （国 家 公 務 員 一 般 職 84 ．8万 人 、 　地 方

公 務 員 一 般 職 320 ．5万 人 ） に お い て 典 型 的 な 形 で 存 続 し て い る と い

う こ と が で き る で あ ろ う。

5 ． 定 期 昇 給 制 度

　 （ 1 ） 序

　 年 功 賃 金 に お け る 初 任 給 の 低 位 性、　単 身 者 賃 金 と し て の 性 格 、

基 本 給 の 労 働 力 の 標 準 的 な 再 生 産 費 以 下 の 水 準 か ら し て 、 労 働 力

の 拡 大再 生 産 の た め に は、 基 本 給 の 上 昇 が 必 然 的 と な る。 こ の 必

然 性 に 照 応 す る の が 、 定 期 昇給 制 度 で あ る 。

　 そ れ は 、 歴 史 的 に は 、 　1953 年 の 日 経 連 の 一 率 ベ ー ス ア ッ プ

の 否 定、 賃 金 水 準 上 昇 を 制 限 す る も の と し て の 定 期 昇 給 制 度 の 採

用 、 重 視 の 政 策 に も と つ く も の で あ っ た。 　1954 年 の 中 労 委 の

電 産 、 私 鉄 、 　日 通 に 対 す る 定 期 昇 給 制 度 を 含 む 賃 上 げ 調 停 案 の 提

示 以 降、 定 期 昇 給 制 度 は 普 及 す る に い た っ た。
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　 （2 ） 上 昇 率

　 定 期 昇 給 制 度 の も と に お い て 、 単 身 者 賃 金 の 初 任 給 は 、 　3 ％ 前

後 で 上 昇 す る。

　 22 才 大 卒 で 5 〜 6 年 後 の 27 〜 28 才 で 結 婚 す る と す れ ば 、

初 任 給 の 水 準 18 万 円 と し て 、 　 5 年 後 年 3 ％ の 上 昇 率 で 概 算 3 万

円 の 賃 金 上 昇 と な る。 税 金 、 社 会 保 険 料 、 家 賃 な ど を 控 除 し て 、

可 処 分 所 得 は 、 　20 万 円 以 下 と な る。

　 そ の 額 で 2 人 の 標 準 的 な 生 活 を 確 保 す る こ と は 困 難 で あ る 。 と

く に 大 都 市 に お い て は 。 　し た が っ て 共 稼 ぎ が 必 要 に な る 。 そ れ は、

労 働 力 の 価 値 の 分 割 を 表 現 し、 そ の 現 象 形 態 で あ る。 　本 来 成 人 男

子 労 働 者 一 人 で 労 働 力 の 価 値 に 相 応 す る 賃 金 を え る こ と が 必 要 で

あ る に も か か わ ら ず、 　2 人 の 収 入 に よ っ て よ う や く 労 働 力 の 再 生

産 を 確 保 す る こ と が で き る よ う に な る 。 労 働 力 の 価 値 法 則 は、 労

働 力 の 価 値 の 分 割 の 形 態 を と っ て 貫 徹 す る こ と に な る 。

　 （3 ） 人 事 考 課 制 度 と の 関連

　 定 期 昇 給 制 度 は 、 　人 事 考 課 制 度 と 密 接 な 関 連 を も っ 。 定 期 昇 給

制 度 の も と に お い て 自 動 昇 給 は、 必 ず し も 一 般 的 で は な い 。 大 企

業 に お い て は 、 査 定 昇 給 制 度 が 一 般 的 で あ る 。

　 人 事 考 課 の 場 合 に は、 各 人 の 成 績、 業 績 の 査 定、 　人 物 評 定、 行

動 の 評 価 が 行 わ れ る 。 人 事 考 課 の 客 観 的 な 基 準 は、 詳 細、 緻 密 に

構 成 さ れ る 。 　し か し そ の 具 体 的 適 用 の 場 合 に は、 主 観 的 判 断 の 入

り う る 余 地 は き わ め て 大 き い 。 客 観 的 判 断 は 必 ず し も 保 証 さ れ は

し な い 。 人 事 考課 の 客 観 性 は 乏 し く な る。 そ れ は 差 別 の 源 泉 と な

る 。
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　 定 期 昇 給 の 場 合 に は 、

一 般 的 な 差 別 の み な ら ず、 組 合 活 動 家 に

対 す る 差 別、 第 1 組 合 、 第 2 組 含 員 の 差 趨 、 各 種 の 組 合 組 織 別 の

差 別 が な さ れ る。 　ま た 普 通 職 、 総 合 職 に お け る 昇 給 差 別 も あ り う

る。

　 し た が っ て 、 定 期 昇 給 制 度 は 、 差 別 の 手 段 と し て 利 用 さ れ る。

そ れ は、 労 働 組 合 運 動 を 抑 圧 す る 手 段 と し て 機 能 す る。 単 に 組 合

運 動 抑 圧 の 手 段 と し て 機 能 す る の み な ら ず 、 そ れ は 、 労 働 者 の 基

本 的 権 利 を 否 定 す る 手 段 と し て も 利 用 さ れ る。 労 働 時 間 の 過 度 の

延 長 、 休 息 の 権 利 の 否 定 は、 労 働 者 の 生 命 の 否 定 に ま で い た る。

さ ら に ま た 定 期 昇 給 制 度 は、 賃 金 上 昇 抑 圧 の 手 段 と し て も 機 能 す

る。

　 （4 ） 資 本 家 的 利 用

　 定 期 昇 給 制 度 は、 定 期 的 に 賃 金 が 上 昇 す る 制 度 で あ る。 　し か し

そ の 資 本 家 的 利 用 の も と に お い て は 、 そ の 制 度 は、 賃 金 を 上 昇 さ

せ な い 制 度 と し て も 機 能 す る。 組 合 活 動 家 に 対 す る 差 珊 の も と で

は 、 　賃 金 が 定 期的 に 上 昇 し な い 制 度 と も な る。 　そ れ は、 　賃 金 上 昇

抑 圧 の 制 度 に 転 化 す る。 そ の 転 化 は 、 階 級 的 な 本 質 性 を も っ 。

　 こ の よ う な 転 化 は 、 単 に 定 期 昇 給 制 度 の み な ら ず、 昇 任、 昇 格、

昇 進、 試 験 制 度 の 場 合 に も あ り う る 。 成 績 良好 で 試 験 に バ ス し て

も 、 紐 合還 動 に 積 極 的 な も の に 対 し て は 、 昇 進 さ せ な い こ と が あ

る。 試 験 制 度 は 名 目 的 な も の と な る 。 実 質 は 、 資 本 に よ る 差 別 が

優 先 し、 客 観 的 な 公 平 性 は 、 無 視 さ れ る。 そ れ は 資 本 家 的 利 用 の

本 質 を 示 す。

（5 ） 中 途 採 用 者 と 年 功 賃 金
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　 一 般 に 中 途 採 用 者 は、 　同 一 年 齢 層 の 賃 金 よ り も 、 　 10 〜 15 ％

低 く な る。 そ の 理 由 は 、 勤 続 年 数 が な い こ と に よ る。 前 歴 が 同 一

職 種 で あ っ て も、 そ の 年 数 が 100 ％ 評 価 さ れ な い で 、 半 減 さ れ

る こ と も あ る。 こ れ に よ っ て も 低 く な る。 こ の 10 〜 15 ％ の 格

差 は 、 最 終 給 に ま で 続 く。 　こ の 場 台 に は 、 　い う ま で も な く、 賃 金

収 入 の 総 額 が 標 準 者 よ り も 少 な く な る。 そ れ は 退 職 金 に 影 響 を 及

ぼ す こ と は い う ま で も な い 。

　 こ の こ と は、 昇 給 が な い 場 合 に も 同 様 で あ る。 な ん ら か の 理 由

に よ っ て 、 昇 給 が と ば さ れ る と 、 そ れ は 最 終 給 ま で 基 本 給 が 低 く

な り、 そ の 差 額 は 定 年 ま で 影 響 す る。 　ま た 退 職金 に も 影 響 を 与 え

る。 労 働 力 の 価 値 以 下 の 賃 金 が 、 　さ ら に 引 き 下 げ ら れ る こ と に な

る。

　 （6 ）昇 給 期 間 の 延 長 、 　昇 給 停 止 、 　基 本 給 の 低 下

　 平 均 余 命 の 増 大 、 平 均 寿 命 の 延 長 は 、 　定 年 の 延 長 を 可 能 に し 必

然 的 な も の に す る。 従 来 の 55 才 定 年 制 よ り 57 〜 58 才 定 年 制

へ
、　 さ ら に は 60 才 定 年 制 が も た ら さ れ る 。 　 こ の 高 年 齢 化 は 、　 定

期 昇 給 制 度 に も 影 響 を 与 え る。

　 ま ず 第 1 に 、 定 年 制 の 延 長 と と も に 、 高 年 齢層 の 基 本 給 の 上 昇

の 期 間 が 延 長 さ れ る 。 従 来 の 昇 給 期 間 が 1 年 よ り 1 ．　 5 年 に 延 長

さ れ 、 賃 金 の 上 昇 が 遅 く な る 。 そ れ だ け 企 業 に と っ て は、 費 用 の

節 約 、 人 件費 削 減、 　コ ス ト の 低 下 と な る 。 そ れ は 、 利 潤 の 増 大 を

も た ら す 。

　 人 件 費 節 約、 労 務 費 低 減 の 手 段 と し て 、 単 に 昇 給 期 間 の 延 長 の

み な ら ず 、 第 2 に 基 本 給 の 昇 給 停 止 の 方 策 が と ら れ る。 こ の 場 合

に は 、 　経 験 年 数、 　勤 務 年 数 が 上 昇 し 、 　年 功 が ふ え て も、 　賃 金 は 上
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昇 し な い 。 基 本 給 額 が 一 定 年 齢 よ り 上 昇 し な く な る。 　昇 給 曲 線 （

あ る い は 直 綜 ） は 上 昇 し な い で、 横 ば い と な る。 賃 金 の 絶 対 額 は

一 定 と な る。

　 単 に そ れ の み な ら ず、 第 3 に は、 年 功 賃 金 の も と に お い て 、 基

本 給 の 絶 対 額 が 低 下 す る 。 　人 件 費 の 節 約、 労 務 費 の 低 下 の 法 則 は 、

基 本 給 の 絶 対 額 の 低 下 を も 要 求 す る こ と に な る 。 高 年 齢 層 の 能 力

の 低 下 を 理 由 と し て 、 賃 金 が 引 き 下 げ ら れ る。 そ れ は 、 労 働 力 の

価 値 以 下 へ の 賃 金 低 下 の 法 則 の 作 用 に よ り も の で あ り、 そ の 必 然

的 な 貫 徹 の 現 象 形 態 で あ る 。

　 そ れ ら の 諸 現 象 は 、 低 成 長 期 、 不 況 期 、 マ イ ナ ス 成 長 期 と な る

と よ り 強 化 さ れ た 形 で
一 般 的 と な る． 景 気 の 停 滞 、 下 降 期 に お い

て は、 徹 底 し た 経 費 節 減 、 省 力 化 、 　少 力 化、 賃 金 支 払 い 総 額 の 低

減 化 の た め に、 合 理 化 の 原 則 の も と で 基 本 給 の ス ト ッ プ あ る い は

低 下 が 必 然 的 と な る。 　そ れ ら の 年 功 賃 金 の 変 化 は 、 　一 般 の 私 企 業

よ り、 公 務 員 層 の 賃 金 に ま で 及 ぶ 。

　 （7 ）昇給 停 止

　 1978 年 の リ コ ー の 「 長 期 人 事 効 率 化 計 画 」 に お い て は 、 　3

5 才 以 降 の 年 功 的 昇 給 は 停 止 す る 。 　こ の 昇 給 停 止 は 、 企 業 間 競 争

の 激 化 、 　国 際 競 争 力 の 強 化 と い う 外 的 条 件 の み な ら ず、 　従 業 員 の

高 年 齢 瘡 化 （平 均 年 齢 31 才 よ り 10 年 後 の 36 ．　7 才 へ ）、 　人

員 の 省 力 化 （ 7 ， 500 人 の 減 員 化 ） と い う内 的 条 件 に よ る も の

で も あ っ た 。 こ こ で 能 力 開 発 を 促 進 し 、 人 事 効 率 を 増 大 し、 能 力

主 義 労 務 管 理 の 徹 底 化 を 実 現 す る こ と が 計 ら れ た。

　 年 功 序 列 型 賃 金 に は 、 矛 盾、 限 界 が あ る こ と が 指 鏑 さ れ た。 入

社 後 5 年 で き わ め て 優 秀 な 成績 の も の が 、 　 10 年 勤 続 の 最 下 位 者
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よ り も 給 与 が 上 昇 し な い と い う 矛 盾 で あ る。 企 業 に 対 す る 貢 献 度

は 大 で あ る に も か か わ ら ず、 そ れ が 正 当 に 評 価 さ れ な い と い う 矛

盾 で あ る 。

　 成 績 が よ く て も 成 績 の そ れ ほ ど よ く な い 者 の 以 下 の 給 与 し か 支

払 わ れ な い と い う 矛 盾 を な く す た め に 、 賃 金 の 上 限 を 高 く し て 、

非 常 に 優 秀 な 者 に は 高 く 支 払 う と い う 原 則 に 適 合 す る 体 系 が 作 り

出 さ れ た。 給 与 査 定 の 枠 が 拡 大 さ れ 、 能 力 の 開 発 を 徹 底 的 に 行 う

よ う に さ れ た。 　35 才 に な る と 、 年 功 給 は な く な り、 全 部 能 力 給

と な る。 　35 才 ま で 年 功 給 は 維 持 さ れ る が 、 そ れ 以 上 の 中高 年 齢

層 の 定 期 昇 給 は 否 定 さ れ る。 同 様 の 変 化 は 、 三 井 物 産 の 年 功 賃 金

に お い て も 現 れ た。

　 三 井 物 産 は、 人 事 制 度 改 革 の 一 環 と し て 、 　 1978 年 10 月 1

日 よ り 48 才 以 上 の 社 員 の 定 期 昇 給 を 廃 止 し た 。 低 成 長 経 済 の 中

で 肥 大 化 し た 組 織 の 再 建 の 必 要 上 か ら で あ り、 　従 業 員 1 万 人 を 越

え る 組 織 の 合 理 化 の た め で あ る。 ま た 社 員 の 高 齢 化、 人 事 の 停 滞、

人 件 費 の 増 加 と い う マ イ ナ ス 面 の 是 正 の た め で も あ る。 中 高 年 対

策 で あ る 。

　 48 才 ま で は 、 定 期 昇 給 は 認 め ら れ る が 、 そ れ 以 降 は 頭 打 ち と

な り、 資 格 給 一 本 と な る。 48 才 以 上 の 老 は、 資 格 が 上 が ら な い

と 給 与 も 上 昇 し な い 。 　（ 「 朝 日 新 聞 」 1978 年 7 月 28 日 ）

　 こ の よ う な 昇 給 停 止 の 制 度 は、　 リ コ ー の 35 才、 三 井 物 産 の 4

8 才 以 外 に 、 　45 才 、 　40 才 、 さ ら に は 30 才 に ま で 下 降 す る 。

年 功 賃 金 の 昇 給 停 止 は 、 単 に 高 年 齢 層 の み な ら ず 、 勤 続 10 年 前

後 よ り 始 ま る 。
30 代 は じ め よ り 能 力 給 と な る 。 能 力 主 義 労 務 管

理 制 度 の 徹 底 化 に よ っ て、　年 功 賃 金 は 変 形 を 受 け る 。

　 昇 給 停 止 は 、 基 本 給 の 低 位 性 を そ の ま ま 存 続 さ せ る こ と に な る。
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そ の よ う な 低 い 基 本 給 の も と で は、　労 働 力 の 標 準 的 な 再 生 産 は 保

護 さ れ な い こ と に な る。 基 本給 は 、 基 本 給 と し て の 意 義 を も た な

く な る。 こ こ で は 、 労 働 力 の 価 値 以 下 へ の 賃 金 の 低 下 の 法 則 が 貫

傚 し て い る。 そ れ は 、 利 潤 法 則 の 作 用 に も よ る。 賃 金 下 降 法 則 が

働 く。

6 ． 結

　 以 上 年 功 賃 金 の 主 要 な 構 成 要 素 と し て の 初 任 給 、 基 本 給 、 　定 期

昇 給 制 度 に 関 し て 考 察 さ れ た。 そ の そ れ ぞ れ に 労 働 力 の 価 値 法 則

が 作 用 し て い る と 同 時 に、 個 別 企 業 内 部 の 基 本 法 則 で あ る 資 本 の

法 則、 利 潤 の 法 用 が 作 用 し て い る 。

　 な お 年 功 賃 金 に 関 し て は 、 多 く の 問 題 が 残 さ れ て い る。 そ れ ら

の 中 に は、
っ ぎ の も の が あ る。

　 （ 1 ） 労 働 力 の 年 価 値、　総 価 値 と 年 功 賃 金 と の 関 連 一 一 労 働 力

　 　 　 　の 総 再 生 産 行 程 と 年 収 、 　生 涯 賛 金 の 問 題

　 （2 ） 終 身 雇 用 制、 定 年 制 、 退 職 金 制 度、 　企 業 年 金 制 度 と の 関

　 　 　 　連

　 （3 ） 戦 前 に お け る 年 功 賃 金 と の 比 較

　 （4 ） 手 当 制 度 に よ る 基 本 給 補 完 の 実 態

　 （5 ）職 務 給 、　職 能 給、　仕 事 給 、　 資 絡 給 へ の 移 行 の 問 題

　 （6 ）年 功 賃 金 に 関 す る 諸 学 説 の 批 判 的 検 甜 一 一 終 焉 ・ 消 滅 説 、

　 　 　 　 完 全 消 滅 否 定 説、 　部 分 的 変 形 説 な ど

　 （7 ） 外 国 に お け る 年 功 賃 金 一 一 肯 定 説 の 検 討

　年 功 賃 金 に 関 連 し て 究 明 さ れ る べ き 問 題 は ま だ か な り あ る。 そ

れ ら は、 今 後 の 課題 と な る も の で あ る。 い ま こ こ で は ご く 一 部 に

っ い て し か ふ れ ら れ て い な い 。 　 　 （ 1991 ．　7 ． 　16 ． 　）
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68 （S43 ）

69 （S44 ）

70 （S45 ）

71 （S46 ）

72 （S47 ）

73 （S48 ）

74 （S49 ）

75 （S50 ）

76 （S51 ）

77 （S52 ）

78 （S53 ）

79 （S54 ）

80 （S55 ）

81 （S56 ）

82 （S57 ）

83 （S58 ）

84 （S59 ）

85 （S60 ）

86 （S61 ）

87 （S62 ）

88 （S63 ）

89 （H1 ）

90 （H2 ）

出 所 ： 賃 金 通 信

表 1

　大 学 卒

（事 務 系 ）

　　　　　　円

　30
，
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　35 ， 360

　40 ，
961

　47 ， 075

　54 ， 001

　63 ， 499

　82 ， 629

　91 ．272

　98
，
096
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，
289

108 ，
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112 ，
525

11S ， 13B

12
’

4 ， 822

131 ， 493

135
，
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139 ， 99 ？

144 ，
541
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，
292

152
，
630

157
，
723

165
，
ig2

173 ，
996

VoL43

決 定 初 佳 給 の 推 移

主 要 企 業 春 季 賃 上 げ 率

　　　　　　　　　　　日 経 連
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　　　　6 ．9　　 　　 　 8 ．71

　　　　3 ．4　 　 　 　 　 5 ．48
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古 林 喜 楽 　　 　　 「 経 営 労 働 論 序 説 」　　 　 1967 年

副 田 満 輝 　　 　　 「 職 務 給 研 究 」　　　 　　 1969 年

副 田 満 輝 　 　 　 　 「 経 営 労 務 論 」　 　 　 　 　 1975 年

岸 本 英 太 郎 編 著 　 「 日 本 賃 金 論 史 」　 　 　 　 1964 年

岸 本 英 太 郎 編 　 　 「 労 働 経 済 論 入 門 」　　 　 1969 年

吉 村 隠 　 　 　 　 　 「 現 代 の 賃 金 理 論 」　 　 　 1961 年

吉 村 勵 　 　 　 　 　 「 日 本 の 賃 金 運 動 」　 　 　 1964 年

吉 村 勵 　 　 　 　 　 「 職 務 給 と 横 断 賃 金 」　 　 1965 年

吉 村 勵 　 　 　 　 　 「 現 代 の 賃 金 問 題 」　 　 　 1968 年

下 山 房 雄 　 　 　 　 「 旧本 賃 金 学 説 史 」　 　 　 1966 年

舟 橋 尚 道 　 　 　 　 「 新 賃 金 入 門 」 　 　 　　 　 1961 年

舟 橋 尚道 　 　 　 　 「 日 本 の 賃 金 」　 　 　 　 　 1967 年

隅 谷 三 喜 男　 　 　 「労 働 経 済 論 」　 　 　 　 　 1969 年

昭 和 同 人 会 編 　「 わ が 国 賃 金 構 造 の 史 的 考 察 」 1960 年

加 藤 尚 文　 　 　 　 「 賃 金 管 理 」　 　 　 　 　 　 1964 年

孫 田 良平 編 著 　 　 「年 功 賃 金 の 歩 み と 耒 来 」 　 1970 年

孫 田 良 平 　 　 　 　 「 年 功 賃 金 の 終 焉 」　 　 　 1978 年

黒 川 俊 雄 、 　草 光 実 　「 職 場 の 賃 金 問 題 」　 　 　 1970 年

小 島 健 司 　 　 　 「 賃 金 論 」 　 　 　 　 　 　 1973 年

高 木 督 夫 　　　　 「 賃 金 入 門 」　　 　　　　 1794 年

高 木 督 夫 　 　 　 「 日 本 資 本 主 義 と 賃 金 問 題 」 1974 年

泉 卓 二 編 著 　 　 　 「 賃 金 管 理 論 j 　 　 　 　 　 l974 年

北 田 寛 二 　 　 　 　 「 賃 金 論 入 門 」 　 　 　 　 　 1975 年
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25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

津 田 眞 澂

白井 泰 四 郎

原 田 実、

小 野 旭

長 谷 川 廣

氏 原 正 治 郎

氏 原 正 治 郎 、

楠 田 丘 　 　 　 　 　 「 生 涯 賃 金 プ ラ ン 」

桜 林 誠 　 　 　 　 　 「 賃 金 ハ ン ドブ ッ ク 」

神 代 和 欣 編 著 　 　 「 日 本 の 賃 金 決 定 機 構 」

社 会 政 策 学 会 年 報 　 第 26 集

　 　 　 　 　 　 　 　 「 現 代 の 賃 金 問 題 」

　 　 　 　 　 　 　 　 「 現 代 の 日 本 的 経 営 」

　 　 　 　 　 　 　 　 「 現 代 日 本 の 労 務 管 理 」

1977 年

1979 年

1973 年

　 　 　 　 　 　 奥 林 康 司 編 著 　 「 日 本 労 務 管 理 史 」

　 　 　 　 　 　 　 　 「 日 本 的 雇 用 慣 行 と 労 働 市 場 」

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 「 現 代 の 労 務 管 理 」

　 　 　 　 　 　 　 　 「 日本 の 労 資 関 係 と 労 働 政 策 3

　 　 　 　 　 　 　 　 藤 田 若 雄 、 舟 橋 尚道 共 著

　 　 　 　 　 　 　 　 「 日 本 型 労 働 縄 合 と 年 功 制 度 」 1960 ・
年

36 　日 本 経 済 新 聞 社 編 　 「 賃 金 体 系 の 知 識 」　 　 1964 年

37 　水 野 明 夫 　 　 「 年 功 賃 金 に 関 す る 文 献 展 望 」

　 　 　 『 経 済 学 論 纂 』 第 24 巻 第 4 ・ 5 号 　 1983 年 9 月

38 　白 石 徳 夫 　 　 　 　 「 年 功 賃 金 と 労 働 組 合 」

　 　　 　　 　　 季 刊 『賃 金 研 究 』 14 　　 1979 年 夏 季 号

1982 年

1982 年

1982 年

1988 年

1989 年

1989 年

1989 年

一 88一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

JapanAcademy  of  Labor  and  Managernent

   Prot.  D:.  sc.  Ekkehard  S a c  b s  e

  Hochschlile  fUT  Okonomie  Berlin  ･

  Oer  Ubergang  zur  Mavktwtrtschaft  in der

  sozialtikDnomische  Auf  aben  und  Probleme

Mljr･z l991

ehemaligen,ODR  -

Ich bedanke  mich  fUr dle  M6glichkeit,  einen  Vorteag  tibec aktue,lle

Probleme  in Devtschlanct  nach  aer  Wietiervereinigung  der  toeiden

Staaten  halten  zu  ktinnen.
                    '

Be! dieser  Entwicklung,  die mit  den  Umwtilzungen  in OsteuDopa  in

Verbindung
 steht,  handelt  es  sich  um  Verljnderungen  von  2wttg.!, !.gg.:elt

sehichtlicher  Bedeutung,  ctie die  Politik,  die  iRternatlonalen

Beziehungen,  tiie Wlrtschaft,  die  gesellschaftlichen  Verhljltnisse

und  vor  al!em  Dingen  die  Lebensverhlj!tnisse  der Menschen  tief--

greifend  tsertihren.

Ber Versuch,  eine  soztalist,ische  Gesellschaft  aufzubauen,  eine

sozlale  Alternative  gegenUber  dem  Kepitalismus  zu  schaf £ en,  ist

gescheitert.  Es sollefi  hier  nicht  die Ursachen  bebandelt  werden;

zur  Beantwortung  diesec  Fcage  ist auch  noch  mehr  Ze'St e:fortierlich.

SelbstveEstljndiich  wetde  ich, wenn  der  Wunsch  besteht,  aus  meine:

Sicht  Fragen  dazu  in de:  Diskussion  beantworten.

Oas  Grtinaproblem  
,
 der  Uber an  sezialistischer  Lljnder zur  Markt-

wirtschatt,  wird  nattirlich  politisch  und  wissenschattlich  unter-

schiedlich  interpretieet.  Ich  war  Btirger der  DOR  vAti  habe  mtch

wissenschaftlich  fUr  eine  Alternative  zum  Kapitalismus  im Sinne

aer Planwtrtschaft  und  sozialer  Regelu.ngen,  wie  wi:  sie  hatten,

eingesetzt.  Man  muB  jedoch e:kennen,  dag  die  erforaer!iche

dkonomische  Effektivitljt  im Rahmen ctieses Systems  nicht  erreicht
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wurde.  Gleichzeitig  ist aber  auch  zu  sehen,  dea  alle  Grunctfregen

diese:  Welt,  die  der  Ldsung  harren,  ungel6st  geblieben  stnd.

Ba:aus  ergibt  sich,  unO  das  ist  meine  pers6nliche  MeiRung,  daB

VIsionen  zu  einer  notwendtgen  geseilschaftlichen  Wetterentwicklung

erarbeitet  werden  mtissen.

In  meinem  Vortrag  mlichte  ich  auf  u st l eingehen:

   '

                               '

l. Grundlegenae  Probleme  des  Ubergangs  von  der  Planwirtschaft

   zuc  Macktwirtschaft

2. Die  Verla'naerungen  auf  dem  Geblet  der  Arbeit  und  der  Arbeits--

   beziehungen  unter  den  neuen  Bedingungen

Z IK1

Det Wechsel  der  gesellschAf.t!ichen  bzw.  wirtschaftli'chen  Systeme

ist  in der  Geschichte  wohi,  !t2n.z.1.Etg.!.Xg-,.inzi  rti  Es gibt  darum  auch  keine

historischefi  Parallelen  oder-  Erfahrungen.

Insofern  ergeb  sich  eine  erste  Frage:  Mit  welcher  Strategie

sollte  die  Verljnderung  des  Wirtschaftssystems  vorgenommen  werden?

Dabei  Iassen  sich  zwe ± verschiedene  Konzepte  unterscheiden:  In

Vngarn,  Po!en  und  such  ifl der  UciSSR wird  versucht,  schrtttweise

undUbereinenJtLIIagg.gea-21g.2,.iLgg.!,u!!a Z t hinweg,dengbe:gangzurMarkt-

wirtschaft  zu  vol!ziehen.  Die  an  sich  loglsehe  Uberlegung  dafUc

wac,  daB  mtsn  eine  so  gewaltige  Umwk'lzung  inhaltlich  und  organise--
                        '

toriseh  nicbt  in einem  Jahr  bewh'ltigea  ktinnte. Die Ergebntsse
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dieses  Kurses  sind  tikonomisch  und  sozial  weitgehend  negativ.

Es kam  zu  e ±nem  wirtschaftlichen  Rtickgang,  zu  elner  rapiaen

Inflatiofi,  zu  einec  Verschlechterung  der  sozialen  Lage der Mehr-

heit  der  Bevdlke:ung  bis  hin  zur  Ausbreitung  von  Chaos.

Die''Ursacben  dafUr  sind  klar:  MarktwirtschaEt  wirkt  nur  im
                                                         '

S stem  Das  bedeutet:  Es mllssen  alle  Bedingungen  und  Kategorien

in dev  Gesellscheft  marktwi'rtschaftlich  w!rken;  tibe:gangsl6sungen

und  Bedingungen  der  Vergangenheit  erzeugen  fiemmungen.

Avf  Grund  diese,r Erkenntnisse  wurde  unter  den  Bedingungen  in

Beutschlend  versucht,  mit  einem  zweitefi  Konzept  zum  Eriolg  zu

kommen.Eswutdedavoneusgegange",soE.g!t!nglL!E.Lg.L!!!g.g.LL9nll 1 hdefi

                                         +

Ubergang zur  Marktwirtschaft  zu  vollziehefi  unct  die  Wirtschaft

in der  ehemaligen  BDR  mit  dem  Wel･tmarkt,  dern entsprechenden

Preissystem,  der  internationalen  Arbeitste ±lung  usw.  zu  kon-

frontieren.  Gesellschaitlich  wurde  dabei  von  defi Positionen

d6: sozialen  Marktbeirtschaft  der  BRD ausgegangen  (wesentliche

Unterschlede  zum  marktwirtschaftlichen  Typ  cter USA).  Dartiber-

hinauskaminsbesendereder)tbtllb.g.!ngE!l.!!!g.!!.e.LLy[Lgh t11  ,demObergang

 zur  D-Ma:k  (im Juli  l990),  eine  besondere  Bedeutung  zu.

Man  mu8  nun  sagen,  daB  auch  dieses  Konzept  zu  erheblichen  ljko-

nomischen  und  sozialen  Problemen  geiUhrt  hat.  Der  AnsatT  aer

Konzeption  wat  an  sich  richtig;'es  fehlte  jedoch ein  weiter-

fUhrendes  Programm.  Es gab  die  Vorstellung,  aaB  nacts  den  grund-

legenden  Vertindervngen  am  Anfang  die  Krtifte des  freien  Marktes

-91-



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

JapanAcademy  ofLabor  and  Management

in  Eigentnltiative  die  weitere  Entwicklung  is"ber Investitionea

usw.  bewtiltigen  wUrden.  Das  lst  jeaoch noch  nicht  erfolgt  und

eine  Reihe  von  Fehleinschljtzungen  in diesem  Zusammenhang  wurden

anerkannt.

Eine  zweite  Grundf:age  bestand  in der  Umstellung  der  volks-

eigenen  Setriebe  und  Kombinate  euf  die  p.l:.1.y.g.:t!.g Wtrtschaft.  Oazu

wurdefrUhzeitigeinesog'enannte-T{-g.es!aaagg.g.s.!u.!.!.ae.!!rehand  s1l  hftgegrUndet,

d!e  die  Aufgabe  hat,  das  gesamte  volkse!gene  Vermtigen  zu  uat

sieren  (liber B OOO  Unternehrnen,  Landbesitz  usw.).  Dabei  geht  es

um

-
 die  Aufgliederung  groGer  Kombinate  in lebensib'hSge  kleinere

  8etriebe,

-
 dle  Stabilisierung  ehemals  volkseigener  Betriebe  in Form  von

  G.m.b.H.is  oder  Aktiengesellschaften  (SanLerung und  Erhaltung
  von  Arbeitspltitzen)
-
 den  Verkauf  von  BetrSeben  bzw.  ctie Beteiligung  durch  west-'

  deutsche  oder  ausitind ±sche  Unternehrnen
                                       '

-- die  Ubergabe von  geeignetem  Elgentum  en  die  Kommunen.                                                                   '
                  '

Vn'ter den  gegebenen  Bedingungen  erweist  sich  dieser  ProzeB  als

sehr  kornpliziert.  Diese  Aktion  sollte  urspr"nglich  in einem  Jahc

abgeschlossen  sein;  es  sind  jetzt jedoch schon  mehrere  Jahre

zu  erwarten.

DerUberhinaus  gibt  es  euBerordentliche  5chw ±erigkeiten  bei  der

p ttl  E et  sfr  en,sodaBdadurchwesentllcheInvestitlons-

 hemmnisse  entstehen.
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Das dritte  Ptobleme  berlihrt  die  wirtschaftliche  Entwicklung

selbst.  Mit  cter Umstellung  der-ODR-Wirtschaft  auf  die  D-Mark--

Basis  en  einem  Tage  wurden  dle  bisherigen  volkseigenen  Betriebe

von  ihrem  dstlicheR  Hauptmarkt  (UdSSR, Polefi usw.)  weitgehend

                                                 '                                               '

abgeschnitten.  Zugleich  artingten  d!e  westdeutschen  Unternehmen

und  Handelsketten  eu £ den  neuen  DDR-Markt.  Es wirkten  slch

       tt

auch  in den  ehemaligen,  volkseigenen  Betrietsen  Rtickstljnde im

Niveau  der  A'rbeitsproduktivitljt,  der  E:zeugnisse  und  des

Marketings  sowie  auf  tikologischern  Gebtet aus.  Hinzu  kommt  noch

bei  Konsumgtitetn  dte  starke･Konkurrenz  von  Billigproduzentefi aus
       '

Dstasien,  Das  hatte  zufiljchst  sehr  negative  Wirkungen  ftir die

Wirtschatt  in den  ostdeutschen  Lljndern,  insbesondere  ftir die

Industrie.  Die  falgenge  Statistik  zeigt  den  Rifckgang  der  ln-

dustriellen  Warenproduktion  im Jahre  1990  nach  Monate'n  (;9S5 =  100):

                      vgl.  Tabe!lelFolie'

                                     '

Es wird  aeutlich,  dats nach  de'r Wtihrungsreform  ein  Rtickgang  der

Ptoduktion  au £  rund  die  Htilfte eingetreten  ist.  Eine  ghnliche

Situation  ist  im Bauwesen,  im Verkehr  und  lrn Handel  zv  verzei ¢ h-

ndn.  Damit  ist eine  dramatische  Situatlon  entstanden.

Die ursprUnglichen,Erwertungen  gingen  dahifi, daB  sich  dec  Dienst-

leistungssektor  als  Ausgleich  rascin  eintwickeln  und  Investitiofiefi

in v ±elen  Bereichen  beginnen  wtirdefi.  Bas  ist  jedoch bisher

nicht  eingetreten.

Oie$e  Situat ±on  des  wirtschaftl ±chen  Nietlergangs  irn Osten  wsr

jedoch gleichzeitig  ,mit einem  starken  Boom  in der  Wirtschaft

ufid  in der  Beschin'ftigting irn Westen'  Deutsch!ends  verbunden.
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Ausgehend  vDn  diesen  allgeme ±nen  Fragen  des  Ubergangs  zur  Markt-

wirtschaft  mdchte  ich  nun  den  zweiten  Komplex  an  Hand  vofi  aus--

gewljhlten  Fragert behanaeln.

-Z2K1

Erstens; Zur Stellung  der  Werktb'tigen  im ArbeitsprozeB  in der

p:ivatisier'ten  Wirtschaft

                 '

Oie  Werkttittgen  der ehemals  volkseigenen  Wirtschaft  sind  nun

abhljngige,Beschljftigte  bzw.  Arbeitnehmer  in privaten  Betrieben.

Damit wira  das  marktwi:tschaftliche  Konzept  des  Zusammenwirkens'

von  zwei  JtLe.!:2.S.gg.!1;g.1.egif  t (Unternehmer una  Gewerkschaften)  wirksqm.

Das  Arbeit,s-  bzw.  Mitb,estimmungsrecht  aeE  SRD  ist dazu  Ubernom-.

men  worden;  Betriebsrtite wurden  gewljhlt. Damit  stehen  sich

wi･eder  Unternehmer  und  Arbeitnehmer  irn Lohnkampf  inzw. in de:

Auseinandersetzung  bei  der  Gestaltung  von  A:beitsbedingungen,

.Entlassungen  usw.  gegentiber,  was  vorher  prinzipieil  anders

geregelt  war.

         '

Die  Gewerkschaften  hainen  sich  dern DGB  in der  BRD  angeschlossefl.

Man  muG  jedoch sagen,  daB  die  Gewerkschaftsbewegung  derzeitig.

ven  einer  krisenhaiten  Entwicklung  berUhrt  ist.  Es mUssen

verljnderte  Positionefi  entsprechend  dem  modernen  Stand  der  Ent-

wicklung  erarbeitet  werden.
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Zweitens:  Die  Endwicklung  eines  Xrbeitsmarktes

',,riihrbnd

 in  qer Vergangenheit  bei  freier  :lrbeitsplatziilah1

derEiOSatZ  der  :irbeitskrEfte  gesamt"irtscha £ tlich  geplant

und  Voiibesehtt £ ti.oung  auf  dem  gegebenen  Niveau  der  -ITbeits-

produLctivitat  gesichert  ;vurde,  ist  jetzt ein  Arbeitsrnartct

entstanden.  Uiev  gibt  es  li±ricungen  in  drei  Richtungen:
                             '

a)  Die  Unternehrnen  ftihren  nun  Einstellungen  und  Entlassungen

   naeh  ihrem  konkreten  Bedarf  durch.

   Entspreehend  der  daLrgelegten  wirtschaftlichen  Lage  ist
                 '

   einbetrafchtiicherEFttSiSlgissgafLE!g!l-llg.EEIS}elk  d  B hrt ± eingetreten

   (in einem  Jahv  um  rund  1,5  M±liionen  Bes ¢ hliftigte  -  ein-

                       /

    schZieBl ±eh  der  Bere ±ehe  von  Militar,  Sicherhe ±t, Polizei

   u.a.  .  sogenannter  X.Bere ±eh):

         '

               vgl.  [Ubelie  /Folie

   Die  Entwieklung  zeigt,  daB  der  RUckgang  insbesondeTe  in

   der  IEndust  :ie  im  Bauwesen  und  in  der  Landxdrtsehai"t  zu

verzeiehnen  ist/  darUberhinaus  jedo6h  aueh  im  bisher ±gen

Staats-  und  Verrgaltungsapparat,  in  Ziissenschat-t,  Kul'tur

und  B±ldungs"esen.

Es haben  sich  aueh  NeugvUndunqen  von  kle ±nen  Unternehmen

voUzogen  (rund 300  OOO  im  Jahre  
';990).

 Diese  liegen  je--
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Anzahl  tier Berufsttitigen  in den  ostdeutschen  Lljndern  nach

Wictschaftstsereichen  - Sept.  1989,  Okt.  !990,  Stichtagsangsben
und  Schljtzungen  (in Tsd. Personem  ohne  Lehrlinge)

Wirtschaftsbereich Sept.l989')  Oktob.i99O'"')Ver  b' nd  .absolut

Industrie  ).le6,B  2.460,8

proct.Handwerk
(ohne Bauhandweck)  266,6  JIB,1

Bauwirtscbaft  SS9,9  453,4
                  '
Land-  und  Fo:st-  .

wirtschaft  92],5  725,O

Ve[kehr,  PDst-  und

Fernmeldewesen-  6]9,l  654,9  
-

H'endel a76,B  99B,O

sonst.  produzierende
Zweige 289,7  223,O

nichtproduzierende  
'

Bereiche  !.843,4                                 1.676,O

×-Beveich  750,O  350,O'

G'e samt  9.J]5.B  7.S3  )' ,2

Lehrl  i. nge  33 
'if'

 ,e  330,a

+)  Statistisches  jahrbuch  dec  0gR  t90a,  Seite

'-)
 nach  Angeben  des  Bundesamtes  fUr.Statist!k

    und  eigene  Schljtzungen  
･

- 726

+  5i-

 I06

- 19g

-4+

 121

-  66

- !7J-

 4go-ISfi2

'

''

'

''

,

''1

o

s5

5

22

7

4D6

126  if

(Alexanderpletz)

-  97-



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

JapanAcademy  ofLabor  and  Management

   doch  insbesondere  aut  dem  Gebiet  des  Handwerks  und  des

   IIandeXs  und  konnten  bi$her  cien starken  Arbeitsteraf'te-
                       '

   rUck.eang  in  den  anderen  Bereichen  n ±cht  bremsen.  Es

   bahnt  sieli  eine  ,e.rundlegende  StTukturveTanderunff  in  der
                                        '

   Lirtsahatt  und  in  der  Besohafti.rrung  an,  die  der  :･i,rbe ±ts-.

   teilung  der  BRD  und  der  I!X] entspricht.

b)  Gleiehzeiti.m  hat  sich  die  ,'irbeitsiosi.:･keit  (Stand geebruar

   1991)  auf  rund  SOO  OOO  P･ ersonen  erh6ht  und  die  ･:nzahX  afeT

   Kurzarbeiter  aut'  1,9  :,:iilUonen.  tft)er die  HtiL'ft･? der  Kurz-

   arbeiter  haben  eine  .trbe ±
'tszeit

 von  50 ::5 bis  zu  O Stunden.

     In  dtesem  Jahr  rechnen  ndr  mit  rund  3 ]tlUlionen  L.rbe ±ts.

   ]osen  bzw.  Personen  in  einer  Ehnlichen  SituatLon.  Dam ±t

   entsteht  eine  ganz  neue  situa'cion,  :.ii2  d ±e  ):,enlsohen bei

   uns  nien]als  kannten.  Demzut'olge  ent"icKelt･  sie!i  aueli  eine

                                         '

   :vachsende  Protestbeivegung.

c)  .:ut' Grund  der  unsieheren  wirtsehaftliehen  und  seziaXen

   Lage  sind  1989  und  1990  Uber  UOO OOO  Menschen  aus  den  os't-

   deutsehen  Landern  in  die  westdeutschen  abgewandert.  Ss

   jind  verwiegend  jUngere und  qual ±tizierte  Menschen,  was

   mit  den  bekannten  sozialen  Foi.cren  verbunden  ist.

   SchiieBlieh  reehnet  man  noch  m ±t ungetahr  300 OOO  1)endlern,

   die  ±n  Ostdeutschiand  wohnen,  abeti  im  Eiesten  arbeiten.

   IIjnzu  tcommt  noch  e ±ne  betrifchtlichif  AnzalU  von  Schwarz.

   arbeitern.
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Drittens:  Lebensstandard,  Arbe ±tsf6rderung  und  soziale
-

          Sicherhett

Die  Vereinigung  in  DeutschXand  wurde  unte:  deEB politischen

Motto  durchgeL'Uhrt,  daB  niemand  
'-.

 materie!1  "  schlechter

als  vorher  leben  soLite.  Da$  :VaTenangebot  entspricht'  nun

dedi westeuropEischen  Standard.  Beim  =aritindrts ¢ hattiiehen

M)ergang  hat  es  natif=lieh  betrtichtliehe  Verdnderungen  in

der  Preisstruktur  fUr  die  Bev61kerung  gegeben  (z.B. .Nufhebang

von  Subventionen  be ± Nahrungsmittein).  Di'e subventionierten

Preise  fttr  llohnungsmieten  und  die  Leistungen  im  Gestmdheits-

"esen  wurden  bisher  noeh  erhalten.  Jetzt  begtnnt  jedoah  die

schrittueise  Erh6hung  der  Preise.

                                                          '

Die  Statistik  zeigt  fUr,Januar  1991  gegenUber  dem  Vorjahr

einen  Anstieg  der  LebenshaltungsKosten  bei

-  4.Personen-Arbeitnehner.-Haushalt.en m ±t haherem  Einkommen
                                                          '

  auf  102,3  %,
     '

-  4-Personen-Arbeitnehmer-Haushalten  mit  .mittlevem  Einkommen

  auf  lo7,o  fS.

-  2--Personen-Rentenhaushalten  au £  107,9  %.

Das  EinKommen  vollbes ¢ hEftigter  ArbeitnehmeT  !varde  erh6ht

und  iiegt  jetzt  etwa  bei  60  /"o 
'..m

 Vergleich  zur  BRD.  In  drei

Jahren  soll  die  voZZe  Ssngleichung  vollzogen  werden.
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Die  eigentXichen  Probleme,  die  nocil  auf  uns  zukornmen,  uer-

den  jedo¢ h durch  die  Situat ±on  der  Arbeit$losen  und  die

weiteren  Prei$steihff.erungen  bei  der  ?-ost,  ±m  Vericehrt,  b( ± ･

"･!ieten  und  Dienstleistun.een  sowie  be ±m  :.nerg-'everbrauc}i

hervor.t.erur'en  werden.-!nsofern  rnuB  eine  Verschlechterung

der  Lebenslage  eines  Teils  der  Bevlj1icerung  tttir eine  unbe-

stimrnte  Zeit  angenommen  werden.

        '
Unter  den  Bedingungen  der  "lassenarbeitslesigiceit  ±st  zu-
                                          '

naehst  einmal  die  ZahLun.v  von  Arbeitslesengeld  und  Kurz.

arbei'terbcreld  zur  .sozialen  Sicherung  sehr  wichtig.  Damit
                                                          '

sind  jedoeh diese  drUekenden  sozialen  Probleme  nicht  zu

l5sen.

Darum  weTden  erhebXiche  Mittel  fUr  die  berufliehe.  FUrdertnn.r.v
           '

und  Umschuluag  ven  Arbeitnehmern  sQr-ie  rur  6rtent.li ¢ he  Ar-

beiten  (Arbe±tsbeschatfungsmaBnahrnen)  eingesetzt.  Dafttr  tst

"iederurn  ein  neues  Systeru  der  lrbeitsaft:ter  ntt  Berntungs-  un-d

Arbeitsf5rderungsfunktionen  installtrt  worden.

][eh m6cinte  nun  zum  SehluB  kotllTnen  und  e ±nige  ,r..runclZe.oende                    '

                                      '

Ericenntnisse  hervorheben:

 -  De;  Vbergang  zur  llarktitirtseha £ t hat  sich  insgesamt  poli.
                             '

   tisch,  ljkonom ±sch  und  sez ±aL  ais  v ±el  komp.Liz ±erter  heraus--                                     '

   ,gestellt  als  das  vorher  angenomamen  ;vuTde.
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-  Es  hat  sich  tl;ezeigt,  daB  die  ii±rtschatt  ±m  tt'esten  Deutseh-

  lands  "ohL  Interesse  am  "!arkt  der  ODR  hatte,  jedoch  noch

  ni ¢ ht  an  den  errorderlichen  !nvestitionen  £ tir die  TNe ±tere

  Enti-icklung  deT  tiirtseha.ft.  Dabei  G'ibt  es  aueh'noch  ob-
                                                '

  jektive  Ilindernisse.

- Diese  Situa'tion  kann  mit  clem llarKttcra£ ten  a!lein  n ±ch't  ge-

  16st  weTden.  Es  ±st  darum  jetz'r, (reLaciv spa't)  ein  Regierungs-

                  '

  :2rvoE£ esratnm beschlossen  woTden,  daB  eine  betrach'tXiche  UntgT-

  $tUtzun.rT  L"Ur  die  Entwickiung  ±m  Osten  vorsieht  (einsehtieB.
                                      '

  !ich  der  Stimulierung  von  rnvestitionen).

-  tluch  unter  diesen  Bedingungen  iterden  sich  zunaehst  noch

  die  6konomischen  unct  sozialen  Beqingun.gen  ve･rseharfen.

 . Es  g±bt  nun  ve;schie.dene  Prognosen,  in  "elcheva  Zeitrauiu

  diese  S±tuatton  ifberwunden  werden  kann:  dtese  liegen  der-

  zeitig  zwischen  1 -  5 JahTen.

-  Auch  unter  diesen  reZativ  ungtinstigen  Bedingungen  ist

  .  aXlgemein  ge$ehen  .  unsere  LebenspeTspektive  unver.

  gleichiich  besser  ai$  in  den  anderen  osteuropEischen

  Landern.  
,
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以 前 の DDR に お け る 市 場 経 済 へ の 移 行

　 　 　社 会 軽 済 的 課 題 と 諸 問 題

ペ ル リ ン 経 済 大 学 エ ヅ ケ ハ ル ト　 ザ ク セ

　 東 ヨ ー ロ ッ パ に お け る 根 本 的 な 変革 と 結 び っ い て い る ドイ ツ の 統

一 に お い て は 、 世 界 史 的 意 義 を も っ た 変 化 が 重 要 で あ る 。 そ の 変 化

は 、 政 治 、 国 際 関 係 、 経済 、 社 会 的 な 諸 関 係、 　と り わ け 人 間 の 生 活

諸 関 係 と 根 本 的 な 関 わ り を も っ て い る 。

　社 会 主 義 社 会 を 建 設 し よ う と す る 試 み、 資 本 主 義 に 対 抗 し て 一 っ

の 別 個 の 社 会 を 作 り 出 す 試 み は 、 挫 折 し た。 こ こ で は、 そ の 原 因 を

論 じ な い が、 こ の 問 題 の 回 答 に は、 な お 多 くの 時 間 が 必 要 で あ る 。

　 社 会 主 義 国 が 、 市 場 経 済 に 移 行 す る と い う 基 本 問 題 は 、　当 然、 政

治 の レ ベ ル と 経 済 の レ ベ ル で は 異 な っ た 意 味 を も っ 。 私 は、 DDR

の 市 民 で あ っ た し、 計 画 経 済 と い う意 味 で、 資 本 主 義 と は 別 個 の 社

会 の た め に 科 学 的 に 尽 力 し た が 、 し か し、 こ の シ ス テ ム の 枠 内 で 必

要 な 経済 的 有 効 性 が 達 成 さ れ な か っ た こ と を 認 め ざ る を え な い 。 同

時 に し か し、 こ の 世 界 の 全 て の 基 本 問 題 は、 一 そ れ は 解 決 を 待 ち

こ が れ て い る の だ が 一一一一　ec決 さ れ な い ま ま に な っ て い る と い う こ と

も 見 る べ き で あ る 。 そ こ か ら 必 然 的 に 社 会 発 展 へ の 一 定 の ビ ジ ョ ン

が 作 成 さ れ な け れ ば な ら な い と い う こ と が 生 じ る。
た だ し、 こ れ は

私 の 個 人 的 な 見 解 で は あ る が 。

　 私 の 講 演 で は 、
2 っ の 問 題 に 詳 し く ふ れ た い と 思 う。

1 ， ま ず 第 1 の 問 題 は、 計 画 経 済 か ら 市 場 経 済 へ の 移 行 の 基 本 的 な

　 　 諸 問 題 で あ る 。

2 ． 第 2 の 問 題 は、 新 し い 条 件 の も と で の 労 働 と 労 働 関 係 の 領 域 に
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お け る 諸 変 化 の 問 題 で あ る。

第 1 の 問 題

　計 画 経 済 か ら 市 場 経 済 へ の 移 行 と い う 社 会 的 あ る い は 経 済 的 シ ス

テ ム の こ の 変 化 は、 歴 史 上、 た ぶ ん 他 と 比 較 す る こ と の で き な い 出

来 事 で あ る。 歴 史 上 、 そ れ と 同 じ も の あ る い は 経 験 は 存 在 し な い
。

　 そ こ で 基 本 問 題 の 第 1 点 は 、 次 の よ う な 問 題 で あ る。 す な わ ち ど

の よ う な 戦 略 に よ っ て 経 済 体 制 の 変 更 が お こ な わ れ る べ き で あ っ た

か と い う 点 で あ る 。 そ の さ い 二 っ の 異 な っ た 方 法 を 区 別 す る こ と が

で き る。 ハ ン ガ リ ー
、 ポ ー ラ ン ド さ ら に ソ 連 で は 漸 進 的 に 長 期 に わ

た っ て 市 場 経 済 へ の 移 行 を 遂 行 す る こ と が 試 み ら れ て い る 。 　ド イ ヅ

の よ う に こ れ ほ ど 激 し い 変 化 を 内容 的 に、 組 織 的 に 一 年 で は 成 し と

げ ら れ な い で あ ろ う と 考 え る の は 、 そ れ 自 体、 論 理 的 な 考 え 方 で あ

っ た。 し か し ソ 連 を は じ め と す る こ の 方 向 の 結 果 は、 経 済 的、 社 会

的 に 著 し く ネ ガ テ ィ ブ で あ っ た。 そ れ は、 経 済 的 後 退、 急 速 な イ ン

フ レ ー シ ョ ン、 多 くの 住 民 の 社 会 的 状 態 の 悪化、 カ オ ス の 拡 大 に ま

で い た る ほ ど の も の を も た ら し た。

　そ の 原 因 は 、 明 ら か で あ る。 市 場 経 済 は、 制 度 的 たの み 有 効 で あ

る 。 そ れ は 次 の こ と を 意 味 し て い る。 す な わ ち 、 社 会 に お け る 全 て

の 条 件 と カ テ ゴ リ ー は、 市 場 経 済 的 に 作 用 し な け れ ば な ら な い と い

う こ と で あ る 。 移 行 の 解 決 策 と 過 去 の 諸 条 件 が 陣害 を 生 み 出 し て い

る。

　 こ の 認 識 に も と つ い て 、　 ド イ ツ に お け る 諸 条 件 の も と に お い て は 、

第 2 の 方 法 で 成 果 を え る こ と が 試 み ら れ た。 そ の さ い 次 の こ と が 前

提 と さ れ た。 す な わ ち 、 で き る 限 り 急速 に 甫 場 経 済 に 移 行 す る こ と

が 前 提 と さ れ 、 以 前 の DDR に お け る 経 済 を 世 界 経 済 、 そ の 価 格 シ
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ス テ ム 、 あ る い は 国 際 的 分 業 な ど に 直 面 さ れ る こ と が 前 提 と さ れ た
。

そ の さ い 社 会 的 に は、　 ド イ ツ 連 邦 共 和 国 の 社 会 的 市 場 経 済 の ポ ジ シ

ョ ン が 前提 と さ れ た
。 そ の ド イ ツ の 市 場 経 済 は 、 本 質 的 に は ア メ リ

カ の 市 場 経 済 の タ イ ブ と は 異 な る も の で あ る。 そ れ 以 上 に 、 特 に 1

990 年 7 月 の 通 貨 変 更 に お け る ド イ ツ マ ル ク へ の 移 行 に 特 別 の 意

義 が あ っ た。

　 さ て 、 こ の 第 2 の 方 法 も ま た 重 大 な 経 済 的 、 社 会 的 諸 問 題 を も た

ら し た と い わ ざ る を え な い 。 こ の 第 2 の 方 向 で の ア プ ロ ー チ は 、 そ

れ 自 体 、 正 し か っ た の で あ る。 し か し、 さ ら に 重 要 な プ ロ グ ラ ム が

欠 け て い た 。 は じ め 次 の よ う に 考 え ら れ て い た 。 す な わ ち、 根 本 的

な 変 化 の 後 に 、 自 由 市 場 の 力 が 働 き、 個 々 の 企 業 の イ ニ シ ア チ ブ に

も と つ い て 投 資 な ど の よ り い っ そ う の 発 展 が 成 し と げ ら れ る で あ ろ

う と 考 え ら れ て い た 。 し か し、 そ れ は ま だ 現 在 ま で 成 果 を 生 ん で い

な い 。 そ し て 一 連 の 誤 り が こ れ に 関 し て 認 め ら れ る。

　 基 本 問 題 の 第 2 点 は、 人 民 所 有 経 営 と コ ン ビ ナ ー トを 私 的 経 済 へ

変 更 す る 点 に あ っ た 。 こ の 問 題 に 対 し て 時 期 尚 早 に も、 い わ ゆ る 信

託 会 社 が 創 設 さ れ た。 そ の 会 社 は、 人 民 所 有 の 全 財 産 を 私 有 化 す る

と い う 課 題 を も っ て い る （ 8 ， 000 以 上 の 企 業 と 土 地 所 有 ） 。 そ

の さ い 、 っ ぎ の 点 が 問題 で あ る 。

・大 き な コ ン ビ ナ ー ト を 活 力 あ る 小 経 営 に 細 分 化 す る こ と

・ 以 前 の 人 民 所 有 経 営 を 有 限 会社 あ る い は 株 式会 社 の 形 態 で 安 定化

　 さ せ る こ と （財 務 整 理 と 職 場 の 維 持 ）

・ 経 営 の 売 却 ま た は 西 ド イ ヅ あ る い は 外 国 の 企 業 の 資 本 参 加 （共 同

　 経 営 ）

・ 地 方 自治 体 に そ の 所 有 を 引 き 渡 す こ と な ど で あ る 。

　 与 え ら れ た 条 件 の も と で は、 こ の 過 程 は、 き わ め て 複 雑 な も の で
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あ る こ と が 判 明 し て い る。 こ の 行 動 は 、 本 来 的 に は 、

一 年 で 終 わ る

べ き で あ っ た。 し か し そ れ は、 現 在 な お、 2 ， 3 年 を ま た な け れ ば

な ら な い 。 そ れ 以 上 に 、 所 有 問 題 の 解 決 の さ い に は 、 非 常 な 困 難 が

あ る。 そ れ に よ っ て、 重 大 な 投 資 の 障 害 が 生 じ て い る 。

　基 本問 題 の 第 3 点 は 、 経 済 発展 そ の も の に 関 連 し て い る。
DDR

経 済 の ド イ ツ マ ル ク へ の た っ た 一 日 で の 切 り 換 え に よ っ て 、 今 ま で

の 人 民 所 有 経 営 は、 そ の 東 の 主 要 な 市 場 （ソ 連、 ポ ー ラ ン ド な ど ）

か ら、 広範 囲 に わ た っ て 切 り 離 さ れ た。 同 時 に 西 ド イ ツ の 企 業 と 商

業 の チ ェ
ー ン が、 新 し い DDR の 市 場 を 手 に い れ よ う と 殺 到 し て き

た。 　ま た 以 前 の 人 民 所 有 経 営 に お い て は、 労 働 生 産 性、 製 品 、 マ ー

ケ テ ィ ン グ の 水 準 に お い て 、 ま た エ コ ロ ジ ー の 領 域 に お い て 遅 れ が

あ っ た
。 そ れ に 加 え て 、 な お 消 費 財 の 場 合 に は 、 東 ア ジ ア か ら の 安

い 生 産 者 か ら の 強 い 競 争 が で て き て い る。 そ れ は 、 旧 東 ドイ ヅ 地 区

の 経 済 に、 特 に 工 業 に 非 常 に ネ ガ テ ィ ブ な 作 用 を お よ ぼ し た 。

　通 貨 改 革 の 後、 生 産 が 減 少 し て ほ ぼ 半 分 に な っ た 。 同 じ状 態 は、

建 設 、 運 輸 、 商 業 に も み ら れ る 。 そ こ で 、 劇 的 な 状 況 が 発 生 し た。

　 本 来 的 な 期 待 は 、 次 の こ と に あ っ た。 す な わ ち う め あ わ せ と し て 、

サ ー ビ ス 郎 門 が 急 速 に 発 展 し、 多 く の 領 域 で 投 資 が 始 ま る で あ ろ う

と い う 点 で あ っ た。 し か し 、 　ま だ そ の よ う な 状 況 は 生 ま れ て い な い 。

　東 に お け る 経 済 的 没 落 の こ の 状況 は、 同 時 に 経 済 に お け る 西 ドイ

ツ で の 雇 用 の 強 度 の ブ ー ム と 結 び っ い て い た。 市 場 経 済 へ の 移 行 め

こ の
一 般 的 な 問題 か ら 出発 し て、 私 は 、 次 に 第 2 の 労 働 の 問 題 を 取

り上 げ る こ と に す る。

第 2 の 問 題

　労 働 の 問 題 の ま ず 第 1 点 は 、 私経 済 に お け る 労 働 過 程 で の 勤 労 者
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の 地 位 の 問 題 で あ る。 以 前 の 人 民 所 有 の 経 済 の 勤 労 者 は 、 今 や 私 経

営 に お け る 従 属 的 雇 用 者 ま た は 従 業 員 と な っ た。 そ こ で は、　2 っ の

労 働 協 約 の 当 事 者 （企 業 家 と 労 働 組 合 冫 の 相 互 作 用 と い う 市 場 経 済

の 原 理 が 働 く こ と に な る。 西 ド イ ツ に お け る 労 働 法 お よ び 共 同 決 定

法 は 、 同 時 に ま た 引 き継 が れ た。 そ し て 経 営 協 議 会 の メ ン バ ー が、

選 ば れ た。 そ こ で 再 び 企 業 者 と 従 業 員 と が 賃 金 闘 争 で 、 ま た は 労 働

条 件 の 形 成 や 解 雇 の 場 合 に 相 互 に 対 立 し て い る 。 そ れ は 、 以 前 と は

原 則 的 に は 全 く 異 な っ た 斌 況 で あ る 。

　労 働 組 合 は 、 西 ドイ ツ に お け る ド イ ツ 労 働 総 同 盟 に 加 入 し た。 　し

か し 労 儲 組 合 運 動 は 、 現 在、 危 機 的 状 況 に あ る と い わ ざ る を え な い
。

状 況 の 変 化 に 応 じ て 、 発 展 の 近 代 的 状 況 が 作 り 上 げ ら れ な け れ ば な

ら な い 。

　 労 働 の 問 題 の 第 2 点 は、 労 働 市 場 の 展 開 の 問 題 で あ る。 過 去 に お

い て は、　自 由 に 職 場 を 選 択 す る こ と が で き、 労 働 力 の 投 入 は、　社 会

的 に 計 画 化 さ れ 、 労 働 生 産 性 の 一 定 の 水 準 の も と で 、 完 全 雇 用 が 確

保 さ れ て い た。 と こ ろ が 現 在 で は、 労 働 市 場 が 生 じ て い る 。 こ こ で

3 つ の 方向 に お け る 作 用 が あ る。

a ）　 企 業 は 、 そ の 具 体 的 な 欲 求 に 応 じ て 雇 用 と 解 雇 を 行 う 。 す で

　 　 に 説明 さ れ た 経 済 的 状 況 に 応 じ て 雇 用 の 著 し い 減 少 が 生 じ て い

　 　 る 。 　 （ 1 年 間 に ほ ぼ 150 万 人 の 減 少 で あ る。 そ れ に は 軍 人、

　 　保 安、 警 察 な ど が 含 ま れ る。 い わ ゆ る X 部 門 で あ る。 　）

　 　 　状 況 の 変 化 は、 つ ぎ の こ と を 示 し て い る。 す な わ ち、 雇 用 の

　 　減 少 は 、 特 に、 工 業、 建 設 、 農 業 に お い て 著 し い 。 さ ら に そ れ

　 　に 加 え る に、 今 ま で の 国 家 機 関、 行 政 機 関、 科 学、 文 化 、 教 育

　 　部 門 に お い て も 雇 用 の 減 少 が あ る 。 も ち ろ ん 小 企 業 も 生 じ て い

　 　る 。 　（ 1990 年 で ほ ぼ 30 万 ）。 こ れ は 、 特 に 手 工 業 と 商 業
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　　の 分 野 に お い て 生 じ て い る が 、 こ れ に よ っ て 他 の 領 域 に お け る

　 　労 働 力 の 激 減 を く い と め る こ と は、 今 ま で に で き な か っ た 。 経

　 　済 と 瑠 用 に お け る 根 本 的 な 構 造 変 化 が 起 こ ろ う と し て い る 。 そ

　 　 の 変 化 は 、 　ド イ ツ 連邦 共 和 国 と EC と の 分 業 に よ る も の で あ る。

b ）　 同 時 に 央 業 は、　1991 年 2 月 に ほ ぼ 8 ◎ 万 人 に 増 大 し、 不

　 　完 全 就 業 者 の 数 は 、 　 190 万 人 に 上 昇 し た。 不 完 全 就 業 者 の 半

　 　分 以 上 は、 労 働 時 間 が 5 ◎ ％ か ら 0 時 間 で あ る 。

　　　計 算 に よ る と 、 　1991 年 に は ほ ぼ 300 万 人 の 失 業 者 ま た

　 　は 失 業 状 態 の 人 々 が 発 生 す る。 そ れ は、 全 く 莉 し い 状 況 で あ り、

　　今 ま で に 一 度 も 人 々 が 知 ら な か っ た も の で あ る。 そ れ ゆ え、 抗

　 　議 運 動 が 増 大 し て い る 。

cl 　 不 安 定 な 経 済 的、 社 会 的 状 況 に も と つ い て 、 　 1989 年 と 1

　 　 990 年 に は 、
40 万 人 以 上 の 人 々 が 、 東 ド イ ツ か ら 西 ド イ ツ

　 　へ 移 住 し た。 そ れ は 、 圧 倒 的 に 若 い 人 々
、 熟 練 資 格 の 高 い 人 々

　　で あ る。 そ の こ と は 、 よ く知 ら れ て い る 社 会 的 な 結 果 と 結 び っ

　 　 い て い る。

　 　 　最 後 に な お 約 30 万 人 の 郊 外通 勤 者、 す な わ ち 東 ド イ ツ に 住

　 　 ん で 西 ド イ ツ で 働 く 人
「
々 が い る。

　労 働 の 問題 の 第 3 点 は、 生 活 水 準 、 労 働 の 促 進 と 社 会 保 障 の 問題

で あ る。 　ド イ ツ 続
一

は 、 誰 一 人 と し て 以 前 よ り も 一 一 物 質 的 に 一 一 ・

悪 く な ら な い で 生 活 し よ う と い う 政 治 的 モ ッ トー の も と で 遂 行 さ れ

た。 商 晶 供 給 の 水 準 は、 い ま や 西 ヨ ー ロ ッ パ な み に な っ た。 市 場 経

済 へ の 移 行 の 場 合 に 当 然 、 住 民 に 対 し て 価 格 構 造 は、 著 し く 変 化 し

た。 た と え ば 食 料 品 の 場 合 、 政 府 の 補 助 金 が 廃 止 さ れ た。 住 宅 の 家

賃 と 保 健 制 度 に っ い て は、 政 府 の 補 助 金 が ま だ 出 さ れ て お り、 そ の

価 格 は な お 維持 さ れ て い る。 し か し 今 で は 徐 々 に そ の 価 格 も 上 昇 し
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始 め て い る。

　 1991 年 1 月 の 統 計 で は、 前 年 に 対 す る 家 計 費 は 、 上 昇 し て い

る。

・高 所 得 の 4 人 家 族 の 従 業 員 の 家 計 で 102 ， 3 ％

・中 所 得 の 4 人 家 族 の 従 業 員 で 107 ％

・ 2 人 所 帯 の 年 金 生 活 者 で 107 ，　9 ％

　 完 全 就 業 者 の 所 得 は 高 め ら れ、　 ド イ ツ 連 邦 共 和 国 と 比 較 し て 、 今

や 約 60 ％ と な っ て い る 。 3 年 間 で 完 全 に 同 一 に な る よ う に 予 定 さ

れ て い る。

　 な お わ れ わ れ が 直 面 し て い る 固 有 の 問 題 と い う の は、 や は り、 失

業 状 態 と 郵 便、 交 通、 家 賃 、 サ ー ビ ス な ら び に 電 力 の 価 格 の 上 昇 を

と お し て 引 き お こ さ れ て い る。 そ の か ぎ り 住 民 の 一 部 の 生 活 状 態 の

悪 化 が、
一 定 期 間 あ り う る に 違 い な い 。

　大 量 の 失 業 の も と で 、 　ま ず 第 1 に 失 業 保 険 の 支 払 い と 不 完 全 就業

者 に 対 す る 補 償 金 の 支 払 い は、 社 会 保 障 と し て 非 常 に 重 要 で あ る 。

し か し そ れ らの 保 険 の 支払 い で こ の 重 苦 し い 社 会 的 諸問 題 は 、 解 決

さ れ え な い 。

　 そ こ で 雇 用 の 促 進 と 労働 者 な ら び に 公 務 員 の 再 教 育 の た め の 重 要

な 手 段 （労 働 を 創 出 す る 方 策 ） が 始 め ら れ た。 そ れ に 対 し て 再 び 労

働者 の 相 談 と 労 働 碇進 の 機 能 を も っ た 労 働 担 当 の 役 所 が 、 新 た に 設

け ら れ た。

　 さ て 結 論 を 述 べ る こ と に し よ う。 若 干 の 基 本 的 な 理 解 を は っ き り

さ せ る こ と に す る。

・　 市 場 経 済 へ の 移 行 は 、 全 体 と し て 、 政 治 的 、 経 済 的、 社 会 的 に

　以 前 考 え ら れ て い た よ り も 、 は る か に 複 雑 な も の で あ っ た。

・　 西 ド イ ツ に お け る 経 済 は 、 東 ド イ ツ の 市 場 に だ け 関 心 を も っ て
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　い た。 し か し よ り い っ そ う の 経 済 発 展 の た め の 必 要 な 投 資 に は 関

心 が な か っ た と い う こ と が 明 ら か に な っ た 。 そ の さ い ま た な お、

客 観 的 な 障 害 も あ る。

・ 　 こ の 状 態 は 、 市 場 の 力 の み に よ っ て 解 決 さ れ る こ と は で き な い 。

そ れ ゆ え 、 た だ 今 （相 対 的 に は 遅 い が ） 政 府 の プ ロ ジ ェ ク トが 決

定 さ れ て い る。 そ れ は 東 の 発 展 に 対 し て か な り の 援 助 を 予 定 す る

も の で あ る 。 　 （そ れ に は 投 資 の 刺 激 も 含 ま れ て い る。 　）

・ 　 こ の 条 件 の も と で も、　ま ず 第 1 に、 な お 経 済 的 、 社 会 的 諸 条 件

が、 尖 鋭 化 す る で あ ろ う。 今 で は、 い ろ い ろ な 長 期 予 測 が あ る。

す な わ ち 、 ど れ ぐ ら い の 期 間 で 今 の 状 態 が 克 賑 さ れ る で あ ろ う か

と い う 予 測 で あ る 。 こ れ は 、 た だ 今 の と こ ろ 1 〜 5 年 と 予 測 さ れ

て い る。

・　 こ の 相 対 的 に 不 利 な 諸 条 件 の も と で も 一 一 般 的 に み て
一一一 わ

れ わ れ の 生 活 の 展 望 は、 比 較 に な ら ぬ ほ ど、 他 の 東 ヨ ー ロ ッ パ の

国 々 に お け る よ り も 良 好 で あ る 。

　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　（海 道 　 進 　 訳 ）
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